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編集にあたって 

 

この論文集は、大阪大学法学部国際公共政策学科の山内直人・後藤正之ゼミナールに所属する 3 回

生及び 4 回生、総勢 16 名のメンバーが 2015 年度のゼミナール活動の一環として作成した 3 編の論文

を編集して収録したものです。 

掲載されている論文はすべて、日頃テレビや新聞などで目にする社会問題の中で、学生自らが興味

を持ったものを扱っています。興味のある社会問題に対してその現状を調査し、問題意識を持ち、計

量経済学という視点から分析、考察を行い、問題の解決に向けた政策を提言しています。 

各論文とも未熟な点が多く残ってはおりますが、学生という若く自由な立場から行った政策提言が、

実際に政策を行う国や地方自治体などに影響を与え、より良い社会の創造に少しでも寄与できるもの

であればと期待しています。 

また、論文はいずれも、ISFJ 日本政策学生会議、WEST 論文研究発表会の両方に提出され、発表

されました。結果として、ISFJ 日本政策学生会議においては優秀賞 1 本、分科会賞 2 本を、また、

WEST 論文研究発表会においては優秀賞 1 本、分科会賞 1 本を得ることができました。 

 

～本年度 ISFJ・WEST 提出論文～ 

「労働者のメンタルヘルス向上を目指して」 

「子育て環境の充実と住まいに関する一考」 

「奨学金返還延滞問題解決を目指して」 

 

 

 最後になりましたが、論文作成にあたってご指導いただいた山内直人教授・後藤正之教授をはじめ、

資料提供、指導など様々な面で本当に多くの方にご協力をいただきました。巻末にお名前を掲載させ

ていただいております。ご協力をいただいた皆様には、この場をお借りして感謝の意を述べさせてい

ただきたいと思います。 

 

 ありがとうございました。 

 

2016 年 2 月 
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第1章 労働者のメンタルヘルス向上を目指して 

～職場環境要因に着目したパネルデータ分析～ 

 

 

鳰泰明 市後彩夏 

岩井晃之 小川立太 

米田野々花 

 

 

要旨 

 

近年我が国では、労働者のメンタルヘルスの悪化が問題視されている。長時間労働や職場の人間関係の問題などによ

りメンタルヘルスが悪化した結果、精神疾患を引き起こす。このようなメンタルヘルスの悪化は労働者個人に大きな悪

影響を及ぼすだけでなく、企業や国に対しても損失を与える。精神障害による休職によって企業の売上高利益率が低下

することや、うつ病による経済損失が 7700 億円であると推計される等の報告もなされている。 

こうした状況を受け、政府は NIOSH 職業性ストレスモデルを参考にメンタルヘルス対策を行ってきた。このモデル

では労働者のストレスの原因になるものとして性格などの「個人的要因」のほかに、数多くの「職場のストレス要因」

が挙げられている。しかし既存の政策では、「職場のストレス要因」のうち労働時間などに注目したものが多く、職場

環境を十分に考慮できていない。 

労働者のメンタルヘルスに影響を与える要因について分析を行った論文を概観すると、安田（2008）や黒田・山本

（2008b）では長時間労働がメンタルヘルスを低下させる要因であることを示した。また、山岡・小林（2015）では職

場の連帯感がメンタルヘルスの向上要因であると示した。しかし、これらの研究の内で職場環境について詳細に分析し

たものはなく、個人の性質を十分に考慮しきれていないといった課題があった。 

以上を踏まえて、本稿では個人の性質を考慮しつつ、職場の要素が労働者のメンタルヘルスに与える影響を詳細に分

析する。使用するのは「東大社研・若年パネル調査（JLPS-Y）wave1-5, 2007-2011」および「東大社研・壮年パネル

調査（JLPS-M）wave1-6, 2007-2012」の個票データである。 

分析の結果、「互いに助け合う雰囲気がある」、「将来の仕事について相談できる機会がある」ことが、労働者のメン

タルヘルスを向上させる可能性があると示された。これらの結果から、本稿では 2 つの政策を提言する。まず、「互い

に助け合う雰囲気がある」ことがストレスを緩和する可能性があるという分析結果と、メンタルヘルス対策を実際に行

っている企業へのヒアリング調査をもとに、「管理監督者の資格取得義務化」を提言する。さらに、「将来の仕事につい

て相談できる機会がある」ことが、ストレスを緩和する可能性があると示されたことから、「外部 EAP（従業員支援プ

ログラム）導入の一部義務化」を提言する。 

 

 

本稿の執筆にあたっては、後藤正之教授（大阪大学）、山内直人教授（大阪大学）をはじめ、荒井壽夫教授（滋賀大学）、田代昌孝

准教授（桃山学院大学）、永野満大氏（大阪大学）、ヒアリング調査にご協力いただいた企業の方々をはじめ、多くの方から有益かつ

熱心なコメントを頂戴した。また二次分析にあたっては、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJ 

データアーカイブから「東大社研・若年パネル調査（JLPS-Y）wave1-5，2007-2011」および「東大社研・壮年パネル調査（JLPS-M）

wave1-6，2007-2012」の個票データの提供を受けた。ここに記して感謝の意を表したい。しかしながら、本稿にあり得る誤り、主

張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 
我が国では、精神疾患を抱える人が近年大幅に増加しており、

メンタルヘルスに対する関心は高まりを見せている。精神疾患

は、家庭問題、個人の性格などの様々な要因が複合的に重なっ

て発病すると考えられるが、特に仕事においては、昇進や失敗、

職場での人間関係といったストレスの原因となる要素が数多く

存在する。実際、2014年度には精神疾患による労災認定を受け

た人が過去最多を記録した。 

 メンタルヘルスの悪化は、労働者個人だけでなく、その労働

者が働く企業や国全体にも大きな損失をもたらす可能性がある

ため、企業内部での対策や政府による取り組みがこれまでにも

行われてきた。特に政府は、2006年以降メンタルヘルス対策を

強化してきたが、それらの政策は労働時間などに注目したもの

が多く、職場の人間関係といった職場環境にはほとんど焦点が

当てられなかった。しかし、厚生労働省の調査によると、職場

の人間関係が最も大きなストレス要因となっており、真に有効

なメンタルヘルス対策を講じる上では、職場環境の改善に目を

向ける必要がある。 

以上より、本稿では「労働者が職業生活において強い不安や

ストレスを感じることなく働ける社会」を実現するために、大

規模なパネルデータを用いて、労働者のメンタルヘルスの向上

要因を分析する。分析にあたっては、先行研究においてメンタ

ルヘルスとの関連が示された労働時間などの変数に加え、本稿

の独自性として詳細な職場環境に関する変数を用い、その結果

に基づいて政策を提言する。 

本稿の構成は以下の通りである。まず第 1 章では、我が国に

おけるメンタルヘルスの現状と政府の取り組みを概観し、第 2

章では我々が参考にする先行研究を紹介し、本稿の意義・独自

性について述べる。続く第 3 章では、我々が行った分析につい

て、用いたデータや分析手法を紹介し、その結果および考察を

述べる。第 4 章では、分析結果と企業へのヒアリング調査をも

とに、メンタルヘルス対策を提言する。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 現状分析・問題意識 

 

１ 労働者のメンタルヘルスの重要性 

 

（１）労働者のメンタルヘルスの悪化 

 近年過労死や過労自殺が問題視され、頻繁にメディアで取り

上げられているのは誰もが知る所である。我が国では自殺者が

年間3万人を超えた1998年以降、労働者の自殺者も8,000人か

ら 9,000 人という高い水準で推移しており、職場でのストレス

が労働者の自殺の一要因であると言われている。実際、職場で

のストレスや不安による労働者のメンタルヘルスの悪化が顕在

化し大きな問題になっている。 

厚生労働省が発表した「過労死等の労災補償状況」によると、

精神障害による労働災害の請求件数・認定件数は年々増加して

おり、2014年時点で請求件数が1,456件と過去最多を記録した。

また、それに伴って認定件数も増え同年時点で 497 件となって

おり、5年前と比べると倍増している（図1参照）。このほか山

岡・小林（2015）では、健康保険管理組合および厚生労働省の

「医療給付実態調査報告書」より労働者千人あたりの精神疾患

受療率を算出している。これによると、労働者の精神疾患受療

率は 90 年代末から増加傾向にあり、2011 年時点で国民健康保

険加入者の 1%以上が精神疾患のため受療していることが分か

る。 

さらに、2012年に日本生産性本部メンタルヘルス研究所が行

ったアンケートの結果1を見ると、職場でのストレスや不満によ

る心の病を抱えている人の年齢層は、2010年以前の調査では30

代の割合が最も高かったが、今回のアンケート調査結果では 40

代の割合が増加し30代を上回った（図2参照）。また、約2割

の企業で10～20代が最も多いと回答しており、近年は心の病を

抱える若年層の割合も高まっていることが分かる。 

 

（２） メンタルヘルスの悪化がもたらす損失 

次に、メンタルヘルスの悪化が引き起こす様々な問題について

見ていく。メンタルヘルスの悪化は言うまでもなく労働者個人

の尊厳を脅かす大きな問題である。しかし、これは労働者個人

にとどまらず、企業や国にとっても損失をもたらす重大な問題

である。 

                                                   
1 平成24年度公益財団法人日本生産性本部メンタルヘルス研究所「第6

回『メンタルヘルスの取り組み』に関する企業アンケート調査結果」よ

り 
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まず、企業に及ぼす損失について見ていくと、労働者のメンタ

ルヘルスが著しく悪化した場合、仕事が手につかなくなる者や、

うつ病になり休職をする者が増え、企業の生産性が低下すると

考えられる。また、ストレスを抱えた労働者が職場を離れ、企

業は一度教育した人材を逃す可能性がある。さらに企業は労働

者に訴えられた場合、安全配慮義務違反により労働者に対し賠

償金を払う必要性が生じる上、社会的信頼を損なうといったこ

とも考えられる。荒記・川上（1993）においては、職場のスト

レスが労働者の欠勤率や転職率に影響を及ぼすことについても

言及されている。さらに黒田・山本（2014a）では、メンタルヘ

ルスの不調が企業業績に与える影響を検証したところ、企業内

のメンタルヘルス休職者比率は 2 年程度のラグを伴って売上

高利益率に負の影響を与える可能性が示されている。このよう

に、労働者のメンタルヘルスの悪化は、企業側にとって経済損

失や社会的信頼の低下にも関わる重大な問題だと言える。 

次に、メンタルヘルスの悪化が国に及ぼす影響について見て

いく。国立社会保障・人口問題研究所が2010年に公表した「自

殺・うつ病対策の経済的便益」によると、うつ病による労災補

償費や医療費などの国が被る経済損失は、2009 年でおよそ

7,700億円に上るとされている。また同研究によると、自殺やう

つ病がなくなることで、およそ1兆7,000億円のGDP引上げ効

果が発生すると言われている。ここから、労働者のメンタルヘ

ルス問題が国全体に及ぼす影響が甚大なものであることが分か

る。 

 

２ メンタルヘルス悪化の要因と対策 

 

（１） メンタルヘルス悪化の要因 

労働者がメンタルヘルスを悪化させ、精神疾患にかかる過程

を示したモデルには、仕事の要求度・コントロール（JDC）モ

デルや努力・報酬不均衡（ERI）モデルなど数多く存在する。特

に、職業性のストレスが疾病などに至るプロセスを示した米国

立労働安全衛生研究所の職業性ストレスモデル（以下 NIOSH

モデルとする、図 3 参照）は、岩田（2013）などにおいて、数

ある職業性ストレスモデルの中でも包括性が高いと述べられて

おり、信頼性が高いと言える。NIOSHモデルでは、働く人のス

トレスに関わる要因として、人間関係や仕事量といった「職場

のストレス要因」の他に、性格や年齢などの「個人的要因」、家

庭問題などの「仕事以外の要因」、さらに、上司や同僚からのサ

ポートでストレスを減らす「緩衝要因」が挙げられている。こ

のモデルの特徴には、他の職業性ストレスモデルが主に仕事上

の要因に注目しているのに対し、個人的要因などの多様な要因

が考慮されている点がある。 

また、厚生労働省が2012年に発表した「労働者健康状況調査」

によると、仕事におけるストレス要因として職場の人間関係を

挙げる労働者が最も多い（図4参照）。他にも会社の将来性や配

置転換などもストレス要因として挙げられており、労働者のメ

ンタルヘルスの悪化には労働時間といった要因だけでなく職場

環境なども多大な影響を及ぼすと考えられる。 

 

（２） 社会情勢の変化 

このように、ストレス要因として人間関係などの職場の環境

が挙げられるのは、職場環境が社会情勢の変化に大きく影響を

受けるためである。例えば、1990 年代のバブル崩壊や 2008 年

のリーマンショックの影響で日本は深刻な経済不況に陥り、そ

れに伴うリストラや倒産で失業者が急増した。こうした厳しい

状況下で、多くの企業が経営に危機感を募らせ、限られた経営

資源を活かして生産性を上げるため、能率主義・成果主義を取

り入れるようになった。結果として、長時間労働や雇用の不安

定化といった問題はもちろん、労働者一人ひとりにより大きな

負担を強いるような労働環境が生み出された。 

さらに、社会情勢の変化としては近年の ITの導入・普及が挙

げられる。インターネットやパソコン、携帯電話、E メールな

どの通信技術は我々の生活に利便性をもたらした反面、人々の

働き方を大きく変化させた。こうした技術の発達が、仕事相手

と常に連絡を取れる状況を作り出したことで、労働者は退勤後

も休日も常に仕事に追われているような状態に陥ってしまい、

ストレスを強める原因の一つになった。また池永（2009）によ

ると、IT 化の進展により、これまで人が行っていた定型業務が

IT 資本によって代替されるといった変化が起き、それに伴い高

賃金の知識集約型業務と低賃金の手作業型業務の就業者が増加

するという労働の二極化が起こっているという。知識集約型業

務は定型業務より高度な技術を要するため、質的な負担が大き

いと考えられる。また、手作業型業務は定型業務に比べて低賃

金であることから、賃金格差によるストレスを抱える労働者が

増加すると考えられる。以上より、経済不況や ITの導入といっ

た社会情勢の変化が職場環境に影響を与え、労働者のストレス

要因の一つになっていると考えられる。 
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（３） 政府のメンタルヘルス対策 

これらの現状を受けて、政府も労働者のメンタルヘルスの悪

化という問題に対して対策を講じてきた。厚生労働省は2000年

8 月に「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」

を策定しこれの周知に努めていたが、精神障害による労災補償

状況などの現状は変わらず、むしろ悪化する一方であった。そ

こで、2006年に事業場におけるメンタルヘルス対策をさらに有

効に進めるため、厚生労働省はこの指針を踏まえつつ見直しを

行い、労働安全衛生法に基づく「労働者の心の健康の保持増進

のための指針」を新たに策定した。この指針では、事業場が行

うべき具体的な精神疾患予防策として「4つのケア」が示されて

いる。「4つのケア」とは、労働者本人による「セルフケア」、管

理監督者による「ラインケア」、企業の産業医や保健師などの「事

業場内産業保健スタッフ等によるケア」、企業外の専門機関であ

る「事業場外資源によるケア」を指す。「4 つのケア」では、メ

ンタルヘルス対策を推進するために、労働者本人によるケアに

加えて企業による取り組みも重要であることを示しており、現

在も政府や多くの専門書により推奨されている。また、「労働者

の心の健康の保持増進のための指針」の策定と同時に労働安全

衛生法が改正され、長時間労働者への医師の面接指導の実施と

いう具体的な努力義務が設けられた。 

2013年には「第12次労働災害防止計画」が策定され、「誰も

が安心して健康に働くことができる社会」が目標として掲げら

れた。この特徴としては、労働者の職場復帰支援の促進や職場

改善手法の検討といった対策案に加え、メンタルヘルス対策に

取り組む事業所の割合を 2017 年までに 80％以上にするという

数値目標を掲げた点が挙げられる。 

さらに、2015年6月に公布された「労働安全衛生法の一部を

改正する法律」により、ストレスチェックと面接指導の実施な

どを義務づける「ストレスチェック制度」が創設された。スト

レスチェック制度とは、2015 年 12 月から施行され、各事業所

が定期的に労働者のストレスの状況について検査を行うもので

ある。この制度の目的は、本人にその結果を通知して自らのス

トレスの状況について自覚させ、個人のメンタルヘルス悪化の

リスクを軽減させるとともに、検査結果を集団ごとに集計・分

析し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因その

ものも軽減させることである。またこの制度は、高ストレス者

を早期に発見し、希望者を医師の面接指導につなげることで、

労働者のメンタルヘルス悪化を未然に防ぐ役割が期待されてい

る。 

 以上の政府のメンタルヘルス対策を見ると、ストレスチェッ

ク制度など新たな策が講じられているが、既存の政策の多くは

NIOSHモデルにおける「職場のストレス要因」の中でも労働時

間に焦点を当てており、職場環境や人間関係などの他の「職場

のストレス要因」について十分に考慮しきれていなかった。 

 

３ 問題意識 

 

これまで見てきたように、近年我が国では労働者のメンタル

ヘルスの悪化が問題視されている。労働者の精神疾患による労

災請求件数・認定件数は年々増加しており、これと関連がある

とされる自殺者数も高止まりしている。メンタルヘルスの悪化

は労働者本人のみの問題にとどまらず、企業や国にも多大な損

失をもたらす。精神疾患を抱えた労働者が仕事に集中できなく

なったり休職したりすることで企業の生産性が落ちることに加

え、国の社会保障費も圧迫される。このように、労働による精

神疾患を抱える人が存在していることは、企業や国にとって大

きな問題であると言える。 

労働者のメンタルヘルスの悪化を防ぐためには、企業による

取り組みが必要不可欠である。しかし、2013年に厚生労働省が

実施した「労働安全衛生調査」によると、メンタルヘルス対策

に取り組んでいない事業所の割合は 39.1%であり、そのうち今

後取り組む予定があると回答した事業所の割合は1.7%にとどま

っている。ここから、企業のメンタルヘルス対策に対する問題

意識の低さが窺え、これを改善するためには、政府がさらなる

対策を講じる必要がある。 

政府はこれまで「職場のストレス要因」の中でも、特に労働

時間などに焦点を当て対策を講じてきたが、厚生労働省の調査

からも分かるように、労働者のメンタルヘルスには人間関係な

ど他の「職場のストレス要因」が関係しているため、今後は労

働時間以外の「職場のストレス要因」を含めたより多角的な視

点で対策に取り組むべきであると考える。そこで我々は効果的

な政策を提言するにあたって、労働者のメンタルヘルスを向上

させる要因について詳細に分析する。 

 

Ⅲ 先行研究および本稿の位置づけ 

 

１ 先行研究 

 

労働者がメンタルヘルスを損なうことは、労働者の尊厳を脅
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かしうることはもちろん、経済的な損失をもたらすことにもな

る。このような現状を受けて政府も対策に乗り出してはいるも

のの、メンタルヘルスに問題を抱える労働者を減らすまでには

至っていない。 

メンタルヘルスに対する問題意識の高まりに応じて、学術の

領域でも様々な研究が行われてきた。以下では、特に本稿が参

考にする先行研究を概観する。 

安田（2008）は、仕事のストレスと職場環境の変化の関係に

ついて分析している。使用しているのは、労働政策研究・研修

機構が2004年１月に実施した「労働者の働く意欲と雇用管理の

あり方に関する調査」の個票データ（企業調査 1,066 社、労働

者調査 7,828 人）である。ここでは、仕事で感じるストレスの

程度とそれが 3 年前からどの程度変化したかを被説明変数とし

て、女性ダミー・勤続年数・学歴・課長以上ダミー・年収・週

平均労働時間・従業員規模・職種ダミー・業種ダミーなどを説

明変数に置いて回帰分析を行っている。結果として、長時間労

働や同世代間の賃金格差、徹底的な成果主義が仕事のストレス

を強める要因であることが示された。その一方で、労働時間の

柔軟性を高めることや仕事の役割・分担を明確にすることがス

トレスを緩和することが明らかになった。しかし、データの制

約上、個人特性や企業特性について完全にコントロールできて

いないなど課題も残る。 

一方、黒田・山本（2014b）は、労働者の個人差をコントロー

ルするために従業員を追跡したパネルデータを用いて、労働時

間の長さとメンタルヘルスとの関係を検証している。使用して

いるのは、経済産業研究所の「人的資本形成とワークライフバ

ランスに関する企業・従業員調査」（2012-2013）の個票データ

（2年分、700人）である。被説明変数にはストレスの有無や気

分の落ち込みなど12項目について尋ねた主観的尺度（GHQ-12）

を用いて、総労働時間やサービス残業時間などの「労働時間」、

年齢・性別・職種・学歴・年収・家族構成などの「個人属性」、

業務内容の明確化や突発的業務の有無などの「仕事内容」、フル

タイムや裁量労働制などの「勤務形態」、休日出勤に対する評価

や職場におけるメンタルヘルス不調者の増減などを説明変数と

して分析を行っている。結論としては、メンタルヘルスは同一

個人であっても経年的に大きく変化すること、労働時間とりわ

けサービス残業の増加がメンタルヘルスを悪化させる可能性が

高いこと、などを明らかにしている。本研究は、パネルデータ

を用いることで労働者の個人差をコントロールしており、メン

タルヘルスにおける職場環境の重要性を示唆している点で意義

深いものであるが、社内の人間関係などいくつかの要素につい

て十分に考慮できていない。 

山岡・小林（2015）は、個票データを用いて労働者のメンタ

ルヘルスと職場環境の関連を分析している。使用データは、東

京大学社会科学研究所の日本版General Social Survey 2010年

版で、無作為に抽出した20～89歳の男女を対象にしたアンケー

ト調査である。被説明変数には過去一か月間における精神状態

の程度（どれほどの頻度で落ち着いて穏やかであったか、また

落ち込んで憂鬱だったか）を用いて、労働時間・通勤時間・職

場連帯感・失業可能性・本人収入・課長部長ダミー・企業規模・

産業ダミー・職種ダミー・女性ダミー・年齢・有配偶ダミー・

学歴・性別役割意識ダミーなどを説明変数として分析を行って

いる。結果として、労働時間が長いことや通勤時間が長いこと、

そして性別役割分業に肯定的な女性であることが労働者のメン

タルヘルスに負の影響をもたらすことが明らかになった。また

一方で、職場において連帯感があることは労働者のメンタルヘ

ルスの向上につながることが示唆された。本研究は、職場環境

に関する変数として「職場における連帯感」を入れるにとどま

り、企業内の制度について触れられていない点で不十分である。 

先行研究を調査した結果、①メンタルヘルスと職場環境を関

連付けた研究が少ないこと、②そのうち労働者の個人特性を考

慮したものはさらに少ないこと、③データの制約により十分に

捉えきれていない要素があること、の3点の課題が挙げられる。 

 

２ 本稿の意義・独自性 

 

以上を踏まえて、本稿の意義・独自性について述べる。第一

に、そもそも労働者のメンタルヘルスと職場環境の関係を分析

したものが少ないため、その研究をすること自体に意義がある

と言える。労働者のメンタルヘルスや職場環境といった概念に

対する関心は高まってきているものの、それらを結び付けた研

究はほとんど存在しない。両者の関係を明らかにするためには

様々な角度から検討される必要があり、本稿はそこに新たな視

点を付け加える点で有意義なものである。 

第二に、個人を追跡した大規模なパネルデータを用いて、個

人差をコントロールした上で分析を行っていることである。本

来メンタルヘルスにおいては家庭問題や個人の性格など様々な

要素が影響し合っているため、ある特定の関係のみを抽出する

ことは容易でない。しかしパネルデータを用いることによって、

可能な限り労働者のメンタルヘルスと職場環境の関係を検証す



  6  

 

ることができる。また従来の研究に比べてデータのサンプルも

多いため、より信頼度の高い結果が期待できる。 

第三に、従来の研究と比べて職場環境についてより詳細に分

析している点である。一口に職場環境と言ってもその内実は一

様でなく、人間関係や企業構造など様々な要素が含まれる。し

かし上に挙げた研究においては、使用データの制約上、職場環

境の把握が十分であったとは言えず、具体的な解決策に結びつ

けることは困難であった。その点で本稿は、職場環境について

より詳細に分析を行うため、効果的な政策につなげることがで

きると考える。 

 

Ⅳ 実証分析 

 

１ 分析の方向性 

 

（１） データ 

本稿では東京大学社会科学研究所付属社会調査・データアー

カイブ研究センターより、「東大社研・若年パネル調査（JLPS-Y）

wave1-5，2007-2011」と「東大社研・壮年パネル調査（JLPS-M）

wave1-6，2007-2012」の個票データの提供を受け、分析に用い

た。JLPS-Yは日本全国に居住する20~34歳（2006年当時）の

男女を、JLPS-Mは35～40歳（2006年当時）の男女をそれぞ

れ調査対象の母集団としている。職業や家族、教育、意識、健

康など網羅的な質問項目を設定した調査であり、とりわけ職業

に関する項目は職場の状況といった詳細な項目も設けられてい

る。 

JLPSのパネルデータを利用する理由は、同一の個人を5年間

に渡り追跡調査したものであり、先行研究に比べパネルデータ

として使えるサンプルが多いという点にある。また、心の病を

抱える人が多いとされる30～40代に加え、心の病を抱える人が

増加傾向にある 20 代2も対象としており、これらの年齢層の労

働者のメンタルヘルスが不調に陥る原因を探ることのできる調

査であることも、JLPSのパネルデータを用いる利点の一つとし

て挙げられる。本稿においては、性別を区別しないデータと、

男女別に区別したデータの 3 種類のデータを用いて分析を行っ

た。 

 

                                                   
2 公益財団法人日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所「第6回『メンタ

ルヘルスの取り組み』に関する企業アンケート調査結果」より 

（２） 分析の枠組み 

本稿ではメンタルヘルス指標を被説明変数としてパネルデー

タ分析を行う。ここで、適切なモデルを選択するためにBreusch 

and Pegan検定およびHausman検定を行った。 

Breusch and Pegan検定では、「変量効果モデルよりもプーリ

ング回帰モデルが正しい」という仮説を設定し検定を行った。

Breusch and Pegan検定の結果（全体：P=0.000、男性：P=0.000、

女性：P=0.000）、3種類のデータ全てで1%の有意水準で仮説が

棄却された。 

Hausman 検定では、「固定効果モデルよりも変量効果モデル

が正しい」という仮説を設定し検定を行った。Hausman検定の

結果（全体：P=0.000、男性：P=0.000、女性：P=0.000）、3種

類のデータ全てで1％の有意水準で仮説が棄却された。以上の検

定結果より、本稿では固定効果モデルを用いて分析を行う。 

固定効果モデルを用いることによって、労働者の性格などの

個体的側面による影響を取り除き、職場の環境や人間関係、企

業内の制度が労働者のメンタルヘルスに与える影響を分析する

ことができると考えられる。本稿では特に先行研究で十分に考

慮されなかった職場の要素について考察していく。 

以下、モデル式および変数名について述べる。 

 

●モデル式 

                          

（i=1～3841 , t=2007～2011） 

●変数 

   ：メンタルヘルス指標（MHI-5） 

 ：定数項 

   ：誤差項 

    ：年齢 

    ：月間労働時間 

    ：年収 

    ：労働時間調整のしやすさ 

    ：失業可能性 

    ：有配偶者ダミー 

    ：企業規模ダミー（10~29人） 

    ：企業規模ダミー（30~299人） 

    ：企業規模ダミー（300人～） 



  7  

 

    ：専門職・技術職ダミー 

    ：管理職ダミー 

    ：事務職ダミー 

    ：販売職ダミー 

    ：サービス職ダミー 

     ：生産現場職・技能職ダミー 

     ：運輸・保安職ダミー 

     ：社員が恒常的に不足しているダミー 

     ：いつも締め切り（納期）に追われているダミー 

     ：互いに助け合う雰囲気があるダミー 

     ：先輩が後輩を指導する雰囲気があるダミー 

     ：社員の希望で異動できる仕組みがあるダミー 

     ：将来の仕事について相談できる機会があるダミー 

 

（３） 変数の選択 

① 被説明変数 

被説明変数には労働者のメンタルヘルスを表す指標として、

JLPS で尋ねられている精神状態についての質問項目の合計値

であるMental Health Inventory-5（MHI-5）を利用する。MHI-5

とは、Berwick ら（1991）によって提唱された、メンタルヘル

スの状態を示す項目である。このMHI-5の作成・使用にあたっ

ては中澤（2010）を参照した。 

MHI-5の作成には、次の5つの質問項目を使用した。 

 

以下の項目について、過去 1 ヶ月間にあなたはどのくらいの

頻度で感じましたか。一番よくあてはまる番号（1から5）を選

んでください。 

A. かなり神経質であったこと 

B. どうにもならないくらい気分が落ち込んでいたこと 

C. 落ち着いていて穏やかな気分であったこと 

D. おちこんで、ゆううつな気分であったこと 

E. 楽しい気分であったこと 

 

これらの質問項目のそれぞれの解答欄は「1 いつもあった」

から「5 まったくなかった」の5段階の選択肢から構成されて

いる。C と E の質問項目は数値が低いほど精神が良好な状態で

あるために、数字を反転させて合計値をとった。これらの合計

値は5から25までの値をとり、数値が高いほど精神状態が良好

であるということを示す。 

 

② 説明変数 

説明変数として本稿で着目する「職場の要素」に加え、「本人

の属性」や「労働環境」を設定する。 

 

 

・職場の要素 

「職場の要素」については、JLPSに設定された職場について

の質問項目に基づく。これらの質問項目は、選択したものを 1、

非選択のものを0としたダミー変数として用いる。 

 

あなたの現在（または直近）の職場について、あてはまるも

のはありますか。（複数選択可） 

1．ほぼ毎日残業をしている 

2．社員数が恒常的に不足している 

3．いつも締め切り（納期）に追われている 

4．互いに助け合う雰囲気がある 

5．一人ひとりが独立して行う仕事が多い 

6．お互い連携しながら行う仕事が多い 

7．先輩が後輩を指導する雰囲気がある 

8．社員の希望で異動できる仕組みがある 

9．若手社員の仕事や生活についての相談相手を決めている 

10．将来の仕事について相談できる機会がある 

 

本稿においては、上記の質問項目のうち「2．社員数が恒常的

に不足している」、「3．いつも締め切り（納期）に追われている」、

「4．互いに助け合う雰囲気がある」、「7．先輩が後輩を指導す

る雰囲気がある」、「8．社員の希望で異動できる仕組みがある」、

「10．将来の仕事について相談できる機会がある」を用いた。 

これらの変数を選択した理由について述べる。「2．社員数が

恒常的に不足している」ほど、労働者の仕事における負担が大

きく、メンタルヘルスを悪化させるのではないかと考え変数と

して加えた。「3．いつも締め切り（納期）に追われている」と

答えた人は、仕事に余裕がなく、精神的に追い詰められている

のではないかと考えられる。「4．互いに助け合う雰囲気がある」、

「7．先輩が後輩を指導する雰囲気がある」といった質問項目を

選択した労働者の職場では人間関係が良好であり、労働者のメ

ンタルヘルスが向上するのではないかと考えられる。また、「8．

社員の希望で異動できる仕組みがある」場合は、労働者の適性
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にあった仕事を自ら選択できるため、ストレスが緩和されるの

ではないかと考えられる。「10．将来の仕事について相談できる

機会がある」については、労働者の悩みについて相談できる環

境が職場にあることがメンタルヘルスに良い影響を与えること

ができると考えられる。 

また、分析に用いなかった質問項目について説明する。「1．

ほぼ毎日残業をしている」については、「月間労働時間」や「年

収」に相関が見られたために、多重共線性を考慮し用いなかっ

た。「5．一人ひとり独立して行う仕事が多い」と「6．お互い連

携しながら行う仕事が多い」についても、「4．互いに助け合う

雰囲気がある」とそれぞれ負の相関、正の相関が見られたため、

「4．互いに助け合う雰囲気がある」という質問項目のみを用い

た。「9．若手社員の仕事や生活についての相談相手を決めてい

る」という質問項目については、その回答者の多くが「7．先輩

が後輩を指導する雰囲気がある」の質問項目についても同時に

選択しており、回答者の数については項目7には項目9の10倍

ほど回答者がいたために、より包括的な項目7を採用した。 

  

・個人の属性 

個人の属性として、「年齢」、「有配偶者ダミー」を用いた。「年

齢」については実数値を用いた。「有配偶者ダミー」について、

既婚を選択したものを 1 とし、未婚や死別、離別を選択したも

のについては 0 とした。また、先行研究である安田（2008）で

は、性別の変数を加えた結果、有意性を示したことや、黒田・

山本（2014b）においても男女別の分析がなされていることから

も、性別による影響を考慮する必要がある。しかし、固定効果

モデルにおいてこのような時間の経過で変化しない変数につい

ては推定が不可能であるために、性別で区別していないデータ

と、男女別にそれぞれ分けたデータを用いた分析を行った。 

 

・労働環境 

労働環境を表す変数として、「月間労働時間」、「年収」、「職種」、

「企業規模」、「労働時間調整のしやすさ」、「失業可能性」を用

いた。これらの労働環境や、個人の属性を表す変数については

黒田・山本（2014b）を参照した。 

「月間労働時間」は 1 日あたりの労働時間に月あたりの労働

出勤日数をかけたものを用いた。これまで労働時間が労働者の

精神的負担に与える影響については多く議論がなされ、労働時

間と精神的負担の関連に一致した調査結果が見受けられなかっ

た3。従来の研究においてはパネルデータによる分析がなされた

文献は少なかったが、前述の通り黒田・山本（2014b）では、パ

ネルデータを用いて両者の関係を分析しており、労働時間がメ

ンタルヘルスに影響を及ぼすとしている。このことから、労働

者のメンタルヘルスと労働時間には大きな関連があると考えら

れ、説明変数として「月間労働時間」を加えた。 

「年収」については質問項目に倣い、0円と回答したものを0、

2,250 万円以上と回答したものを 12 とした 13 段階のものを使

用する。また、「職種」には専門職・技術職、管理職、事務職、

販売職、サービス職、生産現場職・技能職、運輸・保安職の 7

種のダミーを用いた。「企業規模」では、従業員数に応じて小規

模・中規模・大規模に分けたダミー変数を設定し、従業員数が

10~29 人の企業を小規模企業、30~299 人の企業を中規模企業、

300人以上の企業を大規模企業とした。 

「労働時間調整のしやすさ」は、JLPSにおける「子育て・家

事・勉強など自分の生活の必要にあわせて、時間を短くしたり

休みを取ったりするなど、仕事を調整しやすい職場である」と

いう質問項目である。これは「1．かなりあてはまる」から「4．

あてはまらない」の 4 段階で回答するものであり、この数字を

反転した後の数値から1を引いた0～3の値をとる変数を用いた。 

「失業可能性」は「今後 1 年間に失業（倒産を含む）をする

可能性がある」という質問項目を用いた。「労働時間調整のしや

すさ」と同じく 4 段階で回答する項目であり、この項目と同じ

処理を施して使用した。これを変数に加えた理由は、厚生労働

省の「労働者健康状況調査」より、会社の将来性や雇用の安定

性がストレスの一因であり、労働者のメンタルヘルスへ影響す

ると考えたためである。 

 

③ 基本統計量 

以上より、説明変数には、「職場の要素」、「年齢」、「有配偶者」、

「月間労働時間」、「年収」、「職種」、「企業規模」、「労働時間調

整のしやすさ」、「失業可能性」の変数を用いた。基本統計量は

以下の通りである（表5参照）。 

 

２ 分析結果 

 

（１） 分析結果 

分析結果は以下の通りである（表6参照）。なお、統計ソフト

                                                   
3  藤野・堀江・寶珠・筒井・田中（2006）「労働時間と精神的負担との

関連についての体系的文献レビュー」 
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はStata 11.2を用いた。 

結果として、全ての分析において、「互いに助け合う雰囲気が

ある」が、全体と男性の分析において「将来の仕事について相

談できる機会がある」、「労働時間調整のしやすさ」が労働者の

メンタルヘルスに正の影響を与えることが分かった。また、「先

輩が後輩を指導する」が女性のみに正の影響を与えることが分

かった。一方、全ての分析において「月間労働時間」、「失業可

能性」が、全体と男性の分析において「いつも締め切り（納期）

に追われている」、「年齢」が労働者のメンタルヘルスに負の影

響を与えることが示された。 

 

（２） 考察 

以上の分析結果から考察を行う。 

職場の要素として分析で有意性があるものとしては、「いつも

締め切り（納期）に追われている」ことが労働者のメンタルヘ

ルスを悪化させる恐れがあることが明らかになった。締め切り

に追われることによって、労働者は精神的に切迫し、それがス

トレスとなってメンタルヘルスを悪化させると考えられる。全

体と男性のみで有意性が示されたのは、出世競争に身を投じる

労働者は男性の方が多く、その競争の中で締め切りの厳しい仕

事に携わることが比較的多くなるからではないかと考えられる。 

また、職場の要素の中で、「互いに助け合う雰囲気がある」、「将

来の仕事について相談できる機会がある」といったことが、労

働者のメンタルヘルスに良い影響を与える可能性があることも

示された。「互いに助け合う雰囲気がある」ことについては、単

なる人間関係の良し悪しではなく、仕事を手伝い合うなど、仕

事上で相互に関わり合いを持つ雰囲気が、労働者のメンタルヘ

ルスに良い影響を与えるのではないかと考えられる。 

「将来の仕事について相談できる機会がある」ことについて

は、相談できる機会があることによって労働者のストレスを緩

和できると考えられる。労働者の中には、仕事への適性や昇進・

昇給について強い不安や悩みを抱えている者も少なくないこと

が「労働者健康状況調査」からも読み取れる。労働者が将来に

ついて相談できることによって、これらの将来への不安を軽減

できるのではないかと考えられる。女性で有意性が示されなか

ったことについては、未だに女性が男性と同じように社会進出

できておらず、昇進や昇給に対して強い不安を抱えるに至って

いない可能性が考えられる。今後女性の社会進出がさらに進む

につれて、より多くの女性が将来の仕事について深く考えるよ

うになると予測できるため、このような相談機会を設けること

は女性の労働者のメンタルヘルスを向上させるためにも重要な

こととなる。 

「先輩が後輩を指導する雰囲気がある」ことについては、女

性のみ正の影響があることが分かった。これは「労働者健康状

況調査」において、職場の人間関係の問題がストレスになると

答えた女性が男性よりも多いことからも、女性にとって職場に

おける人間関係は重要なものであると読み取れる。先輩が後輩

を指導することにより、より良い人間関係の構築を促進するこ

とができるため、メンタルヘルスが向上するのではないかと考

えられる。 

一方で、「社員が恒常的に不足している」、「社員の希望で異動

できる仕組みがある」の変数については有意性が見られなかっ

た。これは単に社員が不足しているだけでは労働者のメンタル

ヘルスには影響を与えず、社員が少ないことに加えて長時間労

働や企業の将来性などの問題が重なることで初めて、労働者の

メンタルヘルスに影響を与えると考えられる。社員の希望で異

動できる仕組みがある場合にも、部署の定数や募集人数の関係

から、必ずしも希望者全員が希望に適う異動ができるとは限ら

ない。また、仮に希望に適う異動ができたとしても、異動先で

希望通りの仕事ができるとも限らないため、メンタルヘルスの

向上につながらないのではないかと考えられる。 

次に職場の要素以外の結果について考察を行う。「年齢」が負

の影響を与えるということは、昇進などに伴って労働者の責任

が重くなることがストレスの要因となっているのではないかと

考えられる。「月間労働時間」が負の影響を与えることについて

は、先行研究と同様に労働時間がメンタルヘルスを悪化させる

恐れがあることが示された。「失業可能性」が負の影響を与える

ことは、会社の将来性の問題から強いストレスを感じる労働者

がいると示した「労働者健康状況調査」と同様の意味合いを持

つ結果が分析から得られた。 

「労働時間調整のしやすさ」が正の影響を与えることについ

ては、労働者が自身の生活のために時間を確保することで、ス

トレスを緩和させるに至ると考えられる。一方で、「労働時間調

整のしやすさ」は女性のみ有意性が示されなかった。これは女

性が労働時間を調整する目的として、育児や家事といった家庭

内労働のために調整を行うため、純粋に自分のために時間を確

保することができないからであると考えられる。 
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３ 企業へのヒアリング調査 

 

職場環境に関する政策を提言するにあたっては、単に分析結

果に基づくだけでなく実際に対策を行う企業の問題意識を反映

した方がより説得力が増すと言える。そこで我々は、従業員の

メンタルヘルス対策に力を入れている企業へのヒアリングを行

った（事業場の概要は表7を参照）。この企業は、いち早くスト

レスチェック制度を導入するなどメンタルヘルス対策に強い関

心を寄せており、メンタルヘルスの不調予防から休職者の復帰

支援まで包括的な取り組みを行っている。具体的には、入社 1

年目と3年目の社員や新任マネージャーを対象にした教育研修、

全社員が受けるwebストレスチェック、従業員だけでなくその

家族も対象にする相談対応、試し出勤制度やメンター制度とい

った復職支援など、その対策の内容は多岐に渡っており、労働

者の心の健康を重視していることが窺える。 

今回ヒアリングを行った結果、以下の点が特に参考になると

考える。一つ目は、現状分析で触れた NIOSH モデルにおける

緩衝要因が大切だという点である。緩衝要因とは仕事における

ストレスを和らげる上司や家族などによる社会的支援のことで

あり、ヒアリング先の企業ではこの重要性を認識した上で上司

や管理職の教育を行うべきであるとしていた。 

二つ目は、上層部がメンタルヘルスにおける対策の必要性を

認識しなければならない点である。企業においては、意思決定

に関わることのできない従業員がメンタルヘルス対策の必要性

を訴えたとしても改善の見込みは薄い。ヒアリング先の企業で

も、社長や幹部が理解を示していなければ現在のような手厚い

支援体制は整っていなかったとのことであった。 

三つ目は、最初にメンタルヘルス対策を導入する際には外部

EAP機関を利用したという点である4。企業がメンタルヘルス対

策を始めようとしても、先行事例が少ないことや企業内に専門

知識を持つ者がいないことなどから、導入に踏み切れなかった

り有効な対策を実施できなかったりすることがある。そのため

ヒアリング先の企業でも、専門知識を持つ外部機関と協力する

ことで少しずつ効果的なメンタルヘルス支援体制を模索してい

ったとのことであった。 

以上をまとめると、労働者のメンタルヘルス対策においては、

①上司や管理職の教育が重要であること、②社長など意思決定

に携わる上層部の課題認識が必要であること、③外部EAP機関

                                                   
4  EAPとは、従業員支援プログラム（Employee Assistance Programs）

のことである。次章で詳しく述べる。 

の利用が有効であること、の3点になる。 

これらを踏まえて政策提言を行う。 

 

Ⅴ 政策提言 

 

１ 政策提言の方向性 

 

前章では、大規模パネルデータを用いた計量分析、およびメ

ンタルヘルス対策に取り組む企業へのヒアリング調査から得ら

れた結果について述べた。本章ではこれらの結果に基づき、労

働者が職業生活において強い不安やストレスを感じることなく

働ける社会を実現するため、以下の 2 つのメンタルヘルス対策

を提言する。 

まず、分析より「互いに助け合う雰囲気がある」ことがスト

レスを緩和する可能性があるという分析結果と、メンタルヘル

ス対策を実際に行っている企業へのヒアリング調査をもとに、

「管理監督者の資格取得義務化」を提言する。さらに、「将来の

仕事について相談できる機会がある」ことが、ストレスを緩和

する可能性があると示されたことから、「外部 EAP 導入の一部

義務化」を提言する。本章では、これらの政策の内容とその実

現可能性について検証していく。 

 

２ 管理監督者の資格取得義務化 

 

本稿の分析では、「互いに助け合う雰囲気がある」ことが、ス

トレスを緩和させる可能性があるという結果が得られた。しか

し、政策の導入によって、職場における雰囲気を直接改善させ

ることは困難である。そこで、職場の雰囲気に大きく影響を与

えると考えられる管理監督者5が、労働者の心の健康に対する課

題認識を高めることを目的に、メンタルヘルスに関する資格の

取得義務化を提言する。 

 

（１） 提言内容 

メンタルヘルスに関する資格としては、社会福祉士・臨床心

理士・産業カウンセラーなどが挙げられるが、我々は大阪商工

会議所が実施する「メンタルヘルス・マネジメント検定」に注

目した。「メンタルヘルス・マネジメント検定」とは、労働者の

心の不調の未然防止などを目的として2006年に開始され、2014

                                                   
5  労働基準法第41条で定められる「監督若しくは管理の地位にある者」

のことを指す。 
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年度には年間38,000人以上が受験している公的資格である。ま

た、この資格には人事労務スタッフ・管理職・一般社員（それ

ぞれⅠ種・Ⅱ種・Ⅲ種）など、役割に応じた知識を体系的に習

得できるという特徴があり、検定試験を導入する企業が増加傾

向にある。 

我々は、この既存の公的資格を活用し、「管理監督者のメンタ

ルヘルス・マネジメント検定 Ⅱ種（ラインケアコース）の取得

義務化」を提言する。本政策の目的は、管理監督者に資格取得

を義務づけることによって、取得過程でメンタルヘルスに対す

る知識を習得し、職場の雰囲気改善や部下の不調防止への配慮

を高めることにある。管理監督者に注目した理由としては、前

述した NIOSH モデルの緩衝要因として上司などの社会的支援

があること、ヒアリング調査から上司の考え方が職場環境に影

響を与える可能性が高いと分かったことが挙げられる。義務化

の対象に関しては、実現可能性を考慮に入れ、産業医選任義務・

ストレスチェック制度と同様に従業員 50 人以上の事業所とし、

50人未満の事業所に対しては努力義務とする。 

 

（２） 政策に期待される効果 

 2013年に厚生労働省が実施した「労働安全衛生調査」による

と、メンタルヘルス対策に取り組んでいない事業所は 39.1%で

あり、その理由は「該当する労働者がいない」が 39%と最も高

く、「取り組み方が分からない」が25.3%、「必要性を感じない」

が 21.8%の順となっている。この調査結果にもあるように、心

の不調を抱える労働者がいない場合、メンタルヘルスへの課題

認識は低くなると考えられる。しかし、労働者の心の不調を未

然に防止することが求められる中では、不調を抱える労働者の

有無に関わらず、メンタルヘルス対策に取り組むべきである。 

このような状況を鑑みると、「管理監督者への資格取得義務化」

は労働者の心の健康に対する課題認識の向上や取り組み方の習

得につながると考えられ、メンタルヘルス対策の普及に一定の

効果が見込まれる。また、実際に対策に取り組む企業にヒアリ

ング調査を行った結果、メンタルヘルス対策を行うにあたって

は社内の上層部の理解が必要不可欠だという意見が得られたこ

とから、管理監督者の課題認識を高めることによって、社内の

制度の構築・強化なども期待できる。 

 

（３） 実現可能性 

前述のように、2013年時点でメンタルヘルス対策に取り組ん

でいない企業は約 4 割にとどまり、依然として労働者の心の健

康に対する関心が高くない企業が存在している。そのため、ス

トレスチェック制度に続く、管理監督者の資格取得の義務化は

企業から一定の反発を生むと考えられる。特に資格取得にあた

っては、企業側に検定料などの負担を強いることになるが、メ

ンタルヘルスの悪化は労働者の生産力の低下・休職中の手当に

よる出費など、企業に多額の損失をもたらす可能性が高いため、

管理監督者の課題認識の向上によってメンタルヘルスの悪化を

未然に防止することができれば、検定料の負担を上回る損失の

抑制が見込まれる。このように本政策は将来的な投資として大

きな意味があるため、政府を挙げて企業側に説明を行うことに

よって反発が軽減されると考える。 

 

３ 外部EAP導入の一部義務化 

 

分析から、「将来の仕事について相談できる機会がある」こと

がストレスを緩和する可能性があるという結果が得られた。こ

の分析結果と、既定の制度を活用する観点から、職場における

相談機会を拡充する外部EAP（従業員支援プログラム）導入の

一部義務化を提言する。 

 

（１） EAPとは 

 EAP（Employee Assistance Program）とは、アメリカ発祥

の従業員のメンタルヘルスなどの個人的な問題に対処するため

の施策である。その業務は多岐に渡り、国際EAP学会によれば、

①生産性に影響しうる問題に関して職場支援を行うプログラム、

②仕事上のパフォーマンスに影響しうる問題（健康、結婚、家

族、家計、情緒、ストレスなど）を抱えて相談に訪れる従業員

を支援し、その解決の手助けを行うプログラム（カウンセリン

グ活動）の2つがEAPの定義として示されている。加えて、職

場におけるメンタルヘルス関連の組織コンサルティングや適切

な専門家・専門機関の紹介なども重要な活動の一環として行わ

れる。 

EAPは、企業が健康管理センターのような形で社内に設置す

るケース（内部 EAP）と、外部の EAP サービスを導入するケ

ース（外部 EAP）がある。島津（2006）では、これら 2 つの

EAP のメリットとデメリットを挙げている。内部 EAP は、そ

の性質上、企業風土や職場環境への理解が深まりやすいため、

職場改善が行いやすいこと、また企業内部にあるためアクセシ

ビリティが高いことなどのメリットがある。一方、専門職の確

保などのリソース問題や、秘密保持性が低いために相談に抵抗
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を示す従業員が生じうるなどのデメリットもあると言われてい

る。外部EAPでは、従業員から見た秘密保持性が高く、また低

いコストで、個人だけではなく組織全体へのアプローチもでき

るなどのメリットが挙げられている。 

また、中小企業へ向けては、コンソーシアムEAP（共同型EAP）

というサービスが提唱されている。このサービスは、同業種や

同業態などの複数の企業で共同体を構成することにより規模拡

大の効果を創出し、低コストで導入することが可能である6。 

日本では、1980 年代の後半にEAP が紹介され近年急速に普

及してきた。しかし、その普及率は未だに高いとは言えず、労

務行政研究所の調査によれば、2005年時点で従業員数1,000人

以上の企業で14.8%、300~999人の企業では4.1%、300人未満

の企業では 1.6%である。一方アメリカでは、2003 年時点で、

大手企業 500 社のうち 95%が EAP を導入している。このよう

に日本では、EAPを普及する余地が多く残されている。 

 

（２） 提言内容 

相談機会があることがメンタルヘルスに良い影響を与えると

いう分析結果、および既定の政策を活用する観点から、「外部

EAP導入の一部義務化」を政策として提言する。具体的な施策

として、現状で述べたストレスチェック制度において一定基準

を超えた場合、その事業所に、国の認証を受けた外部EAPサー

ビス機関との契約を義務づける。 

 本稿では、本政策の実施にあたって、メンタルヘルス対策が

真に必要である企業を捕捉し、適切なサービスを提供するEAP

機関とマッチングさせることを目的に、対象となる企業を限定

すること、EAPサービスの質の担保することを重要だと考える。

ここで、既定の制度であるストレスチェック制度、およびメン

タルヘルス相談機関登録制度をそれぞれ活用する（図 8 参照）。

以下では、ストレスチェック制度とメンタルヘルス相談機関登

録制度の概要と、これら制度を活用した本政策について説明す

る。 

 

①ストレスチェック制度 

 一つ目に、外部EAP導入義務化の対象となる企業の限定を目

的に、2015 年 12 月より施行されるストレスチェック制度を利

用する。ストレスチェック制度とは、現状で述べた通り、従業

                                                   
6  例として、大阪商工会議所では平成22年度よりコンソーシアムEAP

サービスを開始した。従業員300名以下の企業が4社以内で申し込んだ

場合を対象に、1社当たりの費用は年間80~100万円と、１企業単位で利

用する場合に比べ費用を低減（20~25%減）できる。 

員数50人以上の事業所が定期的に労働者のストレスの状況につ

いて検査を行うものである。 

 現在、ストレスチェック制度における法制では、個々の事業

所はメンタルヘルス状況を国に報告する義務はなく、結果は主

に従業員への通知や事業主への報告に用いられる。本政策では、

外部EAP義務化の対象となる企業を限定するため、ストレスチ

ェック制度の実施過程を以下の通り2点変更する（図8参照）。 

 ストレスチェック制度では、チェックの実施と結果の通知

は義務づけられているが、結果を職場ごとに集団分析する

ことは努力義務である。本政策では、②の前提として、こ

れを努力義務から義務に変更する。 

 

 次に、ストレスチェックの実施者（国の認定を受けた医

師・看護師など）に対して、集団分析結果の国への報告を

義務づける。国は一定の基準を設け、この報告に基づき、

基準を超えた企業に外部 EAP 機関との契約義務を課す。

なお、事業者への報告は努力義務とする。 

この変更により、国は各事業所のメンタルヘルスの状況を把

握することができ、対策が真に必要とされる企業が捕捉される。 

 

②メンタルヘルス相談機関登録制度 

二つ目に、「EAPサービスの質の担保」を目的に、メンタルヘ

ルス相談機関登録制度を利用する。メンタルヘルス相談機関登

録制度とは、国が行っているメンタルヘルス相談機関の認証制

度である。大内（2008）では、日本でのEAP普及への課題とし

て、EAPサービス機関の認証によるサービスの質の担保が重要

であると言及されており 、その後に厚生労働省が、2008 年度

から独立行政法人労働者健康福祉機構に委託し、メンタルヘル

ス相談機関の登録を開始した。この制度では、登録の要件とし

て「十分な経験を有する常勤相談者がいる」、「提供できるサー

ビス内容、料金体系、相談対応者の氏名・資格・実績が公開さ

れている」、「職場のメンタルヘルスに詳しい精神科医が相談機

関をサポートし、必要な場合は医療機関を紹介する」、「プライ

バシーを確保できる相談室を整備している」など数多くの基準

が設けられている。本政策では、上記の労働者健康福祉機構の

登録制度によって認証された外部EAPサービス機関を契約対象

とする。これは、企業が義務化に際して、一定水準以上のEAP

サービスを受けられることを保障するためである。また、認定

された機関の情報は公開されるため、個々の企業は、状況・ニ

ーズに合ったメンタルヘルスサービスを選択することが可能と
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なる。 

メンタルヘルス相談機関登録制度の利用によって、①の制度

で捕捉された企業と適切なサービスを提供するEAP機関をマッ

チングさせることができる。 

 

 

（３） 政策に期待される効果 

 EAP導入に伴う効果について検討するため、事例研究を概観

する。 

木村（2006）によると、アメリカでは経営学的な視点からEAP

の投資効果が測定され、多くの事例 が報告されている。例えば、

アメリカに本社を置く自動車メーカーGeneral Motorsでは、北

米の社員44,000人（全社員の7%）を対象にEAPを導入後、開

始前と 1 年後に比較したケースでは、勤労などの労働損失時間

は約40%、疾病と事故の給付額は約60%、社員からの苦情は約 

50%、それぞれ低下した。 

このように、アメリカでは、EAPの効果として労働者の出勤

率の上昇や、メンタルヘルスの不調に伴う医療費の削減が報告

されている。つまりEAPの費用対効果が高く、導入コストを上

回る経営上のメリットがあることが、多くの事例から示唆され

る。さらに、国際EAP学会の発表（1996）によれば、過去25

年間の企業および研究機関の発表資料をまとめた結果、EAPへ

の投資1ドルにつき、5～7ドルの効果があると述べられている。

確かに、EAPの経営的なメリットは、個々の企業の規模や風土、

メンタルヘルス問題の程度によって左右されるため、一概に経

営上の効果があるものと断定はできないが、労働者個人の尊厳

を守るという点や、危機管理を強化する点においても、導入す

る意義のある制度だと考える。 

前述の通り、EAPは内部EAPと外部EAPに大別される。特

に外部EAPは、導入コストが低く、より多くの企業において相

談機会の拡充が期待できる。さらに、秘密保持性が高いため、

自発的に相談する従業員が増えると考えられる。このような効

果のほかにも、ヒアリング調査で「メンタルヘルス対策を始め

る際に、外部EAPのコンサルティングを利用した」とあるよう

に、外部EAPはコンサルティングを行う機能も持つため、メン

タルヘルス対策をさらに進める際に、前提となる知識やノウハ

ウがない企業にとって大きな助けとなる。このことから本政策

によって相談機会の拡充ができ、職場におけるストレスを緩和

する効果が期待される。 

 

（４） 実現可能性 

本節で述べた「外部 EAP 導入の一部義務化」という政策は、

2015 年 12 月より開始されるストレスチェック制度、および独

立行政法人労働者健康福祉機構によるメンタルヘルス相談機関

登録制度を活用し、メンタルヘルス対策のさらなる普及を目指

すものである。しかし、実現を阻害する要因として、導入に伴

うコストとEAPサービス機関の供給不足 が考えられる。 

まず企業側について見ると、外部EAP導入にはコストが伴う

ため、企業は義務化に抵抗を感じると考えられる。しかし、外

部EAPには、前述の通り高い費用対効果が期待される。例えば、

生産性の向上、企業ブランド価値の維持、人的資本・人的資産

の維持と活用、雇用・労働の安全性確保などが挙げられる。こ

のように、企業が外部EAPのメリットを認識すれば、導入コス

トの障壁は一段と低いものになる。さらに、前節で述べた「管

理監督者の資格取得義務化」により、企業がメンタルヘルス対

策の重要性を理解することで、企業側の導入への抵抗が緩和さ

れる可能性が見込まれる。また政府側について見ると、既に厚

生労働省によって策定された制度に基づいた提言であるため、

新たに独立した制度を制定する場合と比べて、コストは大きく

はないと考えられる。政府の主な業務はメンタルヘルス相談機

関登録制度の維持や普及と、義務が適切に履行されているかの

査定にとどまる。 

次に、本政策が施行された場合、対応できるEAPサービス機

関の供給が需要を十分に満たすことができない可能性がある。

この点に関しては、義務化の対象を限定する際の基準を段階的

に変更することで対応できると考える。具体的には、施行後は

比較的厳しい基準を設け、市場原理に伴うEAP機関の増加に合

わせて基準を緩和し、義務化の対象となる企業を拡大する。最

終的には、メンタルヘルス対策を必要とする全企業が対象にな

ることを目指す。 

以上のことから、実現を阻害する要因を取り除くことは可能

であり、本政策の実現可能性は決して低くはないと結論づける。 

 

Ⅵ おわりに 

 
本稿では JLPS の個票データを用いてメンタルヘルスと職場

の要素の関係について固定効果モデルによるパネルデータ分析

を行った。その結果、仕事上で相互に助け合う雰囲気があるこ

とが労働者のメンタルヘルスに良い影響を与えると実証的に示

された。また、仕事について相談できる機会を設けることが、
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労働者のメンタルヘルスに良い影響を与えると分かった。さら

に、ヒアリング調査によってメンタルヘルス対策を行っている

企業の意見を聞くことができた。これらの結果を踏まえ、我々

は 2 つの政策を提言した。まず、管理監督者が職場でのメンタ

ルヘルス対策の重要性を認識し、職場の改善への配慮を高める

ことを目的として「管理監督者への資格取得義務化」を提言し

た。次に、労働者の相談機会の拡充を目的に「外部EAP導入の

一部義務化」を提言した。 

しかし、本稿では十分に考慮しきれなかった課題も残されて

いる。まず一点目に、我々は NIOSH モデルを参考にしつつ現

状分析や計量分析を行ってきたが、家庭問題などの「仕事以外

の要因」をデータの制約上分析に加えることができなかった。

HolmesとRaheのストレスモデルによれば、配偶者の死や離婚

などの家庭からの要因も個人のメンタルヘルスに与える影響は

大きい。そのため、過去 1 年以内の家庭面での出来事を尋ねる

質問項目があれば、「個人的要因」などと共に「仕事以外の要因」

についてもコントロールすることができ、「職場のストレス要因」

によるメンタルヘルスへの影響をより精密に分析することがで

きたと考えられる。 

二点目に、提言した 2 つの政策について、日本における効果

を定量的に示すことができなかった点についても今後の課題と

考えられる。管理監督者による資格取得が労働者や職場に与え

る影響を見ることはデータの制約上できなかった。今後メンタ

ルヘルス対策への関心が高まり、メンタルヘルスに関する資格

取得者数も増えると考えられる。そうした中で、資格取得が企

業に与える効果について、より具体的な分析がなされることを

期待する。 

EAPの導入についても、木村（2006）など海外における事例

研究やヒアリング調査による先進事例を紹介するにとどまって

おり、普遍的な導入効果を定量的に示すことができなかった。

日本では EAP を導入している企業は 2005 年時点でわずかに

8%と少なく、さらにEAP機関にも様々な特性があるため、我々

の得られる範囲のデータで導入効果を示すことができなかった。

こうした日本におけるEAP導入の費用対効果などを定量的に示

すことについては今後の研究課題として挙げられる。 

近年の日本においては、精神疾患を抱える労働者が増加して

いることからも、労働者のメンタルヘルス対策は早急になされ

ることが望まれる。最後に、本稿が職場環境の改善を促し、労

働者が職業生活において強い不安やストレスを感じることなく

働ける社会づくりの一助となることを願い、本稿を締めくくる。 
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図表 

 

図１ 精神障害の労災状況 

 

（厚生労働省「過労死等の労災補償状況」より筆者作成） 

 

図 2 心の病を抱える人の年代が最も多い年代 

 

（平成 24 年度公益財団法人日本生産性本部メンタルヘルス研究所 

「第 6 回『メンタルヘルスの取り組み』に関する企業アンケート調査結果」より筆者作成） 
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図 3 NIOSH 職業性ストレスモデル 

 

（Hurrel & McLaney, 1988 より筆者作成） 

 

図 4 職場生活におけるストレスの原因 

 

（平成 24 年 厚生労働省「労働者健康状況調査」より筆者作成） 
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表５ 基本統計量 

基本統計量 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値 

MHI-5 18591 17.46 3.567 5 25 

＜個人の属性＞ 

性別（男性=1） 24000 0.493 0.5 0 1 

年齢 24000 33.579 6.033 21 45 

有配偶者 18872 0.535 0.499 0 1 

＜労働環境＞ 

月間労働時間 14496 183.336 69.238 0 630 

年収 17686 4.302 2.414 0 12 

労働時間調整のしやすさ 16150 1.453 1.045 0 3 

失業可能性 16119 0.62 0.831 0 3 

企業規模（10～29 人） 15486 0.117 0.321 0 1 

企業規模（30～299 人） 15486 0.273 0.446 0 1 

企業規模（300 人～） 15486 0.3 0.458 0 1 

専門職・技術職 17819 0.264 0.441 0 1 

管理職 17819 0.022 0.148 0 1 

事務職 17819 0.209 0.407 0 1 

販売職 17819 0.144 0.351 0 1 

サービス職 17819 0.13 0.336 0 1 

生産現場職・技能職 17819 0.157 0.364 0 1 

運輸・保安職 17819 0.042 0.201 0 1 

＜職場の要素＞ 

社員が恒常的に不足している 16246 0.258 0.437 0 1 

いつも締め切り（納期）に追われている 16246 0.181 0.385 0 1 

互いに助け合う雰囲気がある 16246 0.432 0.495 0 1 

先輩が後輩を指導する雰囲気がある 16246 0.328 0.469 0 1 

社員の希望で異動できる仕組みがある 16246 0.122 0.328 0 1 

将来の仕事について相談できる機会がある 16246 0.083 0.276 0 1 
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表６ 分析結果 

MHI-5 
全体 男性 女性 

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 

年齢 -0.055 *** 0.018 -0.112 *** 0.024 0.013   0.026 

有配偶者 0.232   0.147 0.172   0.206 0.269   0.210 

月間労働時間 -0.004 *** 0.001 -0.003 *** 0.001 -0.005 *** 0.001 

年収 0.013   0.035 0.036   0.048 -0.004   0.050 

労働時間調整のしやすさ 0.139 *** 0.036 0.207 *** 0.050 0.063   0.053 

失業可能性 -0.282 *** 0.042 -0.348 *** 0.057 -0.206 *** 0.061 

企業規模（10～29 人） -0.013   0.132 -0.102   0.190 0.059   0.184 

企業規模（30～299 人） -0.022   0.117 -0.120   0.170 0.061   0.161 

企業規模（300 人～） -0.110   0.121 -0.091   0.177 -0.152   0.167 

専門職・技術職 0.456   0.352 0.300   0.466 0.618   0.540 

管理職 -0.047   0.558 -0.267   0.656 1.233   1.416 

事務職 0.285   0.370 0.213   0.514 0.321   0.538 

販売職 0.084   0.367 0.080   0.495 -0.009   0.551 

サービス職 0.083   0.364 0.046   0.510 0.090   0.528 

生産現場職・技能職 0.287   0.360 0.184   0.463 0.400   0.635 

運輸・保安職 0.423   0.501 0.313   0.589 0.273   1.354 

社員が恒常的に不足している -0.064   0.071 -0.077   0.095 -0.052   0.109 

いつも締め切り（納期）に追われている -0.324 *** 0.088 -0.358 *** 0.110 -0.221   0.149 

互いに助け合う雰囲気がある 0.366 *** 0.068 0.537 *** 0.092 0.173 * 0.101 

先輩が後輩を指導する雰囲気がある 0.095   0.072 -0.006   0.098 0.221 ** 0.107 

社員の希望で異動できる仕組みがある 0.097   0.102 0.135   0.140 0.016   0.149 

将来の仕事について相談できる機会がある 0.233 ** 0.109 0.234 * 0.137 0.199   0.178 

定数項 19.443   0.664 21.451   0.906 17.098   0.981 

サンプル 12412     6836     5576     

グループ 3846     2084     1762     

決定係数（within） 0.023     0.036     0.018     

決定係数（between） 0.032     0.020     0.041     

決定係数（overall） 0.034     0.025     0.036     
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表７ 事業場の概要 

 

 

図８ 提言内容 

 

（厚生労働省「ストレスチェック制度の流れ」を参考に筆者作成） 
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第2章 子育て環境の充実と住まいに関する一考 

～東京圏市町村別パネルデータを用いた実証分析～ 

 

 

小田健太 加藤久美子 

中村光穂 井上結梨子 

山本知輝 

 

 

要旨 

 

日本社会の抱える深刻な問題の一つとして、少子高齢化が挙げられる。少子化社会を日本全体の問題として取り上げ、

出生率の向上を目指そうという姿勢は、現行の政策や数々論文からしばしば見受けられる。 

本稿では、分析の対象を掘り下げ、個人の理想と現実の子ども数のギャップの乖離に注目した。更に、我々は東京圏

に焦点を当てて分析を行うこととした。これは、東京圏の若者人口は割合・数ともに多く、前述の理想と現実の子ども

数の乖離が、他地域に比べてより大きいためである。東京圏においては、「家族・住宅形態の変化」や「女性の労働形

態の変化」といった少子化の要因が顕著である。 

これまでに、出生率を決定する要因の実証分析を行った先行研究は多々存在するが、どのような政策が効果的である

かは、言及されていない。あるいは、クロスセクション分析にとどまっていたり、地域の特性を十分に反映できない都

道府県別データを使用していたり、改善の余地があるといえる。 

本稿では、東京圏の市区町村別パネルデータ分析を行った。1993～2012 年を 5 年毎に分け、4 期分を時系列、合計

特殊出生率（以下、TFR）を被説明変数として、固定効果モデルにて分析を行った。分析結果から「住宅地平均地価」

が負に有意、「一住宅あたり延べ面積」が正に有意な影響を与えることがわかった。これらの結果を踏まえて政策提言

を行った。 

現在、地域の取り組みとして自治体が、子育て支援住宅を認定しそこに居住する子育て世帯に家賃補助等を与える制

度が存在する。問題は、東京圏においてはそのような住宅への需要は高いが供給は少ないということである。それを解

決するために、二つの政策提言を行った。 

一つ目は、持ち家と民営の借家のリノベーション住宅も子育て支援住宅として自治体が認定するように国が推進する

ことである。これによって、入居者は住宅ローン金利優遇や家賃補助等を受けることができるようになり、そうした住

宅の需要とそれにより供給が増える。 

二つ目は、上記のような住宅の提供者に対して法人税優遇を行うことであるこの税制は既存の次世代育成支援対策資

産に「子育て支援住宅」組み込んだものであり、この税制優遇によって不動産企業が積極的に子育て支援住宅の整備を

行なうことができると考える。 

このように、住宅環境と子育てを組み合わせて、より子育てのしやすい社会を実現する政策を提言する。 

 

 

本稿の作成にあたっては後藤正之教授（大阪大学）、明坂弥香氏（大阪大学経済学研究科博士後期課程）など多くの方々から有益か

つ熱心なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。しかし、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもな

く筆者たち個人に帰するものである。 
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Ⅰ はじめに 

 
これまでに、理想の子育て生活を可能にするための政

策が多方面から講じられてきたが、未だ少子化の波を食

い止めることができていない。加えて個人の幸福追求に

目を向けると、理想と現実の子ども数の乖離を解消する

ことが必要だが、その成果も出ていない。更には、東京

圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への若者集中

が顕著に見られる現在、東京圏における少子化対策や子

育て支援が必要とされている。こうした状況の中、本稿

の著者は将来、結婚や出産、子育てを経験する可能性を

持っている。本研究の目的は、少子化という社会問題を

改善するためにいかなる政策が必要なのかを研究し提

言することにあり、また、将来著者が子どもを望んだ時

に、障壁を感じることなく出産し子育てに取り組めるよ

うな社会づくりを目指すことにある。先述の東京圏にお

ける若者は、他の地域と同様の理想子ども数を掲げてい

るのにも関わらず出生率がとりわけ低く、理想と実際に

予定する子ども数に大きな乖離が見られることが、現状

分析で明らかになったため、本稿では東京圏における

TFR 向上に的を絞った。 

多くの先行研究では、日本全体の出生率の動向を観察

したり、都道府県別データを用いたクロスセクション分

析が行われていたりしたが、特定の地域を対象としたも

のは少ない。また、それらの研究は出生率決定の要因分

析にとどまっており、出生率回復に向けた政策について

具体的に示してこなかった。そこで、阿部・原田（2008）

は全国の市区町村別データを用いてクロスセクション

データ分析を行い、出生率決定の要因変数と政策変数を

結合して政策の効果を評価することを独自性とした。 

これらの先行研究の限界は、日本全国の傾向を明らか

にした一方で、地域毎の特殊な環境を考慮しておらず、

地域の出生率決定要因を分析していないことであると

考える。また、阿部・原田(2008)では、人口 10万人を

基準に市区町村を分類しているものの、人口規模による

影響を考慮したためであり、地域性を分析に取り入れて

いるということはできない。加えて、出生率に関わる要

因を一時点のみで捉えており、地域の属性による影響や

長期的に出生率に影響を及ぼす要因について、考慮し切

れていないといえる。 

本稿では、東京圏の合計特殊出生率の要因を約 20年

間の市区町村別のパネルデータを用いて分析を行う。結

果として「住宅地平均地価」が負に有意、「一住宅あた

り延べ面積」が正に有意な影響を与えることが明らかに

された。 

分析結果と、東京圏における子育て支援住宅の現状を

踏まえて、我々は子育て支援住宅を積極的に導入する住

宅事業者に対して税制優遇を行う「ゆかりん税制」を提

言する。これは、既存の次世代育成対策推進法に基づく

次世代育成資産対策資産に、子どもを持つのに十分な広

さなどの条件を満たした住宅を組み込み、当該資産導入

にかかる費用に対して減価償却の割増償却を適用し、実

質的に企業の法人税負担を減らすものである。  

政府と自治体、子育て世帯だけでなく企業も巻き込ん

で子育て環境を整えるゆかりん税制システムによって、

東京圏の若者がより良い住環境のもと子どもを育める

ことを目指している。 

 

Ⅱ 現状分析 

 
１ 少子化の現状 

 

はじめに、日本の人口構造に関する概略を述べる。人

口構造の議論においては、周知の通り、少子高齢化が深

刻であると主張されている。国立社会保障・人口問題研

究所は 2013 年時点のTFR（Total Fertility Rate：合

計特殊出生率、以下 TFR とする）が 1.43であると推計

している。人口維持ラインである人口置換水準が 2.07

であることから、このままの TFR が持続すれば2060 年

の総人口は 8,670万人にまで減少すると同研究所は結

論づけている。（図 1） 

 

（１） 少子化による日本全体への影響 

少子化による悪影響は「経済的影響」と「社会的影響」

の二つに分類される。  

まず、一点目の悪影響である「経済的影響」について

述べる。先述した少子化によって、生産年齢人口が減少

し、かつ消費者も減少することが見込まれるので、日本

の経済規模を縮小する可能性がある。国立社会保障・人

口問題研究所によると、15～64 歳の生産年齢人口は
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2013 年 10 月時点で 7,901 万人であったが、将来推計で

は 2060 年に 4,418万人まで減少するとされている。ま

た、子育てや教育などに関する産業の減退も見込まれる。 

次に、二点目の悪影響である「社会的影響」について

述べる。子どものいない世帯の増加によって、親族によ

る高齢者の介護が困難になり、社会による扶養の必要性

を高めるという主張が存在する。同研究所によると、高

齢者を支える生産年齢人口は、2010 年時点で 2.77人で

あったが、将来推計では 2060年に 1.28 人まで減少する

とされている。社会保障費に関して、政府広報オンライ

ンによると、1990年度に11.5兆円であったのに対して、

2015 年度では31.5 兆円にまで増加している。その社会

保障費を賄う財源として、公費・保険料ともに負担は増

加しており、さらに公費の多くは国債発行によるもので

ある。この現状では、社会保障制度の安定的な機能が困

難になる可能性がある。もう一つの社会的影響として、

子どもの絶対数が減少することにより、子どもが行う交

流活動が減少し、コミュニケーション能力養成に悪影響

を与える可能性があるとの指摘も存在する。 

最後に、しばしば好影響として捉えられている点につ

いて述べる。一つ目に、大都市部の生活環境を改善する

可能性が指摘される。つまり、人口集中による過密状態

が解消され、生活を営みやすくなるということである。

しかし、この主張に対して、都市部への人口集中傾向が

変化しないなら、その効果に疑問を持つという指摘もな

されている。二つ目に、受験競争を緩和する影響が挙げ

られる。しかし、この主張に対して、少子化に伴って定

員数も縮小すると考えられ、受験競争の現状は変化しな

いという指摘がなされている。また、教育に関して別の

視点から、人口減少に伴い教育サービスの供給も縮小す

るという意見も存在する。つまり、少子化が進んでもこ

れらの問題の根本的な解決にはつながらないのである 

 

（２） 少子化の要因に関する議論 

さて、少子化を考える際に、晩婚や未婚といった問題

だけに注目するべきではないということについて述べ

たい。 

確かに一般的に、女性が結婚しない、つまり未婚化と、

結婚したとしてもその年齢が従来よりも高くなる、つま

り晩婚化という現象が日本の出生率の低下要因として

よくあげられる。 

晩婚化が進んでおり、結婚後に子どもを持つこと自体

難しくなってきているともいえる。平成 18年内閣府に

よる「少子化対策の現状と課題について」では、「少子

化の主な要因は晩婚化・晩産化」とされ、有識者へのヒ

アリングが行われている。また未婚化の問題もあり、そ

もそも子どもを持ちたくない若者が増えているのでは

ないかという議論が存在する。データによっても明らか

にされてきている領域である。少子化対策を考えるので

あれば、晩婚化や未婚といった問題にアプローチするべ

きではないかと指摘を受けるかもしれない。しかし、以

下のような指摘が多数存在することも事実である。 

山口（2005）は、非婚化・晩婚化が少子化の一因であ

ると認めつつ、日本は米国や他の西欧諸国に比べ家庭で

の妻の家事子育ての負担度が高く、職場環境も比較的整

わず、出産による離職後の再就職にハンディが大きいと

し、少子化は既婚女性を取り巻く社会環境にも大きく影

響されるとしている。つまり、少子化対策を検討する際、

晩婚化や未婚化以外にもアプローチする余地があると

主張する。 

本稿でも、晩婚や未婚ではなく、子育て環境に着目し

たい。そもそも子どもを持つかどうかということは個人

の選択に任されるべきである。個人の意思で結婚を遅ら

せることや、結婚をしないことを選択するのであれば、

それは尊重されるべき事柄であり、国に介入の余地はな

い。たしかに晩婚化や未婚化の問題も存在する。しかし

本稿では、それ以外の政策によって改善しうる環境とい

う側面に重きを置いた。また結婚したくてもできない人

も一定数存在するとも言われているが、これは未婚や晩

婚といった問題と関連するものと位置づけ、上記と同じ

理由で本研究では扱わないこととする。 

 

ここまで日本全体の少子化の現状を述べたが、本節で

は東京圏に的を絞って論を進める。 

 

２ 東京圏に注目する意義 

 

東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県の 1都 3

県）には将来子どもを持つ可能性が高い若者（20～39
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歳と定義する）が多く居住する。また東京圏への人口集

中が著しく、その多くは若者である。つまり、現状とし

て若者の比率が高い東京圏にさらに若者が転入してき

ているという事実が存在する。また、全国規模で子ども

数の理想と現実に乖離があることが知られているが、東

京圏においても、その乖離が存在する。以上のことから、

潜在的に出産や子育てをする能力が高いとされる世代

が多い地域に的を絞ることは、日本全体の少子化対策に

も貢献すると考える。本稿では、ここに東京圏に注目す

る意義を見出した。以下にその具体的な現状を述べる。 

まず、東京圏における若者の総人口比率は、総務省「人

口統計」によると 1990 年代初頭に男性 30%超、女性28%

超まで高まった。値はその後も漸増し、2013 年には男

性 31.9%、女性 30.9%となっている。つまり、東京圏の

人口は若者が大きな割合を占めているといえる。次に、

東京圏内の若者比率が高いという事実に加え、東京圏へ

の若者の転入数が高いという事実がある。まず日本全体

を見ると、人口移動の主役は若者であることが分かる

（図 2）。また、0～4歳の移動も多いことから、子連れ

での移動が多いと考えられる。 

東京圏の社会増加率は、総務省統計局によると、東京

都 0.68%、埼玉県 0.23、神奈川県0.19、千葉県 0.08 と

なっている。中でも東京都は全国最高値となっている。

一方全国平均は-0.17 と減少しており、東京圏への集中

が見られる。以上から、若者の比率が高い東京圏に更に

若者が転入してきているといえる。 

転出入の理由は進学や就職が大きな割合を占める。総

務省統計局「平成 14年就業構造基本調査」では、子育

てのための県外転居はわずか 0.8%と示されており、出

産を考慮して東京圏への転入を図る人口も同様にごく

わずかであると予想される。東京圏への若者集中の原因

は、大学や企業が集中していることであろう。つまり、

東京圏には若者が多く存在し、若者転入も顕著であるこ

とから、今後も若者の増加が予測できる。 

次に、他の地域と同様に、東京圏においても出産の理

想を叶えられていない現状について述べる。第一に、東

京圏の TFR は全国平均を大きく下回っている。「平成

26年(2014)人口動態統計の年間推計」によると、全国

平均が 1.39 であったのに対して、東京都は 1.15 と全国

で最も低い値となっている。埼玉県1.31、千葉県 1.32、

神奈川県 1.31であり、いずれも東京都より高い値であ

るが、全国平均には達しておらず、東京圏全体としても

TFR は低いと言うことができる。 

第二に、先述した「理想子ども数と完結子ども数（実

際に産んだ子ども数）のギャップ」に着目する。まず、

全国平均の調査を概観する。総務省統計局「平成 22年

国勢調査」によると、理想子ども数は調査開始以来最低

の 2.42 人を記録した。予定子ども数も初めて 2.1 を下

回り、2.07 人となっており、0.35人の乖離が存在する。

次に、東京圏をみる。統計データの制約上、「関東地区

平均」と「人口 200 万人以上の都市平均」の 2つの調査

を取り上げる。厚生労働省「第 14回出生動向基本調査

（結婚と出産に関する全国調査）」によると、関東地区

の理想子ども数は 2.33人、予定子ども数は 1.97 人であ

り、0.36 人の乖離が生じている。また人口 200万人以

上の都市の理想子ども数は 2.27人、予定子ども数は

1.90 人であり、0.37 人の差が生じている。たしかに東

京圏では、出生率が低い。しかし理想の子ども数と実際

に女性が出産を予定する数は乖離しているのである。つ

まり、全国平均の乖離と同じように、東京圏にのみ注目

した場合においても、理想子ども数と完結子ども数にお

いてほぼ同じ値あるいはそれ以上の乖離が存在してい

るのである。（図 3） 

以上をまとめると、東京圏には日本総人口のうち大き

な割合の若者人口が存在し、さらに流入が続く。移住の

理由がいかなるものであったにせよ、子どもを産むのに

適した時期である若者人口が集中していながら、出生率

は低い。しかし、理想の子ども数と実際の子ども数の乖

離は他地域と比較しても高く、彼らは出産を望んでいる

のである。 

次項から、このような東京圏の現状の決定的な要因と、

それに対してどのような政策が行われているのか検討

したい。 

 

３ 東京圏における少子化の要因 

 

東京圏に特有の少子化の要因は、主に（1）家族・住

宅形態の変化（2）女性の労働形態の変化の 2つに分け

ることができる。 
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（１） 家族・住宅形態の変化 

しばしば、子育て政策について議論する際、三世代同

居や地域のつながりといったキーワードが述べられる

ように太田（2014）では、“親から受ける直接的な支援

として、子どもの相手・預かり、食事の援助などさまざ

まである、三世代同居の場合はこういった支援はうけや

すく、一方で核家族化は世代を超えた子育ての知恵が伝

承されにくくなり、子育て能力の低下や子育て不安を抱

える夫婦が多くなる”と考察している。また、同論文に

おいて、地域のつながりが希薄化し、社会とのつながり

が弱まることによる、子育て中の家族の孤立化も指摘さ

れている。 

実際に、「ミキハウス 子育て総合研究所」によると、

「子どもが小学校に入学するまでの間、子どもからみた

祖父母が、子育てや家事の手助けをすることは望ましい

と思いますか」という設問に対して、78.7%がそう思う

と回答している（図4）。また、東京圏在住の 3～12歳

の子を持つ親 600名（男女各 300名）対象の「“子育て

世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）」に

よると、現在、実家の近くに住んでいない人で、「実家

の近くに住めば良かったと思ったことがある」と回答し

た人は 45.9％と半数近くに上っている（図 5）。また、

「子育てをする人にとって、地域の支えは重要だと思い

ますか」という設問に対して「重要である」と回答して

いる割合が 90％であることからも、子育てにおいて、

当人だけでなく親族や地域の人々といった第三者の協

力が必要とされていることが分かる。（図 6） 

かつては三世代同居などがよく見られる居住形態で

あったが、1970 年代中頃から核家族化が進み、若者の

都会集中に伴い、家族の居住構造も大きく変化した。

1986年から2010年度までの児童のいる世帯に占める核

家族世帯と三世代世帯の割合の推移を見てみると、児童

のいる世帯に占める核家族世帯の割合は増加傾向にあ

り、2010 年度は全体の 80%近くを占めている（図 7）。

その一方で、児童を持つ世帯に占める三世代世帯の割合

は減少しており、2010 年時点では 20%にも満たない（図

8）。特に、東京圏においてこの核家族化の現象は顕著

である。「東京都統計年鑑 平成 25年度」によると、

児童のいる世帯における核家族割合（核家族のうち子ど

もあり/核家族のうち子どもあり+非核家族のうち子ど

もあり）91.5%であり、全国平均の 76.9%と比較して高

い数値をとっている。また、地域のつながりに関しては、

内閣府「社会意識に関する世論調査（平成 26年度）」

によると、「地域での付き合い程度がどのくらいあるか」

という質問項目について、「付き合っている」と回答し

た割合は、小都市では 75.7％であるのに対して、大都

市では 63％、東京都のみについては 58％であることか

ら、東京圏は他地域と比較して地域の希薄化という現状

が顕著であるといえる。（図 9） 

このことから、東京圏は子育て世代が他者の協力を求

めているにもかかわらず、核家族化や地域のつながりの

希薄化が問題で、周囲の協力を得にくい状況があると考

えられる。 

次に、住宅の形態構造の変化について述べる。「“子

育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）」

において、現在の住まいは子育てを考慮して選んだか聞

いたところ、56.3％の人が、周辺環境や住まいの部屋数、

構造などさまざまなことを吟味した上で「はい」と回答

していることから、子育て要因として住宅形態を考慮す

ることは必要であると考える。 

東京圏の児童を持つ世帯の居住形態について見てみ

ると、66%が持ち家であり、全国の 78％と比較すると、

持ち家の割合が 12％低い。 

しかし、同調査では、子育ての視点での住まいの満足

度は、持ち家に関しては、「大変満足」と「やや満足」

を合わせると 84％であり、賃貸と比較したところ、

19.7％も持ち家の満足度が高い結果になっている（図

10）。さらに今後住み替え予定があるかどうかという質

問について「はい」と回答したのは、持ち家居住者は

10.3%であるのに対して賃貸住居者は半数以上を占めて

いる（図 11）。住み替えの理由については、賃貸住宅

の室内環境・設備の不満点である、「お風呂場・洗面所

（38.9％）」「収納（36.3％）」「壁・床の厚さ（防音）

（31.9％）」「日当り・風通し（27.3％）」 「キッチ

ン（24.8％）」「トイレ（18.5%）」「間取り（18%）」、

また周辺環境等の不満点である、「窓を開けると騒音が

する（27.0％）」「隣接入居者との人間関係（19.2％）」

「駅から徒歩圏内でない（17.3％）」「公園などの遊び

場がない（15.6％）」が挙げられている。また「ミキハ
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ウス weekly リサーチ」によると、マンション居住者に

ついては、子どもを持つ賃貸居住者の半数が、購入資金

を貯め分譲マンションを購入するためのステップとし

て賃貸マンションに居住しているということが分かる。 

これらのことから、児童を持つ世帯において、持ち家

居住者のほうが生活満足度は高く、実際賃貸居住者は室

内環境や周辺環境が要因で持ち家への転居を希望して

いるが、依然として、児童をもつ世帯の持ち家居住割合

は全国よりも低い数値をとっていることが分かる。 

 

（２） 女性の労働形態の変化 

近年、女性の社会進出が進んでいる。この背景として、

1980 年～1990年代に男女雇用機会均等法や子育て休業

がはじまると同時に、女性の、これまでの男性と同様に

仕事を通じて人生を追求したいという欲求が強まって

きたことが考えられる。他にも、家計の経済的負担を補

うために、夫だけでなく妻も働かざるを得ないといった

状況も考えられる。つまり、このように社会進出の背景

は一概に特定することはできないが、この流れに即して、

安倍政権もアベノミクスの成長戦略の一つとして「女性

の活躍推進」を掲げており、少子高齢化社会により生産

人口が減少している今、労働力としての女性という存在

は無視できないものという見解を示している。女性の労

働力率の推移を見てみると、2013 年には女性労働力率

が 65%を超えており、今後も増加していく傾向にあると

考えられる。 

ここで、東京圏に目を向けてみると、平均女性労働力

率は 49.15%であり、全国平均48.2%と比較してその割合

は高い。このように働いている女性は、出産・子育てを

望んでいるのかを見てみると、では、84.6％が「結婚・

出産後も仕事を続けたい」と回答していることから、仕

事と子育ての両立を希望しているといえる。しかし、先

述したように、理想の子ども数と平均子ども数の間には

乖離がみられ、また、出生率も低くなっており、女性の

望みは満たされていないといえるだろう。（図12） 

このように働く女性が比較的多い東京圏において出

生率が低い要因は、仕事と出産・子育てとの両立の困難

さであると考える。実際、総務省統計局「平成 24年就

業構造基本調査」によると、子育てをしている者（25

～44 歳女性）の有業率は、東京都が 39位、千葉県が 43

位、埼玉42位、神奈川県が 47位である。また、内閣府

男女共同参画局「男女共同参画白書 平成25年版」によ

ると、年齢階級別の女性の労働力率を表す指標である M

字曲線の深さは、神奈川県（18.0％）を筆頭に，奈良県

（16.8％），東京都（15.6％），千葉県（14.9％），大

阪府（14.3％），埼玉県（13.8％），兵庫県（13.7％）

と大都市とその周辺地域が高くなっている。さらに、女

性 40歳以上の男女労働者84000人を対象とした「継続

就業女性の就労意識等に関する調査 平成 27年度（公

共財団法人 21世紀職業財団）」によると、結婚の際に

「辞めたいと思った又は退職した」とした女性について、

その理由を見ると、「仕事と両立する自信がなかった」

（41.4％）とする割合が最も高い。 

それでは次に、仕事と出産・子育てとの両立のために

必要な条件は、東京圏においてどれくらい満たされてい

るのかを検討する。必要な条件は、おもに①子育て環境

の整備②職場環境の整備の 2つがあると考えられる。宇

南山（2010）では、①子育て環境の整備の一つとして、

保育所の整備が出産・子育てと仕事の両立のために必要

であると示されている。そこで、東京圏の保育所の整備

状況について見てみると、東京圏の待機児童数は群を抜

いて多く（図 13）、また、その数は年々増加傾向にあ

ることが分かる（図 14）。実際、「“子育て世帯の住

まい探し”実態調査（アットホーム調べ）」によると、

保育所探しに「苦労した、あるいは今苦労している」人

は 40.5％、東京圏では 50.5％と過半数にのぼっており、

また、「今後住まいを購入する際に、入所できる保育所

の有無を考慮するか」という質問に対し、「考慮する」

と答えた人が 61.6％であった（図 15）。これらのこと

から、子どもを持つ世帯は保育施設の整備を望んでいる

にもかかわらず、待機児童数は増加傾向にあり、ニーズ

を満たせていないと考えられる。さらに、②職場環境の

整備について見てみる。「子育てをしながら働く女性の

昇進意欲やモチベーションに関する調査 2013（公共財

団法人 21世紀職業財団）」によると、第一子出産前よ

りも第一子出産後の上司の人事評価のほうが低いとい

う結果が得られている。こういった職場の風土が女性の

出産意欲を阻害していると考えられる。 
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以上より、東京圏は働く女性が多いにもかかわらず、

仕事と子育ての両立を可能にさせるような子育て環境

の整備や職場環境の整備が不十分であるといえる。 

 

４ 東京圏における出産・子育て政策 

 

平成 24 年 8月に「子ども子育て関連法」が成立され

て以降、各自治体で行う取り組みは多様化する動きを見

せており、特に、出生率が他の地域と比較して低い数値

である東京圏では、取り組みにより力を入れている。 

東京 23区のおもな子育て支援政策は、①妊婦検診公

費負担②子ども医療費助成③認可外保育施設の援助④

私立幼稚園への補助⑤出産費用助成⑥不妊治療助成⑦

子育て応援事業⑧転入転居助成に分類される。それぞれ

の項目について詳しく述べる。 

 

（１） 妊婦検診公費負担 

妊婦検診の公費負担制度であり、厚生労働省は 14回

が望ましいと各自治体に通知しており、23 区すべてに

おいて 14回分負担されている。里帰り出産等で居住地

以外の医療機関で受診した場合でも助成されるが、詳細

は市区町村により異なる。 

 

（２） 子ども医療費助成 

通院・入院時にかかる医療費助成の年齢制限は、区ご

とに異なっており、千代田区と北区は高校 3年生まで、

それ以外の区は中学 3年生までとなっている。全ての区

において所得制限は設けられていないが、食事について

の自己負担額は区によって異なる。 

 

（３） 認可外保育施設の援助 

児童福祉法に該当しない保育施設（東京都独自基準の

認証保育所を含む）への補助制度。補助金額は、月 1

万円から、杉並区の 6万 7,000円までにわたり、千代田

区のように全額補助、または 2割を減額としている地区

や、新宿区のように保育ママとよばれる家庭内保育者に

月 5,000円の補助金を出している地区も存在している。 

 

 

 

（４） 私立幼稚園への補助 

「就園奨励費」は、入園料補助金と保育料補助金の二

つに分類され、国から補助金が交付され、「保護者補助

金」は東京都からの補助金が交付される。「就園奨励費」

は所得制限があり、生活保護世帯・第三子以降で最大

30万 8,000円（年額）が補助される。 

 

（５） 出産費用助成 

出産にかかる費用の援助。直接的な金銭面における補

助は港区でのみ行われている。 

 

（６） 不妊治療助成 

子どもがいる世帯に留まらず、これから子どもを持ち

たい家庭を積極的に支援する区も存在する。港区の不妊

治療費助成では、1 年間で最大 30 万円、通算 5 年で最

大 150 万円を所得制限なしで助成している。この額は 2

位の世田谷区（最大100 万円）を大きく引き離して堂々

の 1位、他地区の 2倍～3倍にあたるほどの額である。 

 

（７） 転入転居助成 

北区での、区内の民間賃貸住宅を住み替えする場合、

親と 18才以下の子ども 2人以上で構成するファミリー

に転居費用 30万円まで助成する「ファミリー世帯転居

助成」、新宿区での「子育てファミリー世帯居住支援」

など。 

 

（８） 子育て支援事業 

出産後の子育てに関連する事業で多岐にわたる。 

（ア）子育て世帯対象チケットサービス 

足立区のあだち子育てパスポート事業、杉並区の子育

て応募券など、子育て世帯を対象に、子育て支援サービ

スを利用できるチケットを提供。渋谷区での「ハッピー

マザー出産助成金」の一人の出産につき８万円の支給や、

中央区での出産支援祝品のタクシー利用券のように、間

接的に子育てを支援するものも存在する。 

（イ） 子育て関係の情報発信システム 

目黒区のめぐろネットのように、子育てに関する情報

を積極的に発信するシステム。 

（ウ） 子育て者の交流システム 



  28  

 

板橋区での東京家政大学と協同して親子セミナーを

開催する「森のサロン」、品川区での、妊娠中から小学

校就学前の児童をもつ保護者への相談事業と子育てプ

ランを支援する「しながわっ子 子育てかんがるープラ

ン」、中野区での区民の自宅や地域センター等を開放し

て子育て中のママたちが交流する場を提供する「まちな

かサロン」が例としてあげられる。子育て者が地域の場

においてセミナー等を通して交流できるしくみ。 

（エ） 多子世帯対象サービス 

葛飾区の、認可保育園の第ニ子、第三子の保育料等を

減免（小学三年までの児童が三人いる場合に限る）、三

人乗り自転車（幼児 2人同乗用自転車）の購入費助成、

大東区の第 3子以降の児童に出生時、小・中学校入学時

にそれぞれ祝品を贈呈する「にぎやか家庭応援プラン」、

荒川区の「ツインズサポート」など多子世帯の保育料等

の減額・免除のシステム。 

 

Ⅲ 問題意識 

 
以上の流れを踏まえたうえで、現状を簡単にまとめる。

東京圏には日本総人口の大きな割合の人数が居住して

おり、若者の人口も多い。彼らは出産を望んではいるが、

核家族化や地域のつながりの希薄化、また子育て環境や

職場環境の未整備が要因で、理想の子ども数と実際の子

ども数は釣り合っておらず、結果として出生率も低い。

そこで本稿では以下を問題意識として取り上げる。それ

は東京圏において、若者が多く、出産を望んでいるにも

関わらず、TFR が低いということである。 

さらにリサーチ・クエスチョンとして、東京圏におい

て、TFRの向上を阻害、促進する要因は何かと設定する。

つまり東京圏での理想子ども数と実際の子ども数との

乖離は、何らかの阻害要因によるものであると考え、そ

の阻害要因、また逆に TFR 向上を促進し得る要因を解明

する。そしてその阻害を取り除き、子どもを持つことを

望む若者の出産・子育てを促進するような政策の立案を

行うことを本稿の目的としたい。 

 

 

 

 

Ⅳ 先行研究及び本稿の位置づけ 

 
１ 先行研究 

 

（１） 子どもの数の決定要因に関する理論 

Becker（1965）は、広範な応用分野をもつ家計生産理

論を提唱した。これによれば、家計が消費するのは家事

生産物であり、その生産量は、家族が費やす時間（家事

生産時間）と購入した財を投入要素とする関数となる。

つまり家計は、時間を制約条件として、家事生産時間と

財の相対価格を参照しながら、効用を最大化するように

家事生産物を生産・消費するのである。 

 更に Becker（1960）の提唱した、出産する子供の数

と、子供一人当たりの潜在価格は家計にとって内生的に

決定されるため、両者はトレードオフの関係にあるとい

う「質・量モデル（Quality-Quantity Model）」を拡張

し、子どもの数の需要関数を求めた Willis（1973）の

理論を紹介する。個々の家計の効用関数は，家事生産物

ベクトル𝑍
𝑖
で決定されると仮定する。すなわち効用

水準𝑈 は、 

𝑈  𝑍
𝑖
 

である。家事生産物𝑍 の生産関数は以下のような形であ

る。なお、   と  は、家族が子ども全員に費やす時間

投入と消費財投入である。 

𝑍   𝑖                    

                                            

家事生産物𝑍 を生産するには、家族 人のそれぞれの

時間投入 とともに  種類の消費財の投入を必要とす

る。子どもの数 と子どもサービス （子ども一人当た

りの質 と子どもの数 の積）を、それぞれ効用関数に

入る家事生産物の一つと考える。子ども一人当たりの質

 の生産には、家族の時間投入と各種の消費財の購入を

必要とするので、 

          
𝑐
  

𝑐
     

                                           

と表せる。 

予算制約（家計の資産・夫の所得・妻の労働所得の和

が財の購入額と等しいこと）と時間制約（妻の全ての時

間が、妻の子育て時間と労働時間の和になること）から、

家計効用関数を最大化させていくと、子どもの数の潜在
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価格の上昇が子どもの数を少なくすることが言える。つ

まり、子どもの質が高い、妻の賃金や養育の機会費用に

よる子どもサービスの潜在価格が高い、などの場合には

子どもの数は少なくなる。子どもサービスの総量に対す

る弾性値は、それを成す子どもの数の弾性値・子ども一

人あたりの質の弾性値を比較した際、前者よりも後者の

方が大幅に大きい。よって、家計の所得の増加に伴って、

所得効果により子どもサービスも増加するが、子どもの

質の増加に大部分が費やされていく。Willis（1978）で

は、質と量が代替的であるため、家計効用最大の均衡値

において、均衡する子どもの数を少なくする結果も、理

論的にあり得ると述べている。 

以上のことを数式で示すと、 

𝑈  𝑈        

𝑈：家計効用関数 

 ：子どもの数、 ：子ども 1 人当たりの質、 ：子

どもサービス以外の家事生産物 

（1） 予算制約 

          

 ：家計の所得 

 ：家計の資産と夫の所得の合計、 ：妻の賃金率、

 ：妻の労働時間 

  ：財の購入額 

（2） 時間制約 

      

 ：妻の全ての時間 

 ：妻の子育て時間、 ：妻の労働時間 

上記の制約条件は、均衡値においては，この家計が消

費する総額（富の総量）の最大値 Iを実現する。すなわ

ち、 

   𝑐        𝑐      

 𝑐：子どもサービスの潜在価格、  ：消費財の潜在

価格 

この条件を満たしつつ家計の効用を最大化するとき

の、子どもの数の需要関数は、 

         𝑐     

となる。 

まとめると、子どもの数は、家計の所得、妻の賃金、

子どもを作り望む質まで育てる実質費用によって決定

されることになる。 

 

（２） 出生率を決定する要因 

前項では子どもの数の決定要因についての理論を紹

介したが、少子化が社会問題となっている中で、出生率

の回復を目的とした論文は日本に数多く存在する。本項

では、出生率の決定に関わる要因分析を行った代表的な

2つの先行研究について、前述の Willis（1978）の議論

を踏まえて以下に示す。 

 第一に、原田・高田（1993）では、都道府県別合計特

殊出生率を被説明変数とし、家計収入、女性賃金、住宅

費、進学率、教育費を説明変数として、対数線形の回帰

分析を行っている。上記の子どもの数の需要関数にあっ

た、家計の所得、妻の賃金、子どもの養育の実質費用が

全て含まれている。 

第二に、森田（2006）では、2002 年に調査された家

計の個票サンプルを用いて、世帯子ども数及び世帯理想

子ども数を予定子ども数で除した数の 2 種類を被説明

変数とし、養育費、所得、その他の外生変数（夫婦の年

齢、夫婦の学校教育年数、最年長の子どもの年齢、双子

ダミー、祖父母同居ダミー）を説明変数として、対数線

形のウエイト付最小二乗法で分析している。理論で導か

れた 3つの決定要因のうち、家計所得と衣食・医療・教

育などにかかる養育費が用いられている。なお妻の賃金

に当たる部分に関しては、直接に該当する変数は入って

いないが、妻の年齢や教育年数を使用することで女性の

収入を上げる潜在的な要因として扱えるとしている。 

これらの分析において、説明変数として共通に使用さ

れている、家計の所得と養育費用について明らかにされ

たことは、 

① 家計の所得の上昇は、子どもの数や出生率を増加さ

せる。所得効果が発生するといえる。 
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② ところが、子どもの価格（養育費用など）の上昇は、

子どもの数すなわち出生率を減少させる。養育の機

会費用である女性賃金も、出生率に対して負に有意

な影響を与える。女性の収入が増えても、所得効果

は起こらず、子どもの数を減らして養育費への支出

を高めるという、質への選択がなされる。 

また、子育ての環境については、 

③ 地価の高さが子どもの数に負に有意な影響を与え

ることから、住宅事情の改善が、子どもの数に正に

有意な影響を及ぼす。 

④ 保育所の定員数が多いほど、出産する確率が高い。 

ことが挙げられる。 

 これらの先行研究は、出生率を決定する要因を明らか

にしたという点では有意義であるが、分析結果を踏まえ

て出生率向上のためにどのような政策が有効・無効ある

いは非効率であるのかにまでは、言及されていない。実

証分析に用いたデータについても、政策提言に不可欠な

マクロデータが都道府県別のものにとどまっており、地

域の特性が考慮されていない。 

 

（３） 政策変数について 

原田・高田（1993）、森田（2006）では注目されてい

なかったが本稿を執筆する上で重要となる概念として、

政策変数が挙げられる。本稿の主要な先行研究と位置付

けた阿部・原田（2008）では既存の研究で考慮されなか

った政策変数を取り入れ、政策コストとその効果につい

て分析している。日本全体あるいは都道府県ベースのデ

ータやサーベイによる家計の個票データから、出生率を

決定する要因を探ろうとしていたこれまでの論文では、

政策変数と結びつけて分析されていなかった場合が多

いのである。 

これに対し、阿部・原田（2008）では、全国の市区町

村別データを、出生率決定の要因変数と政策変数を結合

して分析し、推計結果から政策効果を明らかにすること

を試みている。 

 具体的には、1998～2002 年において平均された市区

町村別合計特殊出生率の推計値を被説明変数とし、2000

年における課税対象所得額（理論での家計の所得にあた

る）、女性賃金（妻の賃金）、地価（養育費のうちの住

宅費の代理変数とみなしている）、15 歳以上通学者数

対 15～24歳人口比率（養育費のうちの教育費の代理変

数）、保育所制約指標（（待機児数＋在所児数）／保育

所定員数で作成され、この指標が大きくなるほど保育所

に入所し難くなる）を説明変数として、クロスセクショ

ン分析を行っている。 

 これらの説明変数のうち、地価と保育所制約指数は、

政策的な説明変数である。阿部・原田（2008）では、こ

のような政策変数を出生率決定の要因変数と結合して

分析することで、推計後に政策手段の検討をより明確に

行えると論じている。検討された政策手段は、児童手当、

保育所整備、地価対策の 3つであった。なお、政策の効

果を分析するためには、マクロデータの可能な限りの最

小の分割である市区町村ごとの情報を取ることが望ま

しいとされている。サンプル数が都道府県データに比べ

て多く得られること、行政境界に沿った政策データの利

用が可能であること、地域性が明確であることが、その

理由である。 

 結論として、まず回帰分析からは、地域の所得や子ど

もの養育にかかる女性の時間費用の高さ、住宅費の高さ、

教育への志向の高さ、保育環境の未整備が、出生率に負

の影響を及ぼすことが示された。 

 このことから、巨額の財政支出を必要とする児童手当

は効果が小さく、手当の制度設計を適切なものとしない

と、かえって出生率に負の影響を及ぼすこともありうる

と述べている。保育所の整備については、特に都市部に

おいて、児童手当の 4分の 1程度のコストで出生率を回

復しうるとはいえ、子どもを 1 人増加させるために

2,780 万円の費用がかかり、対する効果は 0.1程度の回

復にとどまる。一方、地価の下落は、出生率の回復にあ

る程度の効果を持っていると考察している。 

 阿部・原田（2008）によって、都道府県よりも精細な

市区町村別の分析における出生率の決定要因が明らか

にされたが、人口 10万人を基準としたサンプルの分割

では、まだ地域の特性を十分に考慮したとは言い切れな

い。また、1時点でのクロスセクション分析のため、出

生率への影響が政策によるものなのか、サンプルの属性

などそれ以外によるものなのか、判断することができな

い。ゆえに、検討の余地が大いにあると考えられる。 
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２ 本稿の位置づけ 

本稿では、Becker（1965）や Willis（1978）の理論

を踏まえたうえで、分析に使用する代表的な変数につい

ては、阿部・原田（2008）をはじめとする先行研究と同

様に扱うこととしたいが、主に 3点の独自性を加えて、

出生率向上・個人の理想子ども数の達成といった我々の

目的をより実現し得る政策を提言したいと考えている。 

まず、分析の対象を東京圏に絞っている点である。こ

れは、本稿の現状分析で明らかにされた、東京圏では他

地域に比べ、数・割合ともに若者が多いのにも関わらず

出生率が低く、ところが彼らも全国平均並みの理想子ど

も数を掲げている、といった状況に的確に対応するため

である。個人が理想にかなった子ども数を持つことがで

きるよう、出産・子育てのしやすい環境を整えることは、

自治体の重要な役割である。それと同時に、東京圏は日

本全体の大きな社会問題である少子化に歯止めを掛け

ること、すなわち出生率の向上のために、適切な政策を

打ち出すことで最も効果の上げられそうな地域だと捉

えた。人口規模のみでサンプルを分割した先行研究より

も、1都 3県に限定して分析することで、地域の特性を

明確に考慮していると言えよう。 

次に、分析手法として、クロスセクション分析ではな

くパネル分析を採用したことである。これは前述のとお

り、阿部・原田（2008）を含め多くの先行研究が 1時点

での分析にとどまっており、出生率への影響が政策によ

るものなのか、サンプルの属性など個別効果によるもの

なのか、十分に判断することができなかったという課題

を克服し得る、大きな独自性かつ貢献である。本稿では、

1993～2012年のデータを 5年毎にまとめて平均化し、4

期を時系列としたパネルデータを用いて実証分析を行

った。 

更に、分析における変数について、独自の説明変数を

加えている点である。都道府県別データに比べ入手の困

難な市区町村別データであるが、本稿では先行研究より

も多くの、出生率決定の要因になっており、かつ政策に

結び付けられるようなデータを入手し、説明変数として

分析に取り込んだ。次章で詳述するが、一住宅当たり延

べ面積と核家族世帯率である。先行研究でも使用されて

いた変数についても、データを新しくすることで、現在

の東京圏における出産・子育て環境をより正確に捉える

ことができている。 

 

Ⅴ 理論・分析 

 
１変数選択 

 

（１） 被説明変数 

被説明変数には、厚生労働省「人口動態保健所・市区

町村別統計」の「合計特殊出生率」を用いる。合計特殊

出生率は「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計

したもの」であり、ある期間の出生状況に着目した「期

間合計特殊出生率」と、ある世代の出生状況に着目した

「コーホート合計特殊出生率」がある。一般的に年次比

較、地域比較等に用いられるのは「期間合計特殊出生率」

であるため、本稿では「期間合計特殊出生率」を「合計

特殊出生率（以下、TFR）」として用いる。この調査で

は、TFR は 1998～2002 年、2003～2007 年、2008～2012

年の 5年毎に算出されており、これらの値を各時点の被

説明変数として用いる。 

 

（２） 説明変数 

TFR に影響を与える要因として、本稿では先述した先

行研究に倣い、以下の 7つの説明変数を用いる。データ

の都合上、同じ意味を持つものに置き換えたものや、加

えることのできなかった変数もあるため、この点を予め

本稿の限界として述べておく。 

《家計の所得》 

（1） 世帯収入（千円） 

 家計の所得を示す変数として、世帯収入を使用する。

これは総務省「市町村税課税状況等の調」の「課税対象

所得」の 1993～2012 年までの毎年データを 5年毎に平

均化し、その値を 5年毎に集計される総務省「国勢調査」

の「一般世帯数」で除したものである。 

世帯収入は一般的に TFR に対して正に有意であること

が指摘されているが、高い値の時には単に子どもの数を

増やすのではなく、一人の子どもに対しての教育の質を
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より高めようとすることも指摘されている。本稿では

TFR に対しての影響は逓減していくものだと考え、自然

対数をとり説明変数とした。 

《養育の機会費用》 

（2） 女性賃金（千円） 

 先述した先行研究同様、女性賃金を養育の機会費用と

して本稿でも採用する。データは厚生労働省「賃金構造

基本統計調査」の 1999～2012 年のものを用いる。この

調査では都道府県別の女性賃金しか集計されておらず、

市区町村別のパネルデータ分析を行う本稿では不適切

であるように思える。しかし、そもそも賃金のデータは、

その賃金を得る者が「住んでいる場所」ではなく、「賃

金をもらう仕事をする場所」のデータであるため、都道

府県単位でのデータを使用しても問題ないと考え採用

する。阿部・原田（2008）でも同様の理由でこのデータ

を使用している。 

 養育の機会費用は、子育てをすることによって失われ

る利益であるため、TFRに対して負に有意であると考え

られる。 

《養育費用》 

（3） 一人あたり教育費（千円） 

 子どもの養育費用を示す変数として、一人あたり教育

費を使用する。総務省「地方財政状況調査」の「教育費」

を、文部科学省「学校基本調査」の「小学校児童数」、

「中学校生徒数」、「高等学校生徒数」の合計値で除し

たものである。いずれのデータも毎年のものであり各時

点の平均値を使用している。 

 養育費用は TFR に対して負に有意であると指摘され

ている。 

（4） 住宅地平均地価（円／  ） 

 一人あたり教育費と同様に子供の養育費用を示す変

数として、国土交通省「都道府県地価調査」の「標準価

格（平均価格）（住宅地）」を使用する。先述した先行

研究でも子どもの養育費用として住宅費をあげており、

阿部・原田（2008）では住宅地平均地価を住宅費として

用いている。本稿でも同様にこれを採用する。 

 尚、パネルデータ分析をするにあたって、地価をラグ

付き説明変数として使用した。これは住居選択が出生行

動より先んじて行われることを考慮して設定した。浅見

ほか（2000）によると、第一子出産以前に住居選択に関

する考慮が行われていることが指摘されており、この点

から住居選択と出生行動の間には一定期間の隔たりが

あると考え、ラグ付き説明変数とした。 

 一人あたり教育費同様、住宅地平均地価もTFR に対し

て負に有意であると予想した。 

《その他の説明変数》 

（5） 一住宅あたり延べ面積（  ） 

 本稿独自の説明変数の一つとして、総務省「住宅・土

地統計調査」の、「一住宅あたり延べ面積」を使用する。

本稿第一章第二項で述べたように、東京圏に少子化をも

たらす主な理由として、「住宅の狭さ」に着目した。「平

成 17年度版 国民生活白書」によると、東京圏では最低

水準7に満たない世帯割合が他道府県に比べ非常に高い

ことが指摘されている。子育てをしていく中でさらに第

二子、第三子と家族が増えていく場合、住居の問題は深

刻であると考え、住居面積は TFRに正に有意に働くとい

う仮説を立てた。 

 「平成 17年度版 国民生活白書」では、住宅がある程

度広ければ TFR には影響を与えないが、一定限度を超え

て狭いと TFR が低くなるという関係が指摘されている。

住居面積の TFR に対する影響は逓減していくと考え、自

然対数をとった。 

                                                   
7国土交通省「住宅建設五箇年計画（第八期）」によると、

最低居住水準とは、「健康で文化的な住生活の基礎とし

て必要不可欠な水準」をいう。例として、家族 4人では

50  以上の広さ等の基準が定められている。 
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 尚、住居面積も住宅地平均地価と同様の性質があると

考え、ラグ付き説明変数としている。 

 

（6） 核家族世帯率（%） 

 本稿第一章第二項で、核家族世帯の増加が東京圏で

TFR が低い要因の一つであることを述べた。よって、核

家族世帯率は TFRに負に有意に働くと仮説を立て、その

効果を検証する。使用したデータは、総務省「国勢調査」

の「核家族世帯数」及び「一般世帯数」で、前者を後者

で除したものが「核家族世帯率」である。 

（7） 保育所定員指数（%） 

 樋口・松浦・佐藤（2007）では、家族政策変数として

都道府県の児童一人あたり保育所定員数を使用してお

り、定員数が多いほど第一子目の出産確率が高いという

結果を示した。本稿でも同様に、保育所の定員数はTFR

に正に有意であるという仮説を立て、説明変数として用

いる。使用するデータは、厚生労働省「社会福祉施設等

調査」の「保育所定員数（総数）」を、総務省「国勢調

査」の「5歳以下人口」で除したものである。樋口・松

浦・佐藤（2007）では、保育所定員数が都道府県という

広い地域のデータであり、生活・社会環境が異なる地域

が平均化されてしまうため、その信頼性に問題があると

されているが、本稿では市区町村別データを用いている

ため、信頼度の高い結果が期待できる。 

 

２ パネルデータを用いた実証分析 

 

（１） モデルの選択 

本稿はパネルデータを用いた最小二乗法（OLS）分析

を行う。データは東京圏の市区町村をクロスセクション、

1993～2012年のデータを 1993～1997 年、1998～2002

年、2003～2007年、2008～2012年の 5年毎にまとめて

平均化した、第一時点から第四時点までの 4期を時系列

とするパネルデータを使用する。 

パネルデータを用いるメリットとして、クロスセクシ

ョンデータでは測れない観測対象の個体それぞれが持

つ特性を測れることが挙げられる。この観測対象の個体

それぞれが持つ特性のことを個別効果と呼ぶ。この個別

効果は時系列データの影響を受けないとされる。プーリ

ング回帰モデルでは、パネルデータの時系列を考慮せず、

クロスセクションデータとして扱い回帰分析を行う。こ

こでは簡略化のため、説明変数を  の一つだけで説明す

る。ここで  は個別効果である。このとき被説明変数  

は以下式で表される。  、  はそれぞれ切片、誤差項で

ある。 

                 

ここで個別効果  が説明変数  と相関する場合、  は、 

           

で表され、被説明変数  は、 

                        

で表されることとなり、  を推計する結果が、実際は

     を推計したことになる。このモデルでは個別効果

が測れないため各個体の個別効果が全て等しい場合の

みは有用だとされるが、実際にはそのような状況は起こ

りにくいと考えられるため、パネルデータを使用できる

場合は以下の 2 通りのモデルのどちらかを使用するこ

とが一般的である。 

パネルデータを用いることで、個体間の違いである個

別効果を考慮して推計することができる。個別効果が、

説明変数と相関を持つ定数項であることを想定したモ

デルを「固定効果モデル」と呼び、説明変数とは相関せ

ず独立確率分布に従う変数であることを想定したモデ

ルを「変量効果モデル8」と呼ぶ。 

固定効果モデルの式は、 

                     

であり、この階差をとると、 

                  

となり、個別効果  を取り除いて推計することができる。 

本稿では、適切なモデルを採択するために各種の検定を

行った。まず、プーリング回帰モデルと固定効果モデル

                                                   
8 変量効果モデルの詳しい説明は本稿では割愛する。 
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との間のモデル選択として、F検定を行った。F検定の

結果、「各個体の個別効果が全て等しい」という帰無仮

説が 1％の有意水準で棄却され、固定効果モデルが採択

された。次に、固定効果モデルと変量効果モデルとの間

のモデル選択として、Hausman 検定を行った。Hausman

検定では、「個別効果が説明変数と無相関である」とい

う帰無仮説と、「個別効果が説明変数と相関を持つ」と

いう対立仮説とを立て、カイ二乗検定を行う。その結果、

1%の有意水準で帰無仮説が棄却され、固定効果モデルを

採択した。 

以上の検定結果より、本稿では固定効果モデルを採択

し、分析を行う。 

（２） 分析モデル 

分析のモデルは以下の通りである。 

           

 

   

              

𝑖：観測市区町村数（1,2,…,248） 

 =1：第一時点、 =2：第二時点、  =3：第三時点、  =4：

第四時点 

   ：合計特殊出生率 

  ：切片 

    ：各説明変数の推計値 

  ：世帯収入 

  ：女性賃金 

  ：一人あたり教育費 

  ：住宅地平均地価 

  ：一住宅あたり延べ面積 

  ：核家族率 

  ：保育所定員指数 

  ：個別効果 

   ：誤差項 

 

（３） 推計結果 

推定結果は本稿末の表の通りである。（表 1、表 2） 

 

（４） 推計結果の考察 

以上の推定結果の考察を行う。 

（1） 世帯収入 

 所得効果が存在し、正の相関があると予想したが、有

意な結果は得られなかった。しかし、所得については先

行研究によっても結果が分かれており、大きく予想に反

した結果ではなかった。 

（2） 女性賃金 

 養育の機会費用である女性賃金が高いほど TFR は低

くなると予想したが、予想に反し正に有意な結果となっ

た。この結果について、女性賃金の上昇に伴って家計の

所得が増加したことが、TFRに対して正に有意な結果と

なった理由ではないかと考える。先述の通り、TFRに対

しては所得効果が働くことが理論や先行研究で明らか

にされている。子どもにかかる養育費用が増加する一方

で男性の平均収入が減少している昨今、女性が働くこと

で所得制約上の理由で子どもをあきらめるといったケ

ースが減少すると考えられる。養育費用が高まっている

今、家計が安定した経済基盤を確保できるよう、国や自

治体、地域社会等で仕事と子育ての両立支援を行ってい

く必要がある。 

（3） 一人あたり教育費 

 養育費用が高いほど TFR は低くなると予想したが有

意な結果は得られなかった。 

（4） 住宅地平均地価 
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 養育費用の住宅費を表す住宅地平均地価が高いほど

TFR は低くなると予想し、理論や先行研究通りの結果が

得られた。 

（5） 一住宅あたり延べ面積 

 住居面積は TFR に正に有意に働くという仮説通りの

結果が得られた。 

（6） 核家族世帯率 

 核家族世帯率は TFR に対して負の相関があると予想

したが、予想に反し正に有意な結果となった。この結果

について、核家族そのものが TFR向上を阻害するのでは

なく、親からのサポートを身近に受けられない状況が

TFR の阻害要因であることに着目し、生活スタイルや価

値観が変化した現在においては、核家族が増加すること

もやむを得ない状況であるといえる。対策すべきは、地

域から孤立し親のサポートも得られない子育て世帯を

減らすことであると考える。 

（7） 保育所定員指数 

 予想通り、保育所定員指数は TFR に対して正の相関を

持つことがわかった。その地域に住んでいる子どもの数

を踏まえて、十分な定員を設けられるように保育所を整

備していくことが必要である。我々の予想通りの結果で

はあったが、先行研究等では TFRが保育所定員数をあげ

るのではないか、という逆の因果関係の可能性について

も指摘されている。本稿ではデータの制約上、因果関係

について分析から導くことはできなかったため、この結

果を政策提言には積極的に用いないことにする。 

 得られた以上の結果をもとに、次章で政策提言を行う。 

 

Ⅵ 政策提言 

 
以上の分析結果から、東京圏における出生率に対して、

「一住宅当たり延べ面積」「保育所定員指数」が正に有

意な影響を、「地価」が負に有意な影響を与えることが

分かった。出産を決断するにあたり生活の基盤である居

住環境を考慮することは重要であること、「保育所定員

指数」に関しては、待機児童解消の取り組みが多くの自

治体で重視されていること、分析において「地価」を子

どもの養育費の代替変数として使用しているが、養育全

般に関する補助金や助成金の給付は各自治体で行われ

ていることをふまえて、私たちは、特に「一住宅あたり

延べ面積」に焦点をあてる。具体的には、「床面積の広

さ」やそのほか「間取り」「保育所へのアクセスのしや

すさ」などの要件を兼ね備えた「子育て支援住宅」の増

築を阻害する要因を、①支援住宅認定対象にリノベーシ

ョン住宅も含めること②新たな税制の導入の 2つによ

って、取り除き、子育て支援住宅の建設を促進する。こ

のことにより、子育て世帯の若者や出産を希望する若者

が、子育て支援住宅にアクセスしやすくなり、希望する

子ども数を出産することが可能となり、ひいては少子化

解消の解決につながると考える。 

 

１ 自治体の子育て支援住宅認定 

 

（１） 住宅に関する子育て支援制度 

分析より、「一住宅当たり延べ面積」が出生率に正の

影響を与えていることが分かった。つまり、居住面積が

広いということは、子育てをしやすい環境であるという

ことがいえる。 実際、内閣府「平成 17年度国民生活

白書 子育て世代の意識と生活」においても、大都市に

おける「最低居住水準」（健康で文化的な住生活の基礎

として必要不可欠な水準）に満たない世帯割合が他の地

域を大きく上回っており、住宅面積が狭い大都市ほど出

生率が低いということが示唆されている。 

このような結果を踏まえて、居住面積が狭いという出

産阻害要因に関して、既に各地域で対策が取られている。

それは、「居住面積の広さ」の他に「近隣の保育所整備

がされているか」や「小児用夜間救急をもうけている医

療施設へアクセスがしやすいか」等、子育てをするにお

いて重視される要件を満たしており、また購入者には家

賃補助や住宅ローンの税制優遇といった形で、財政的な

補助が与えられる、「子育て支援住宅」の建設である。

例えば、埼玉県においては、「子育て応援住宅」が制度

化されている。具体的には、「マンション全体の二分の
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一以上は住戸専用面積が 65平方メートル」という事業

全体に関する要件や、「収納スペースが住戸専用面積の

8％以上ある」という住宅構造の要件、その他、保育所

や学校、病院、商店街までの距離の項目を挙げ、これら

を満たしたマンションを、自治体が「子育て認定マンシ

ョン」として認定する。認定を受けた住居を購入者は、

住宅ローンの税制優遇が適用されるというものである。 

このような子育て支援住宅が、出産を希望する夫婦に

とって、どれくらいの需要があるのかについてまとめる。

厚生労働省「第 14回出生動向基本調査（結婚と出産に

関する全国調査）」によると、理想の子ども数を持たな

い理由として、上位から、「子育てにお金がかかりすぎ

るから（55.3％）」「仕事に差し支えるから（21.1％）」

に次いで、「家が狭いから（15.9％）」が挙げられてい

る。このことからも、子育てに適した広さが確保されて

いる「子育て支援住宅」は、出産の阻害要因を取り除く

という点で、需要が十分にあるといえる。さらに、「“子

育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）」

によると、子育てを考慮して住宅を選ぶ際、重視する住

環境として、半数近くが「スーパーなど買い物施設が近

い」「病院が近い」「公園が近い」といった条件が挙げ

られていることから、こういった要件を満たす「子育て

支援住宅」は、出産だけでなく子育てを考慮する若者に

とって、魅力的な物件であると言える。しかしその一方、

「子育て支援住宅」の供給についてみてみると、東京都

墨田区を例にとると、「子どもを持つ世帯が子育て支援

住宅を選択できる割合」（子育て支援住宅件数/核家族

世帯数）は 4.57％であり、絶対的に低い数値をとって

いる。このことから、現行の「子育て支援住宅」の認定

システムは、需要と供給との間にずれが生じていること

から、うまく活用が出来ていないと考えられる。つまり、

十分な延べ面積を備えた子育て支援住宅の建設は各自

治体によって行われているのにも関わらず、特に東京圏

などの都市部において、基準を満たす住宅の数が増えず、

子どもを持ちたい若者がそのような子育てに適した広

さを持つ住宅に住むことができないでいる。 

我々は、これは住宅に関する現行の子育て支援制度で

は、①土地面積は有限であるにもかかわらず新築の支援

住宅のみが認定対象であること、さらに②住宅の提供者

である事業主にとってのメリットが、企業に対するイメ

ージアップ程度にとどまることが原因であると捉えた。 

①に関して、「○○」によると、東京県の土地利用区

分みると、未利用地の割合は○○%（全国平均○○）で

あり、低い値であり、今後、新築の子育て支援住宅を増

築し続けるということは、不可能であろう。 

次に②に関して、この認定システムを活用することに

よる購入側のメリットとして、住宅ローンの税制優遇や

補助金を受けることが出来るということが挙げられる

一方で、不動産企業側としては、認定基準が厳しく初期

投資が莫大であるにも関わらず、それに見合った成果が

不明瞭であり、メリットは企業の評価が上がるというこ

とにとどまる。つまり、認定を受けるために、子育て支

援住宅を建設することのインセンティブがないと言え

るだろう。 

次節からは、①限られた空きスペースで子育て支援住

宅の数を増加させるような政策と、②出資者が「子育て

支援住宅」に投資をおこなうインセンティブを付与する

ような政策の二つを、提言する。 

 

（２） 支援住宅認定対象としてのリノベーション住

宅 

 子育て支援を目的としたリノベーション住宅の例と

しては、東京急行電鉄が、渋谷区が所有する旧職員住宅

の土地建物を借り受け、ひとり親対象の”みんなで子育

てする”シェアハウスを開業している。また他の例では、

住友林業が社宅として利用されていた建物を、子どもの

健やかな成長を育むためのアイデアを採用した、子育て

支援分譲マンションにリノベーションをしている。リノ

ベーションが行われている住宅の区分としては、持ち家、

公営の借家、都市再生既往・公社の借家、民営の借家に

分けられる。リノベーション住宅はあくまでもとからあ

る住宅を改装した住宅のことであるので、新たに増築ス

ペースを確保する必要がないことが利点である。 

ここで、現在、子育て支援住宅として認定される物件

の内訳をみてみると、認定物件のほとんどが、子育て応

援マンションや子育て支援住宅といった新築の物件で

あり、上記のような中古住宅や空き住戸等をリノベーシ



  37  

 

ョンした住宅は少ない。そこで、持ち家と民営の借家の

リノベーション住宅も子育て支援住宅として認定し、入

居者が住宅ローンの税制優遇や補助金の制度を受ける

ことができるよう、国が自治体に推進することを提言す

る。 

 この一つ目の政策が施行された後には、既存の住居を

改装し子育て支援住宅を建設することになるため、新築

の子育て支援住宅のための土地的なスペースがなくな

るという懸念も解消されうる。そういった懸念が解消さ

れた民間業者側は、新築だけでなくリノベーションをお

こなった支援住宅を建設するようになる。購入者側は、

政策施行前と同様に、リノベーションをおこなった支援

住宅を購入すると補助金を受け取ることができるなど

のメリットが存在するため、支援住宅の増築に伴って需

要も増加する。需要が供給を生み出すことを踏まえると、

この政策を施行することによって、結果的に、リノベー

ション住宅の子育て支援住宅の認定件数が増加すると

考える。 

 

２ 「ゆかりん税制」による子育て支援賃貸住宅への

税優遇 

前節で、自治体の子育て支援住宅認定制度の中にリノ

ベーションを組み込むよう、提言した。つまり、家賃補

助などを行なうことで、消費者の需要を喚起し、また新

しい形態の子育て支援住宅を認定することで供給の増

加も狙ったものであった。しかし、出資者がこうした住

宅を供給するインセンティブが、現状では認定によるイ

メージ向上のみであり、供給意欲を喚起していないと考

えられる。そこで本節では、出資者の意欲的な認定子育

て支援住宅供給を目指し、割増償却を用いた法人税優遇

によるインセンティブ付与政策、称して「ゆかりん税制」

を提言する。この政策の対象は大きく二種類の住宅に分

類できる。つまり、前節で述べた各自治体が定める認定

子育て支援住宅と、それに加え子育て向けにリノベーシ

ョンされた住宅である。以降、リノベーション住宅が各

自治体での認定対象になったと仮定して論じる。 

本提言、「ゆかりん税制」は、現在行なわれている、

くるみん税制に並列させている。くるみん税制は平成

27 年 4 月に改正された次世代育成支援対策推進法の一

環として行なわれ、従業員の子育てを支援する計画を立

案し実行した企業が「くるみん認定」の対象となる制度

である。企業が立てる計画は、大きく育休制度等の充実

と次世代育成支援対策資産の導入に二分される。次世代

育成支援対策資産とは、次世代を担う子どもが健やかに

生まれ、かつ、育成される社会の形成に資することを目

的とした資産のことである。くるみん税制は、こうした

計画を企業が各々定める期間内に達成した場合、その資

産は割増償却されるというものである。そうすることで、

企業に従業員の子育て支援を行なうインセンティブを

与えており、多くの企業が認定されている。 

「ゆかりん税制」の対象(自治体が定める認定子育て

支援住宅、子育て向けにリノベーションされた住宅)が、

減価償却の対象に含まれるかを検討する。減価償却資産

とは、国税庁によると「事業などの業務のために用いら

れる建物、建物附属設備、機械装置、器具備品、車両運

搬具などの資産は、一般的には時の経過等によってその

価値が減っていきます。このような資産を減価償却資産

といいます。」とされている。また、賃貸目的の固定資

産は対象内であり、一方で販売目的の棚卸資産は対象外

である。本提言の対象に適用すると、子育て支援住宅と

リノベーション住宅の中でも、減価償却資産は賃貸目的

で建設、改装された住宅に限られる。結論として、自治

体の認定では、新築住宅・リノベーションの両方におい

て売却・賃貸目的を問わなかったが、「ゆかりん税制」

では、賃貸目的の住宅・リノベーションが対象となる。 

続いて、割増償却について説明する。割増償却とは、

特定の減価償却資産を取得し、事業の用に供したとき以

後一定の期間内において、次の金額を限度に割増して償

却する方法である。割増償却額は「固定資産の普通償却

額×割増償却率」によって求められる。その利点は、会

計において、減価償却費が償却年数よりも早期に消滅し、

その分を次の投資にあてることができることであり、更

に、割増の適用期間中は通常の償却費よりも多くの支出

を計上できるので、その期間中の企業の利潤が減少し、

収入にかかる法人税額が低くなることである。 
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 それらの賃貸目的で建設、改装された住宅が各自治体

の認定基準を満たす時、ゆかりん税制が重ねて適用され

る。この税制の出資者に対する利点は、上述のくるみん

税制と同じく、割増償却による法人税軽減措置である。

次世代育成支援対策推進法における次世代育成支援対

策資産に、自治体の認定を受けた子育て支援賃貸住宅と、

同じく認定を受けたリノベーション住宅を組み込む。そ

のいずれかの住宅を建設する計画を提出し‘ゆかりん認

定’を受けた事業年度から三年間、その資産について割

増償却率 15％で減価償却が可能になる。 

 以下に、ゆかりん税制を受けるまでの流れと、割増償

却の適用イメージを、以下にそれぞれ示している。（表

3、4）図 16は、本稿の政策提言を示したものである。 

Ⅶ 終わりに 

 
本稿の分析により、居住スペースの十分な住宅を確保

することが、出産・子育て世帯にとって重要であると明

らかになった。 

この目的を達成するために、以下二つの政策を提言し

た。まず、リノベーション住宅も子育て支援住宅の認定

対象に含めることが、また、住宅を提供する企業にとっ

て大きなメリットである税制優遇を行うことで、対象と

なる子育て支援住宅を増やそうとするインセンティブ

が企業に生まれると考えた。更に、単なる法人税率の引

き下げといった形ではなく、事業の設備投資にかかる減

価償却資産に焦点を当てた点も、子育て支援住宅の増加

に効果的なアプローチであるといえる。 

なお、本稿の分析の限界として、データに欠損が大量

にありサンプル数が大幅に減ったことが挙げられる。一

般的に、パネルデータを用いる際には完全なデータを得

ることは極めて困難であり、unbalanced panel9となる

ことは避けられないが、本稿の分析においても期待して

いたサンプル数よりも少ない数で分析を行うことにな

ったことはここで言及しておきたい。 

                                                   
9 ある個体のある時点のデータが欠損しているパネルデータ

セットのこと。反対に、使用するデータセットの各個体の変数

が全期間揃っている（欠損値を含まない）パネルデータセット

を balanced panel という。 

本稿の子育て支援住宅政策が、日本社会全体での出生

率向上の一助となることを願い、本稿を締めくくる。 
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総務省（2000～2012）「地方財政状況調査」 

総務省（1993～2008）「住宅土地統計調査」 

総務省統計局（2013，2014）住民基本台帳」 

総務省統計局「就業構造基本調 
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内閣府「社会意識に関する世論調査（平成 26年度）」 

内閣府「平成 23 年度国民生活選好度調査結果」 

内閣府「平成 17年度版国民生活白書」 

内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 平成 25年版」 

ミキハウス（2012）「子育て総合研究所」 

文部科学省（2000～2012）「学校基本調査」 

ユーキャン「女性が輝く日本に関する意識調査」 
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図表 

 

図 1 人口推計 

 

（億人） 

   

（2010 年は総務省『国勢調査』、2015 年以降は国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』

より作成） 

 

図 2 年齢別転出数 

 
（『住民基本台帳人口移動報告 2014 年』より著者作成） 
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図３ 理想子ども数と予定子ども数 

 
（『第 14 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）』より著者作成） 

 

 

図 4 子どもが成長するまでの間、祖父母が協力することは必要だと思うか 

 
（『ミキハウス 子育て総合研究所』より著者作成）） 
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図５ 子育てにあたって、実家の近くに住めばよかったと思うことはあるか 

 
（『“子育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）』より著者作成）） 

 

 

図６ 子育てをする人にとって、地域の支えは重要だと思いますか 

   
（『“子育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）』より著者作成） 
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図 7 児童のいる世帯に占める核家族の割合 

 

    
（『東京都統計年鑑 平成 25年度』より著者作成） 

 

 

図 8 児童のいる世帯に占める三世代世帯の割合 

 
（『東京都統計年鑑 平成 25年度』より著者作成） 
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図 9 地域での付き合い程度がどのくらいあるか 

 
（『内閣府 平成 26年度社会意識に関する世論調査』より著者作成） 

 

 

図 10 持ち家と賃貸の満足度 

 
（『“子育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）』より著者作成） 
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図 11 住み替え予定はあるか 

 
（『“子育て世帯の住まい探し”実態調査（アットホーム調べ）』より著者作成） 

 

 

図 12 結婚をして出産をしたと仮定すると、希望はどれか 

 
（『女性が輝く日本に関する意識調査（ユーキャン）』より著者作成） 
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図 13 待機児童数 

 
（『厚労省 保育所関連状況取りまとめ（平成 26 年 4 月 1 日）』より著者作成） 
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図 14 東京都 待機児童数推移 

 
（『東京都福祉保健局 都内の保育サービスの状況について』より著者作成） 

 

 

図 15 子育てと住まいに関するアンケート調査 

 
（『子育てと住まいに関するアンケート調査(アットホーム)』より著者作成） 
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表 1 推計結果 

変数 係数 標準誤差 t 値 有意性 

世帯収入（対数使用） 0.1584877 0.1147813 1.38 - 

女性賃金 0.0035632 0.0019267 1.85 * 

一人あたり教育費 -5.12E-05 0.0000723 -0.71 - 

住宅地平均地価（ラグ付き） -4.99E-07 7.25E-03 -6.89 *** 

一住宅あたり延べ面積（対数使用）（ラグ付き） 0.3372526 0.1463747 2.30 ** 

核家族世帯率 0.3286691 0.2841624 1.16  

保育所定員指数 0.441473 0.176989 2.49 ** 

サンプル数 205 

グループ数 115 

自由修正済み決定係数 0.7786 

*10%水準、**5%、***1%水準で有意である。 

 

表 2 記述統計量 

変数 サンプル数 平均 最小値 最大値 

合計特殊出生率 708 1.24444 0.74 1.65 

世帯収入（対数使用） 1,218 8.35628 7.73818 9.50922 

女性賃金 742 245.9903 225.4 283.3 

一人当たり教育費 610 431.0143 134.7677 2155.13 

地価（ラグ付き） 402 237483.8 12480 1532620 

一住宅当たり延べ面積（対数使用）（ラグ付き） 727 4.290379 3.82733 4.9362 

核家族世帯率 1,409 0.60392 0.31734 0.78751 

保育所定員指数 542 0.24788 0.04518 1.25984 
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表 3 ゆかりん税制を受け入れるまでの流れ 

 

ゆかりん税制を受けるまでの流れ 

①次世代法に基づく行動計画に、ゆかりん税制の適用を受けたい

（『次世代育成）支援対策資産』すなわち子育て支援住宅の導入を、

目標として書き込む 

※（『子育て支援住宅』とは、導入する住宅が所在する市区町村の基

準に準ずるものとする 

↓ 

②行動計画に基づき次世代育成）支援対策を実施し、行動計画期間

内に当該資産を実際に導入する 

↓ 

③行動計画期間が終了し、各自治体の担当部署に子育て支援住宅認

定を申請する際に、行動計画書・報告書を提出する 

↓ 

④導入した資産が、各自治体の定める子育て支援住宅の基準を満た

すことが確認された場合、子育て支援住宅の認定とともに次世代育

成）支援対策資産の導入証明書が交付される 

↓ 

⑤ 導入証明書を持参し、税務署にゆかりん税制適用を申請する 

厚生労働省（『くるみん税制が改正・延長されました』より著者作成） 
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表 4 ゆかりん税制における割増償却の適用イメージ 

ゆかりん税制における割増償却の適用イメージ 

 
（例）ある企業が 1000 万円の住宅資産を購入し、その資産を 10

年で減価償却を行う場合 

＜定額法の場合＞ 

1 年間で 100万円ずつ減価償却を行う 

＜ゆかりん税制適用の場合＞ 

3 年間にわたり 15％の割増償却が認められるため、償却費が 

100（万円／年）×（1＋0.15）＝115万円／年 

となり、通常よりも 15 万円多く損金に算入できる 

 
つまり、資産を導入して 2年目の事業年度に、ゆかりん税制認定

を取得した場合、 

経過年数     当該年度の償却費 

1 年目        100 万円 

2 年目        115 万円 （割増償却開始） 

3 年目        115 万円 

4 年目        115 万円 （割増償却終了） 

5 年目        100 万円 

… 

9 年目        100 万円 

10 年目          55 万円 

割増償却により 15 万円×3 年間＝45 万円既に減価償却している

ため、その分 10 年目の償却費は少なくなる 

厚生労働省（『くるみん税制が改正・延長されました』より著者作成） 
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図 16 イメージ図 

 

（著者作成） 
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第 3 章 奨学金返還延滞問題解決を目指して 

～個票データを用いた奨学金延滞に関する実証分析～ 
 

  梶芳英 明石光太郎 

 櫻川京 富田晃史 

長田玲奈 山口直樹 

 

 

要旨 

 

日本における主要な奨学金事業主体である独立行政法人日本学生支援機構（以下、JASSO）は、無利子・有利子の貸

与奨学金事業を行っている。その事業規模は近年拡大し続けており、平成 14 年度には約 80 万人であった利用者数は 13

年後の平成 25 年度には約 1.7 倍の約 133 万人に増加している。 

制度維持のためには安定した奨学金返還が不可欠であり、実際に JASSO の平成 27 年度事業予算案では、事業費に占

める返還金は 64.4％になっている。奨学金は返還期間内の全額返還が原則であるが、さまざまな事情により返還が困難

になった奨学生に配慮した救済制度も設置されている。 

そうであるにも関わらず、平成 24 年の時点で奨学金延滞者は約 33 万人、滞納額は 2682 億円に上っており、この現状

を受けて JAASO は延滞者に関する属性調査を行っている。平成 25 年度の調査結果によると、延滞者は無延滞者に比べ

て不安定な雇用状態にあること、収入が低い者が多いことなどがわかった。 

しかし、この調査項目だけで延滞者の特徴が十分に明らかになったとはいえず、奨学金延滞と家計などさまざまな要因

との関係は、他の要因をコントロールして結論を出すべきである。正確な分析のためには回帰分析などの分析手法を用い

ることが考えられるが、我々が調べた限り日本において奨学金延滞者の詳細な特徴について検証した研究は存在しないた

め、今回の研究を行った。 

具体的には、問題意識を「貸与金の回収が制度維持において重要である貸与型奨学金制度において、延滞者が存在する

のは問題である」、リサーチクエスチョンを「奨学金返還延滞者の特徴はどのようなものであるか」と設定し、高校 3

年時を起点として 6 年間の追跡調査を行った「高校生の進路についての追跡調査（第 1 回～第 6 回），2005-2011」を用

いて、ロジスティック回帰分析を行った。分析結果として、①出身家計年収が高いこと、②本人所得が高いこと、③就職

支援の充実度が高いこと、の 3 点が奨学金を延滞する確率を下げるという結果が得られた。 

以上の分析結果を踏まえて、①マイナンバーによって返還者の所得を把握し、それに基づいて返還額を増減させる所得

連動型奨学金返還制度の導入、②学校への意識改革として、卒業生の延滞率が一定の値を超えた大学等を改善指定校とし

て設定し、改善計画を提出させることを義務づける制度の導入、以上二つの政策を提言する。 

以上 2 つの政策を提言することによって、奨学金返還延滞率の問題解決を目指す。 

 

 

 

 
本稿の作成にあたっては、後藤正之教授（大阪大学）、山内直人教授（大阪大学）、赤井伸郎教授（大阪大学）、市原信吾様（文部科学

省）をはじめ、多くの方々から有益且つ熱心なコメントを頂戴しました。ここに記して感謝の意を表させていただきます。〔二次分析〕

に当たり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJデータアーカイブから〔「高校生の進路について

の追跡調査（第 1回～第 6回），2005-2011」（東京大学 大学経営・政策研究センター）〕の個票データの提供を受けました。しかしな

がら、本稿にあり得る誤り、主張の一切の責任はいうまでもなく筆者たち個人に帰するものです。 
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Ⅰ はじめに 

我が国の奨学金事業において、主要な役割を果

たしているのが、独立行政法人日本学生支援機構

（以下、JASSO と表記する）である。奨学金貸与

事業は、教育の機会均等や人材育成の観点から、

日本国憲法や教育基本法に基づき、政府が責任を

持って積極的かつ確実に取り組むべき教育施策と

して認識されている。そして、JASSO は独立行政

法人として、限られた財源の中で奨学金を希望す

る学生を幅広く対象とした事業を行う必要があり、

事業創設時より一貫して貸与制がとられている。

奨学生が卒業後に返還するお金が、次世代の奨学

金として使われるため、確実に奨学金の返還が行

われることが肝要である。 

近年、JASSO の奨学金貸与事業の事業規模は拡

大を続けており、平成 14 年度に約 80 万人であっ

た利用者数は、平成 26 年度にはおよそ 1.7 倍の約

133 万人に達した。また、貸与人員及び貸与残高

の増加に伴い、延滞債権額は増加傾向にあり、そ

の額は平成 24 年度には 2682 億円にまで増加して

いる。先日 10 月 21 日に行われた財務省の財政制

度等審議会財政投融資分科会においては、有利子

奨学金事業の健全性を確保するために延滞防止等

の取組が求められており、JASSO の奨学金貸与事

業における延滞債権の問題は解消しなくてはなら

ないものと考えられる。これを受けて JASSO が

行っている延滞者に関する属性調査を行っている

が、奨学金延滞と家計などさまざまな要因との関

係は他の要因を考慮して結論を出すべきであり、

この調査結果だけで延滞者の特徴が十分に明らか

になったとは言えない。我々が調べた限り、日本

において奨学金延滞者の特徴を検証した研究は存

在しないため、本稿にて検証を行った。 

本稿では、問題意識を「貸与金の回収が制度維

持のために重要である貸与型奨学金制度において、

延滞者が存在するのは問題である」と置き、リサ

ーチクエスチョンを「奨学金返還延滞者の特徴は

どのようなものであるか」と置いた。そして、高

校3年時を起点として6年間追跡調査を行った「高

校生の進路についての追跡調査（第1回～第6回）、

2005-2011」を用いて、①所得が高いこと、②学

校側が学生に積極的に関与していること、以上の

2 点が奨学金返還を延滞する確率を下げるという

仮説を、ロジスティック回帰分析にて検証した。

この分析から、①出身家計年収が高いこと、②本

人所得が高いこと、③就職支援の充実の程度が高

いこと、の 3 点が奨学金を延滞する確率を低下さ

せるという結果が得られた。この分析結果に基づ

き、我々は 2 つの政策を提言する。1 つは、マイ

ナンバーを利用した所得連動型奨学金返還制度の

導入、もう 1 つは学校への意識改革のための制度

の導入である。 

以上 2 つの政策を提言することで、これまで延

滞によって回収できなかった返還金を確実に回収

することと、確実な情報提供によって適切な奨学

金理解や制度利用を実現することで延滞の防止を

目指す。これによって奨学金貸与事業を維持し、

貸与を必要とする人が確実に貸与を受けられる状

態を持続可能なものとする。 

Ⅱ 現状分析・問題意識 

１ 奨学金制度の概要 

（１） 独立行政法人日本学生支援機構の概要 

本稿で焦点を当てる奨学金制度は、大学生等を

対象とした奨学事業において事業額規模で 90%以

上のシェアを持つ独立行政法人日本学生支援機構

（以下「JASSO」という）の奨学金貸与事業とす

る。JASSO は国の様々な学生支援事業を総合的に

実施する文部科学省所管の独立行政法人である。

JASSO は「奨学金貸与事業」「留学生支援事業」

「学生生活支援事業」の 3 つの事業を担っている

が、本稿で扱う国内奨学金については「奨学金貸

与事業」において実施されているため、以下では

その制度概要について概観する。 

（２） JASSO奨学金貸与事業の性質と目的 

JASSO の奨学金貸与事業の主な性質及び目的

は以下の通りである。まず 1 つ目は、「教育の機
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会均等・人材育成」である。奨学金貸与事業は、

日本国憲法（第 26 条） 10、教育基本法（第 4 条

第 3 項） 11に基づき、政府が責任を持って積極的

かつ確実に取り組むべき重要な教育施策と認識さ

れており、経済的理由により就学に困難がある優

れた学生等に対し、教育の機会均等及び人材の育

成の観点から実施されている。2 つ目は、「公共

性」である。奨学金貸与事業は、公共性の見地か

ら確実に実施する必要があり、JASSO は独立行政

法人として、同事業を安定的かつ効果的に実施す

る役割を担っている。そして 3 つ目は「貸与制」

である。JASSO の奨学金貸与事業は、限られた財

源の中で奨学金を希望する学生を幅広く対象とす

る必要がある。また返還を通じて学生の自立心や

自己責任を生む効果や、社会への貢献・還元の意

識の涵養等の教育的効果も勘案し、制度創設以来

貸与制が採られている。 

なお、同事業は、国が資金提供を行い、大学等

の教育機関が具体的な奨学金の貸与の手続を実施

し、JASSO が総括及び回収業務を行うという、国

と大学等の教育機関、JASSO の三者の連携協力に

より成り立っている。大学等の教育機関は、奨学

金の貸与資格の確認や資金貸与の手続、奨学生の

卒業後の返還に係る指導といった多くの業務を担

っており、JASSO の運営する奨学金貸与事業にお

いて非常に重要な役割を果たしている。 

（３） JASSOの提供する奨学金の種類 

JASSO の奨学金は大きく 2 種類に分類でき、無

利子の第一種奨学金と有利子の第二種奨学金があ

る。 

（４） 第一種奨学金 

第一種奨学金は無利子であり、JASSO の前身で

ある日本育英会により昭和 18 年より開始されて

いる。対象は、大学院、大学、短期大学、高等専

門学校、専修学校専門課程に在学する、特に優れ

                                                   
10 「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力

に応じて、ひとしく教育を受ける機会を有する。」 
11 「国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、

経済的理由によって修学が困難な者に対して、修学の措置を講

じなければならない。」 

た学生及び生徒で経済的理由により著しく就学困

難な者である。具体的な貸与基準として、本人の

学力と家計状況の 2 つが挙げられる。学力面につ

いては、「高校成績が 3.5 以上」または「大学成

績が学部内において上位 3 分の 1 以内」の条件の

いずれかを満たす必要がある。家計基準は、収入

形態、家族構成、家庭事情により異なる。また、

貸与月額は図表 

表 1 の通り学生自身が選択することができる。

奨学金の返還は卒業後 20 年以内に完了する必要

があるが、返還システムの詳細については第 6 項

において述べることとする。 

さらに、平成 24 年度より第一種奨学金が包含す

る形で所得連動返還型無利子奨学金制度が新設さ

れた。この制度は第一種奨学金の貸与を受けた本

人が卒業後に一定の収入（年収 300 万円）を得る

までの期間返還期限を猶予することで、将来の返

還の不安を軽減し安心して就業できるようにする

ことを目的としている。対象者の要件は、①平成

24 年以降の大学院を除く第一種奨学金採用者、②

家計支持者の所得金額（父母共働きの場合は父母

の合算額）が給与所得12のみの世帯の場合は年間

収入金額が 300 万円以下の者13、の両方に合致す

ることである。 

（５） 第二種奨学金 

第二種奨学金は有利子であり、昭和 59 年より開

始されている。対象学種は第一種奨学金とほぼ同

一だが、高等専門学校の 1～3 年生が対象外である

ことだけが異なる。貸与基準は、学力面及び家計

面の両面において第一種奨学金よりゆるやかな基

準となっている。具体的な貸与基準は以下の通り

である。学力面では、①学業成績が平均水準以上

と認められる、②特定の分野において特に優秀な

資質能力を有すると認められる、③大学における

学習に意欲があり、学業を確実に修了できる見込

があると認められる、という以上 3 つの要件のう

ち 1 つを満たしていればよい。また、家計基準は、

                                                   
12 給与所得は収入金額（税込）である。 
13 給与所得以外の世帯の場合は、収入金額から必要経費（控

除分）を差し引いた金額とし、当該換算金額は 200 万円以下

とされている。 
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第一種奨学金と同様に世帯人員や、就学者の有無

等によって異なるが、家計支持者の収入金額が選

考の対象となる。大学入学前の申込（予約採用）

における給与所得者の収入所得の目安は、4 人家

族の場合 1124 万円とされている。貸与月額は 5

段階から選択することができ、貸与期間中に必要

に応じて変更することができる。 

奨学金の返還は、第一種奨学金と同様、卒業後

20 年以内に完了する必要がある。返還利率は、政

令にて年 3%を超えないよう定められており、平成

19 年度採用者より「利率固定方式14」と「利率見

直し方式15」からの選択制が採られている。平成

26 年 3 月末現在、利率固定方式では年 0.82%、利

率見直し方式では年 0.20%であり、どちらも一般

的な教育ローンの利率よりかなり低くなっている

16。また在学中は利息が発生せず、この点も貸し

付けと同時に利息が発生する一般的な教育ローン

と異なる点である。 

（６） 奨学金申込から採用までの流れ 

① 申込の種類 

JASSO の奨学金は、その申込の時期でも 2 種類

に分類できる。進学前に申込を行う「予約採用」

と入学後に申し込む「在学採用」である。いずれ

の場合でも、申込から採用までの手続はインター

ネットを介するものを除いて学校を通じて行われ、

JASSO と奨学金貸与希望者の間で直接のやり取

りは行われない。 

 

（ア）予約採用の場合 

予約採用の募集時期は、第一種奨学金は進学の

前年の春、第二種奨学金は春から秋にかけてであ

る。募集及び申込は、在学あるいは出身高等学校

または専修学校を通じて行われる。 

進学前に奨学金希望者は、高等学校等を通じて

申込を行い、JASSO が奨学金採用候補者の選考を

                                                   
14 貸与終了時の利率を返還完了まで運用する方式。 
15 返還中概ね 5 年ごとに利率を見直す方式。 
16 政府系金融機関:年 1.85%（母子家庭等）または年 2.25%

（その他） 

A 銀行:年 2.975%（担保あり）または年 3.475%（担保なし）

（平成 27 年 1 月末現在） 

行う。その後、高等学校等を通じて採用候補者決

定通知が公布される。進学先が決定した後、

JASSO へ進学届を提出し、その後採用の決定が進

学先の学校より通知され、奨学金の振込が開始さ

れる。 

 

（イ）在学採用の場合 

募集時期は、進学後の春であり、入学年以降の

いずれの年でも申し込むことができる。学内選考

の後、学校がJASSOへ奨学金希望者の推薦をし、

JASSO にて選考が行われる。その後の流れは予約

採用の場合と同様である。 

JASSO の「平成 26 事業年度事業報告書」によ

ると、平成 25 年度新規貸与人員は第一種奨学金で

は 15 万 6950 人、第二種奨学金では 29 万 9992

人であった。そのうち、予約採用で採用された者

は第一種奨学金では 5 万 5697 人（第一種奨学金

貸与人員の 35.5%）、第二種奨学金では 21 万 3021

人（第二種奨学金貸与人員の 71.0%）であった。 

② 保証制度 

加えて、奨学金を申し込む際には、「人的保証」

と「機関保証」の 2 種類の保証制度のうちいずれ

かを選択する必要がある。保証制度は、奨学金の

貸与を受けた者が返還を延滞した場合においても、

返還を確実にするための制度である。人的保証と

は、連帯保証人と保証人の両方を選任して保証を

受けるものである。保証人は、原則として 4 親等

以内の親族で、連帯保証人とは別生計の者をいう。

一方、機関保証とは、一定の保証料を原則として

毎月の奨学金からの差引により払うことで、保証

機関（公共財団法人日本国際教育支援協会）が連

帯保証するものであり、連帯保証人及び保証人は

不要である。奨学金の返還に延滞が発生した場合、

JASSO は連帯保証人や保証人、保証機関に対して、

奨学金の返還請求を行う。 

③ 入学後の流れ 

採用後は、在学している大学等を通して JASSO

と奨学生の間の連絡が取られる。入学後奨学金に

加入する場合の相談や申請はもちろん、奨学金の
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継続申請や奨学金に関する諸々の相談なども学校

において行われる。 

奨学金制度の運営において JASSO と奨学生の

間を中継する存在として学校は重要な機関であり、

実際に JASSO は学校との連携を強化していく方

針を示している。特に重視されているのが、延滞

に関する大学等における取組である。現状で延滞

者17が発生している主要な要因の 1 つとして、奨

学金の猶予制度の周知不足が挙げられる。後節で

詳細を記述するが、「平成 25 年度奨学金の延滞者

に関する属性調査結果」においても、延滞者のう

ち、実に半分近くの人々が救済制度の存在を認知

していないことが示されている。よって延滞者の

発生防止のためには、返済者への猶予制度の周知

が必要であり、新たな延滞を防ぐためには、奨学

生との直接の窓口となっている大学等における取

組が重要である。 

そこで JASSO は、大学等における猶予制度の

周知を徹底するために、以下の 3 点の政策を実施

もしくは実施予定である。1 点目は、大学等の奨

学金担当者への説明会における猶予制度など返還

回収制度に関する具体的な説明である。2 点目は、

大学等による学生への返還説明会などにおける返

還回収制度の説明を求めることである。3 点目は、

学校ごとの奨学金延滞率の公表であるが、これは

平成 28 年度から実施の予定である。 

以上の取組に関して JASSO は各大学等に協力

の要請を行っているが、思わしい効果を上げてい

るとは言い難い状況にある。例えば、毎年度開催

されている制度等についての説明の場である奨学

金業務連絡協議会への各大学等の出席率は平成

21 年度から平成 25 年度の平均で 61.3%となって

おり、必ずしも大学等の奨学金回収策周知への取

組が積極的であるとは言えない18。また、上記の 1

点目、2 点目の政策は平成 21 年度から継続して行

われている政策であるが、返還の始まる初年度に

おける返還率は平成 21 年度から平成 25 年度で

                                                   
17 3 ヶ月以上奨学金返還を延滞している者を指すことが多

い 
18 独立行政法人日本学生支援機構第 2 期中期目標期間に係

る業務の実績に関する評価 

1%の改善に止まっている19。以上から、大学等に

おける延滞防止の取組は、未だに不十分であり、

特に大学等の取組への積極性に関してまだ改善の

余地があると考えられる。 

④ JASSO奨学金の貸与人数 

奨学金の貸与人数は近年一貫して増加傾向にあ

る。平成 14 年には約 80 万人であった利用者数は

12 年後の平成 26 年には約 1.7 倍の約 133 万人に

増加している。無利子である第一種奨学金は定員

数の関係から目立った増加は見られないが、第二

種奨学金は 40 万人から 87 万人に増加しており、

12 年間で 2 倍以上増えている。 

貸与人数増加の主な理由としては、平成 11 年度

から「きぼう 21 プラン奨学金」（新生第二種奨学

金）が発足したことが挙げられる。これは、従前

の第二種奨学金に代わる新しい有利子の奨学金制

度で、詳細は第 3 項で述べた通りである。この制

度の新設によって、貸与人員の大幅増や採用基準

の緩和、貸与月額の選択性の導入などが行われ、

より利用しやすくなった。それに加えて、教育費

用の負担額の増加や家計収入の減少なども貸与人

数増加の理由として合わせて挙げられる。 

事業費も大幅に拡大しており、平成 14 年の事業

費は全体で約 5225 億円、そのうち第一種が約

2215 億円、第二種が 3010 億円であった。それに

対して平成 26 年の事業費は全体で約 1 兆 804 億

円、そのうち第一種が約 3010 億円、第二種が約

7794 億円と、貸与人数と同様に全体で 2 倍以上に

増加している。 

図 3 は第一種・第二種の奨学金貸与人数を、第

一種・第二種奨学金の対象学種である大学、大学

院、短期大学、高等専門学校、専修学校専門課程

に在籍する学生数で割った貸与率のグラフである。

グラフを見ればわかる通り、貸与率は一貫して増

加している。 

貸与奨学金事業は奨学金利用者の返還金が新し

い奨学生への貸与資金になる、という仕組みで維

持されているので、確実な資金回収が重要である。

                                                   
19 独立行政法人日本学生支援機構返還金の回収状況につい

て（平成 26 年 10 月 31 日） 
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実際に、日本学生支援機構「JASSO 日本学生支援

機構概要 2015」によると、平成 27 年度の財源は

奨学金の財源のうち貸付回収金が占める割合は第

一種奨学金では 2,380 億円（財源の 75.0%）、第

二種奨学金では 4,796 億円（財源の 60.2%）、奨

学金事業全体でみると7176億円（財源の64.4％）

を占め、奨学金事業の財源は貸付金の回収に大き

く依存している。 

⑤ 貸与終了から返還完了までの流れ 

JASSO の返還方法は、平成 10 年 3 月卒業・貸

与終了の奨学生から、口座振替（リレー口座20）

による返還の方法が採られている。奨学金の貸与

終了後、金融機関でリレー口座加入申込手続を行

い、卒業年の 10 月より奨学金の返還が開始される。

返還は、原則として月賦または月賦・半年賦併用21

のいずれかの割賦方法を選択することとなってい

る。病気や災害、未就職や経済的な事由で返還困

難等の事項に該当しない者は、リレー口座から毎

月 27 日（半年賦は 1 月及び 7 月の 27 日）に振替

が行われ、借入残高がなくなり次第返還完了とな

る。 

先ほども述べたように、JASSO の奨学金が貸与

制をとっている以上、奨学金の返還による資金回

収は制度を維持するために不可欠なことである。

しかしながら、奨学生がさまざまな事情により返

還が困難になるという場合も十分に想定される。

そのため、JASSO の返還制度のなかにはそのよう

な奨学生のための救済措置が設けられている。次

項ではこの救済措置について述べる。 

⑥ 返還期限猶予制度・減額返還制度・免除制度 

奨学金制度における救済措置には、返還期限猶

予制度、減額返還制度、返還免除制度の 3 つの制

度がある。 

                                                   
20 金融機関の口座からの自動引落に使用する口座の愛称。

奨学金を先輩から後輩へ引き継ぐという意味が込められてい

る。 
21 貸与総額の 2 分の 1 を月賦、残りの 2 分の 1 を半年賦で

返還する方法。 

・返還期限猶予制度 

返還期限猶予制度とは、一定の事由に該当する

場合に返還を猶予されるという制度である。奨学

金は大学や大学院等に在学している間は、在学届

の提出をすることによって返還を猶予されるので、

在学中は要返還期間に入らない。在学していない

場合で、災害・傷害・生活保護の事由があるとき、

または入学準備・失業・年収 300 万円以下の低所

得等の事由があるとき、その事由が続いている期

間中 1 年ごとに願い出ることによって、奨学金の

返還が猶予される。ただし後者の場合、この猶予

が通用する期間は通算して 10 年である。基準に合

致した 290,440 件（在学猶予 152,879 件、一般猶

予 137,561 件）について返還期限の猶予が承認さ

れている。 

・減額返還制度 

減額返還制度は災害、怪我、病気、経済的理由

などにより奨学金の返還が困難となっている者の

うち、当初の割賦金額を減額すれば返還が可能に

なる者を対象として当初の返還額よりも少ない額

を返還することを認める制度である。家計収入な

どの一定の要件を満たしている場合、これを申請

することによって一定期間返還月額を 2 分の 1 に

減額し返還期間を延長する。そうすることで、奨

学生本人の負担を軽減し、資金回収を促進するこ

とができるとされている。この制度は平成 23 年 1

月から運用され、審査基準に合致した 16,017 件が

承認されている。 

 

（1）（2）の制度を利用し、病気が快復したり、

家計が好転したりした場合、金融機関にてリレー

口座への加入申込手続を再度行い、返還を再開す

ることとなる。 

・返還免除制度 

返還免除制度は、全奨学生を対象として、奨学

生の死亡、または精神及び身体の障害により返還

が不可能になった場合、必要書類等を提出するこ

とによって返還未済額の全部または一部が免除さ

れる、という制度である。また、従来の免除制度
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に加えて、学業成績によって返還が免除される制

度も導入されている。平成 16 年度以降に大学院無

利子奨学金の貸与を受けた学生で、在学中特に優

れた業績を挙げそれが機構に認定されれば、貸与

終了時において一部または全部の奨学金返還を免

除される。さらに平成 27 年度以降の大学院博士

課程進学者は，奨学生採用時に大学からの推薦に

より返還免除の内定者となることができるように

なった。平成 26 年度における利用件数は 18936

件、免除総額は 316 億円となっている。 

このように奨学金貸与事業は絶対の返還を強い

るものではなく、奨学生の事情に応じた返還にあ

る程度は対応できる仕組みが整えられている。 

しかし実際には、以上のような返済制度や救済

措置が設けられているにも関わらず、奨学金返還

を延滞してしまう者が存在する。以下ではこのよ

うな奨学金返還延滞者について述べていく。 

２ 奨学金返還延滞者の現状 

（１） 返還延滞者の人数 

奨学金事業の貸与人員、貸与額が増加し年々規

模が拡大している中で問題となっているのが延滞

の存在である。図 4 は平成 16 年から平成 24 年の

9 年間における貸与人員と延滞債権数の推移を表

したグラフであり、図 5 は同期間の貸与額及び延

滞額の推移を表している。平成 24 年現在、延滞者

数は 33 万 4000 人となり 9 年間で約 1.3 倍になっ

ており、延滞額は 2682 億円にも上っている。ま

た、表 3 の回収率の推移を見てみると、当該年度

内に回収すべき返還金の回収率（当年度回収率）

は平成 19 年度の 93.7％から 95.7％になる見込み

で、改善傾向にある。一方、延滞債権の回収率（延

滞回収率）は 7 年間ほぼ横ばい状態で改善が見ら

れない。また、今年の 10 月 21 日には財務相の諮

問機関である財政制度等審議会が、財政投融資分

科会を開いた。そこでは第二種奨学金事業（有利

子）が取り上げられ、原資における財政投融資か

らの借り入れ分が大きな割合を占めている状況を

踏まえ、所管する文部科学省に対し、増加傾向に

ある延滞金対策の徹底を求める意見が多く出た。

以上からわかるように、奨学金事業の持続可能な

運営が求められる中、延滞している返還金の確実

な回収は喫緊の課題である。 

（２） 延滞が発生した場合の資金回収の流れ 

口座からの振替ができずに延滞となった場合、

延滞金が発生する。第一種奨学金の場合、所定の

返還期日を 6 ヶ月過ぎるごとに、延滞している割

賦金の額に対し、5%の延滞金が課される。なお、

平成 17 年 4 月以降に奨学生として採用された者

及び第二種奨学金の場合は、延滞している割賦金

の額に対し、返還期日の翌日から年 10%の割合で

延滞している日数に応じて延滞金が課される。ま

た、延滞が発生すると、本人、連帯保証人、保証

人に対して文書や電話による督促が行われる。本

人らと連絡が取れた場合、減額返還や返還猶予の

提案が行われることがあるが、延滞期間が 3 ヶ月

にわたると、個人信用情報機関へ延滞者の情報の

登録がなされる。個人信用情報機関へ延滞者とし

て登録されると、その情報を参照した金融機関等

がその人の経済的信用が低いと判断することがあ

る。その結果として、クレジットカードが発行さ

れなかったり、利用が止められたりする可能性が

ある。また、自動車ローン及び住宅ローン等の各

種ローンが組めなくなる場合もある。延滞期間 9

ヶ月になっても入金も連絡もない場合は民事訴訟

法に基づき法的措置が執られ、強制執行の手続や

保証機関による強制執行に至るまでの法的措置、

給与や財産の差し押さえがなされる。 

しかし、このような救済措置利用の提案や督促

制度が設けられているのにも関わらず、第 2 項で

示した通り、延滞者は平成 24 年の時点で約 29 万

人、滞納額は 2682 億円に上っている。 

このような延滞者はいったいどのような特徴を

持っているのだろうか。次項では、延滞者の特徴

について、JASSO の「平成 25 年度奨学金の延滞

者に関する属性調査結果」より検証していく。 

（３） 延滞者の特徴 

JASSO の「平成 25 年度奨学金の延滞者に関す

る属性調査結果」では、①平成 25 年 10 月末時点
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で奨学金返還を 3 ヶ月以上延滞している者（以下

「延滞者」という）、②平成 25 年 10 月末時点で

奨学金返還を延滞していない者（以下「無延滞者」

という）を調査対象としており、延滞者と無延滞

者を比較して延滞者の特徴をつかむことが可能で

ある。 

① 本人の職業及び年収について 

本人の職業（表 4）をみてみると、延滞者は無

延滞者に比べて「常勤社（職）員」の割合が低い

（無延滞者 67.9％、延滞者 36.2％）。また、延滞

者は「無職・失業中／休職中」（15.8%）、「非

常勤社（職）員」（14.7％）、「任期付常勤社（職）

員」（8.4％）等、現在仕事をしていない人や、非

正規労働者が多いことがわかる。 

本人の年収（図 6）について延滞者と無延滞者

を比較すると、延滞者では「100 万～200 万円未

満」と回答した者の割合が最も高いのに対して

（24.0％）、無延滞者では「200 万～300 万円未

満」と回答した者の割合が高い（25.6％）。全体

的に無延滞者に比べて延滞者の収入は少ないこと

がわかる。 

② 延滞理由について 

延滞が始まった理由（きっかけ） （表 5）に関

して、「家計の収入が減った」と回答した者の割

合が最も高く（72.9％）、ついで「家計の支出が

増えた」と回答した者の割合が高い（34.5％）。 

延滞が継続している理由（表 6）に関しては「本

人の低所得」と回答した者の割合が最も高く

（51.1％）、次いで「奨学金の延滞額の増加」と

回答した者の割合が高い（29.9％）。また、親が

奨学金を返還する約束をしており、かつ経済的に

困難な状態にあると回答した者が 17.7％いること

がわかった。 

③ 今後の返還の見通しについて 

今後の返還の見通しに関して、「返還できない

と思う」、「わからない」と回答した者の割合は

「現在における返還の見通し」（表 7）について

は 16.9％、「2～3 年から数年以上経過した時点に

おける見通し」（表 8）について 25.9％となって

いる。それに対して、「決められた月額等を返還

できると思う」と答えた者は, 表 7 では 32.6%、

表 8 では 39.8％であり、決められた月額よりも少

ない額を返還できると答えた者は、表 7 では

50.5%、表 8 では 34.2％である。よって少なくと

も現在において、延滞者の 8 割以上が決められた

月額等の満額、または一部を返還できるという状

況にあるということがわかる。 

④ 制度の認知状況 

一方、延滞者に返還期限猶予制度の認知状況（表 

9）を問うと、延滞者の 53.6%が「猶予制度を知ら

なかった」と回答している。また、「猶予制度を

知っている」と回答した人の中で申請中、申請準

備・検討中の人の割合（表 10）は 20.2%に止まり、

延滞中で猶予制度を知っているのにも関わらず猶

予制度を「一度も利用したことがない」と答えた

人の割合は 25.6%にも上った。また、減額返還制

度の認知状況（表 11）を問うと、延滞者の 54.4%

が「減額制度を知らない」と答えた。よって、経

済的理由で延滞をしている人が多いにも関わらず、

救済制度の適切な認知と利用が達成されていない

ことがわかる。 

以上のことをまとめると、延滞者の特性として、

延滞者は無延滞者に比べて不安定な雇用状態にあ

ること、延滞者は無延滞者に比べて収入が低い者

が多いこと、などがわかり、救済制度の認知度が

低いことも分かった。しかし、奨学金延滞と家計

などさまざまな要因との関係は他の要因を考慮し

て結論を出すべきであり、この調査結果だけでは

延滞者の特徴が十分に明らかになったとは言えな

い。 

３ 問題意識 

以上より、貸与奨学金事業においては奨学生に

よる返還が制度維持のために不可欠であるにも関

わらず、奨学金返還延滞者が存在することがわか

った。JASSO の奨学金が貸与制をとっている以上、

奨学金の返還による資金回収は制度を維持するた

めに不可欠であり、延滞額や事業費に占める割合

から考えても、その存在は問題であると言える。 
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よって今回我々は問題意識として、「貸与金の

回収が制度維持のために重要である貸与型奨学金

制度において、延滞者が存在するのは問題である」

と設定した。延滞者に働きかける政策を行うには、

彼らの詳細な特徴を探る必要がある。先ほど挙げ

た「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査

結果」では延滞者の特徴について大まかな結果が

得られたが、この調査項目だけで延滞者の特徴が

十分に明らかになったとは言えない。よって本稿

では、リサーチクエスチョンを「奨学金返還延滞

者の特徴がどのようなものであるか」と置き、こ

れについて研究を進めた。先行研究及び本稿の位

置づけ 

４ 先行研究 

本節では今回の研究テーマに関わる先行研究に

ついて述べる。我々の知る限り、日本において奨

学金の延滞者の詳細な特徴について回帰分析を行

っている研究は存在しない。よって今回は海外の

研究を参考にし、研究を進めた。 

海外では、一定の期間以上奨学金を延滞してい

る者の年齢や性別、所得などの個票データを用い

た研究が数多くなされている。以下ではそれにつ

いて概観していく。 

Dynarski（1994）は、National Postsecondary 

Student Aid Study のデータを用いて、デフォル

トしている者（161 日以上に渡り GSL（日本にお

ける貸与奨学金と類似の制度）の返還を行ってい

ない者）とそうでない者の様々な側面について比

較を行っている。具体的には、①年齢や家族環境、

②債務履行能力、③学歴などの教育的特徴、に関

する変数を用いて、これらの要因がデフォルトに

与える影響に関して、ロジスティック回帰分析に

よる分析を行っている。分析の結果としては、卒

業後の所得がデフォルトの大きな決定要因となる

こと、高校や高等教育を中退した者はデフォルト

の確率が高くなること、が得られた。これらの結

果から、奨学金のデフォルトを減らす取組として、

月の返還額を削減することが有効であるが、政府

にとっては債権回収期間が伸びることによる金利

変動リスクが高まり、政府支出が増加する可能性

がある、と結論付けている。 

Flint（1997）ではアメリカにおける学生ローン

（日本における貸与型奨学金と類似の制度）のデ

フォルト（181 日以上に渡り返還を行っていない

者）に影響を与える要因について、The Student 

Loan Recipient Survey （SLRS）を用いて研究

を行っている。この調査では学生の個人的属性、

ローンの種類などの項目に加え、教育機関の規模

やカウンセリングの有無などの調査項目が充実し

ており、デフォルトに陥る要因について個人的側

面のみならず教育機関の役割等の側面も考慮して

分析することが可能となっている。分析では、経

済的側面、社会学的側面、心理学的側面を考慮し

て、①学生の個人的属性、②学校の属性、③大学

での学習状況、④ローンの属性、⑤卒業時のカウ

ンセリングに関する変数組み込み、ロジスティッ

ク回帰分析を行っている。分析の結果、貸与者か

らローンの情報を得ることがデフォルトとなる可

能性を低くすること、複数のローンを抱えている

とデフォルトになるリスクが高まることが示され

た。また、可処分所得が低く、自身の専攻分野と

関連性の低い職に就いている人もデフォルトする

確率が高いという結果も出ている。この研究では

特に教育機関やカウンセリングが返済にいかに影

響を与えるかに着目して分析を行っていたが、そ

れらの変数についてデフォルトする確率の推定で

は有意な結果は得られず、今後さらに詳細な研究

がなされることが期待されている。 

 

Hillman（2014）では、アメリカにおける学生

ローンのデフォルト（271 日以上に渡り返還を行

っていない者）について、学生の属性だけではな

く学校面の要因にも着目し研究を行っている。具

体的には、①学生の社会経済的、学力的、人口統

計的特性はどの程度デフォルトと関係があるのか、

②学校の特性はどの程度デフォルトと関係がある

のか、というリサーチクエスチョンのもと、2003

年度から 2009 年度にわたって高校卒業後の生徒

を大学の 1 年時点から追跡した全国規模調査であ
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る Beginning Postsecondary Students survey を

用いて、ロジスティック回帰分析を行っている。

サンプル数は 5400 で、被説明変数に 2009 年時点

で延滞しているか否かのダミー変数を置き、学生

の属性や特徴に関する変数（年齢・性別・人種な

どの変数、家計収入などの社会経済的変数、専攻

や GPA などの教育的変数、雇用状態など）と学

校の特徴に関する変数（2 年制か 4 年制か、私立

か公立か、私立ならば営利か非営利か）を置いて

いる。 

その結果、①営利目的の私立大学に通っている

学生はそうでない学生に比べて延滞しやすい、②

学生個人の奨学金貸与額はその学生が延滞するか

どうかに対して影響を与えない、③アフリカ系ア

メリカ人やヒスパニックは白人の学生に比べて延

滞しやすい、④低所得家庭出身者の学生や扶養家

族がいる学生はそうでない学生に比べて奨学金を

延滞しやすい、⑤学位や仕事を得ていない人は得

ている人に比べて延滞しやすい、ということがわ

かった。 

筆者は以上の結果を踏まえた結論として、今後

の研究においてはより詳細な学校に関する変数を

入れた分析をするべきであると指摘しながら、大

学における奨学金に関するカウンセリングと広報

の量と質の向上、大学による学生の返済状況や就

職などについての結果報告制度の導入、信用格下

げなど延滞に対する一時的な制裁の設置などを提

言している。 

我々の研究ではこの Hillman（2014）の分析の

枠組みを主に参考とした。 

５ 本稿の位置付け 

本稿において、我々は問題意識を「貸与金の回

収が制度維持のために重要である貸与型奨学金制

度において、延滞者が存在するのは問題である」

と設定した。この問題の解決策を探るため、本稿

ではリサーチクエスチョンを「奨学金返還延滞者

の特徴がどのようなものであるか」と置き、これ

について研究を進めた。 

先ほど挙げた「平成 25 年度奨学金の延滞者に関

する属性調査結果」では延滞者の特徴について調

査しているが、先述の通りこの調査結果だけで延

滞者の特徴が十分に明らかになったとは言えない。

以上のような理由から延滞者の特徴に関する、よ

り詳細かつ正確な回帰分析による研究が必要であ

ると考えられる。しかし我々の知る限り、日本に

おいて奨学金の延滞者の詳細な特徴について回帰

分析を行っている研究は存在しない。海外の研究

では、回帰モデルを用いて延滞者の特徴について

さまざまな社会経済的変数を採用し分析を行って

いる。本稿ではこれらの研究手法を参考とした分

析をし、研究を行った。本研究におけるオリジナ

リティとしては、①日本のデータを用いて延滞者

の詳細な特徴について回帰分析を行う点、②大学

の奨学生の関与に関する変数を採用する点、以上

の２点を挙げる。次章ではこの詳細について述べ

る。 

Ⅲ 理論・分析 

１ 仮説と理論 

本稿の分析においては、現状と先行研究から①

所得が高いこと、②大学側が学生に積極的に関与

していること、以上の 2 点が奨学金返還延滞の確

率を下げるという仮説を検証する。この仮説の検

証に当たっての理論としては、先行研究でも行わ

れているように、奨学金の延滞には個人の年齢や

出身家庭の所得、学歴などが影響するというもの

を用いる。 

２ 使用するデータ 

本稿では、東京大学大学院教育学研究科大学経

営・政策研究センターが調査を行った「高校生の

進路についての追跡調査（第 1 回～第 6 回），

2005-2011」を用いて分析を行う。本調査は、「高

校生の将来の進路展望と実際のその後の進路状況

をお聞きし、日本の教育政策の参考とすることを
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目的とした追跡調査」22である。今回の仮説検証

にあたって、出身家計の所得や大学卒業後の所得

などが把握できるデータが必要であり、本調査は

これらを満たすため本調査のデータを用いた。ま

た、本調査は複数の年度に渡っているが、今回の

分析においては、第 6 回時点での経験などによる

個人属性を示すクロスセクション・データとして

利用する。 

３ 推定式 

今回は被説明変数が延滞するか否かであるため、

ロジスティック回帰分析を用いる。分析で用いる

推定式は以下の通りである。 

 

延滞可能性      私立  大   公立短大

   私立短大   男性

   出身家計年収

    成績  以上割合

   本人所得   就職支援   

  誤差項 

 

後節で詳細を述べるが、就職支援以外の変数は

先行研究の分析に倣った。 

４ 変数選択 

（１） 被説明変数 

本稿では、被説明変数として、第 6 回調査（最

終調査）における「奨学金の返還が負担になりそ

うか」という質問項目を用いる。本来は「奨学金

を延滞しているかどうか」のダミー変数を置くべ

きだが、今回使用する「高校生の進路に関する追

跡調査」では奨学金を実際に延滞しているかどう

かの質問項目は存在しない。よって本稿では当該

項目で代用する。最終調査時点では調査対象者の

62.2％が就職しており、自身の実際の経済的状況

に即して「奨学金の返還が負担になりそう」と判

断していると考えられるため、信頼性があるもの

                                                   
22東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センタ

ー、高校生調査＜

http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/cat77/cat81/＞

（25/10/2015） 

であると考えることができる。また、「平成 25

年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」にお

いて、下の表 12 で示した通り、延滞者の 80.9%

が奨学金の返済を負担に感じている一方で、無延

滞者の場合はその割合が 37.3%に過ぎないことが

わかる。このことからも負担感が実際の延滞をあ

る程度反映していると考えられる。よって、本稿

では第 6 回調査において「奨学金の返還が負担に

なりそうだ」と回答した人は「奨学金返還を延滞

する可能性がある」と考える。 

（２） 説明変数 

下記の表 13 では採用した説明変数とその仮説、

表 14 では変数の定義を記す。以下の変数中、「就

職支援」以外は先行研究において共通して用いら

れていた変数を採用した。ただし、人種などの変

数は日本においては影響がないと考えられるため

今回の分析からは除いた。奨学金の総借入額に関

しては、データの制約上入手出来なかったが、

Hillman（2014）において奨学金の借入額はデフ

ォルトに影響しないという結果が出ているため、

推定結果に大きな問題は生じないと考えた。また、

就職支援の充実度に関しては、調査対象が高校を

卒業した 2006 年の 11 月の第 3回調査の項目であ

り、各学校に入学後 1 年目の学生が回答した結果

となっている。よって、実際に行われる就職支援

自体の充実度を正確に反映しているかについては

疑問が残るが、学生の就職支援の充実度への期待

はそれまでの大学側の学生への働きかけなどによ

って形成されるため、大学の学生への関与度合い

を示す変数としては、有効だと考えた。 

ところで、有職ダミーと就職支援の充実度を同

じモデルに投入することによって多重共線性の発

生が考えられる。しかし、有職ダミーと就職支援

の充実度の変数の相関係数は 0.1345 と低い値と

なっている。これは上述の通り、就職支援の充実

度に関しては調査対象が各学校に入学後 1 年目に

回答した結果となっていることから、必ずしも、

就職支援自体の充実度を正確に反映していない可

能性が影響していると考えられる。よって、本稿
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では両変数間で多重共線性は発生していないと判

断し、両変数をモデルに採用した。 

分析の結果、出身家計年収、本人収入、就職支

援に関して、統計学的に有意な推定結果を得た。

以下で、それぞれについて以下で詳細を記述する。 

まず、出身家計年収に関しては、出身家計年収

が高いほど将来の奨学金の負担感の予想が低くな

るという結果を得た。これは、今回の 4 年制大学

や短大という区分では区別できなかった学歴の差

が本変数に代理されてしまった可能性や、いざと

いう時には親の援助に頼れる可能性があることな

どが影響した結果ではないかと考えられる。次に、

本人収入に関しては、現在収入があることで将来

の奨学金の負担感の予想が低くなるという結果を

得た。これは、所得があることで、学生を含めた

所得の無い者に比べて、将来の所得をより確実に

見込めるためだと考えられる。最後に、就職支援

に関しては、大学側の就職支援が充実していると

学生が感じているほど、将来の奨学金の負担感の

予想が低くなるという結果を得た。これは、仮説

の説明において述べたとおり、就職支援の充実度

が大学側の学生への関与度合いを示しており、就

職支援が充実している大学程、奨学金に関する情

報がより学生に伝わりやすいことを反映した結果

だと考えられる。 

以上の結果を踏まえて次章では政策提言を行う。 

Ⅳ 政策提言 

第 1 章第 2 節第 3 項で述べた通り、延滞者属性

調査において延滞者は無延滞者と比べて所得帯が

低いことがわかった。先行研究においても、本人

所得が高いほどデフォルトの確率が低くなること

が示されていた。そこから我々は、本人所得が高

いほど延滞の確率が下がるという仮説を立て、分

析をしたところ、仮説通りの結果が得られた。こ

の結果を踏まえると、本人所得の高低とともに延

滞の確率も変化すると考えることができるので、

我々は第 1 の政策提言として、所得連動型奨学金

返還制度を提言する。 

また、第 1章第 1節第 4項で述べた通り、JASSO

と奨学生をつなぐ大学の役割は重要であるが、大

学が担う取組は十分ではない。先行研究では、分

析結果からではないものの、奨学生へのカウンセ

リングの重要性が示唆されていた。そこから我々

は、大学側の学生への関与が延滞の確率を下げる

という仮説を立て、分析をしたところ、仮説通り

の結果が得られた。この結果を踏まえると、大学

側の学生への関与を促進する政策が延滞の確率を

下げると考えることができる。よって第 2 の政策

提言として、卒業生の延滞率が一定の値を超えた

大学等を改善指定校として設定し、改善計画を提

出させることを義務づけて、大学に対する意識改

革を促す政策を提言する。以上 2 つの政策を提言

することで、延滞問題解決を目指す。 

１ 所得連動型奨学金返還制度 

（１） 分析結果及び現状を踏まえた考察 

本稿の分析から、本人所得が低いと将来奨学金

の返還が負担になりそうだと回答する確率が高く

なることがわかった。この分析結果から、本人所

得が低い者ほど延滞の確率が高まると考えること

ができる。現状分析で述べた通り、延滞者属性調

査においても、延滞者は無延滞者よりも所得帯が

低いことが示されている。また同調査では、延滞

者の 8 割以上が決められた月額等の満額、または

一部を返還できるという状況にあるということが

示されている。このうち満額を返還することはで

きないが一部を返還することができると答えた人

は延滞者のうち 5 割にのぼる。このことから、返

還者の所得に応じて柔軟に毎月の返還額を変化さ

せる仕組みを整える必要性があることが考えられ

る。 

現状分析で述べた通り、経済的理由により奨学

金の返還が困難である場合に利用できる複数の制

度が既に存在しており、返還猶予制度、減額返還

制度、現行の所得連動返還型無利子奨学金制度で

ある。各制度の概要は現状分析の章において述べ

た通りであるが、現行制度には複数の問題点があ

る。具体的には、①現行の所得連動返還型無利子
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奨学金制度では、年収 300 万以下の場合は返還が

猶予されるが、300 万円を少しでも上回ると通常

の返還額を払うことになり、差が大きいこと、②

現行の所得連動返還型無利子奨学金制度の対象は

無利子奨学金の貸与を受けている者のうちの一部

だけであること、③現行の所得連動返還型無利子

奨学金制度や猶予制度において猶予認定を受ける

ためには毎年所得証明書等を提出する必要があり、

手続きが煩雑であること、④現行の所得連動返還

型無利子奨学金制度における猶予は無期限である

が、一般猶予の場合は最長 10 年という期限が設け

られているため、同じ所得であっても出身家計所

得により受けられる猶予期間が異なるという点に

おいて不公平であること、などが挙げられる。 

以上を踏まえると、すべての奨学生が所得に応

じた段階的な返還が行えるよう制度を整えるべき

であると考えられる。この制度導入において大き

な役割を果たすと考えられるのが、平成 28 年 1

月から運用が開始される社会保障・税番号制度（以

下、マイナンバー制度）である。我々は本稿にお

いて、マイナンバーを利用した所得連動型奨学金

返還制度を提言する。以下では具体的な制度内容

について述べる。 

（２） 提言内容 

対象は無利子・有利子奨学金両方の利用者とし、

奨学金貸与の際に本人のマイナンバーを登録し、

そこから JASSO が奨学金利用者の所得を把握す

る。また、新制度導入以前に奨学金の貸与及び返

還を開始した者も対象とし、制度適用を希望する

者に対してはマイナンバーの登録を要請する。

JASSO はマイナンバーにより取得した返還者の

所得情報に基づいて、所得額に応じて段階的に毎

月の返還額を設定する（図 7）。返還額の設定方

法については、返還者の所得額等の情報を収集し、

正確なデータに基づいて、可能な限り最大限の返

還者が延滞することなく返還できるような基準を

決定する。従来通り返還猶予制度と減額返還制度

自体は存続させる。新制度のもとでは、猶予基準

及び減額基準に該当する所得の者に対しては、

JASSO がマイナンバーによって把握した所得額

から猶予制度の利用ができることを通知する。こ

れまでは制度利用をする際には、自分が制度適用

されるかを自分で判断し、証明書等を提出して申

請を行う必要があった。そのためか、延滞者属性

調査においても猶予制度や減額返還制度に対する

認知度が低いことが示されていた。提出書類の数

が多く、書類に不備があることも多い。マイナン

バーによって把握した所得等の情報によって

JASSO 側から返還者に働きかけ、猶予制度や減額

制度の利用ができること、延滞した場合に被る不

利益を明確に伝えることを徹底することによって、

適切な制度利用を実現し、延滞防止を目指す。 

今回提言する制度は、返還者自身の返還総額を

変動させるというものではない。返還総額を変動

させてしまうと、所得に応じた少ない総返還額と

する、という判断を下した時点では満額を返還す

る能力がなかったが、数年後にそれよりも多い額

を返還できる十分な所得を得られるようになった

場合に問題が生じる。つまり、設定された総返還

額よりも多くの額を返還能力があるにも関わらず

それよりも少ない返還総額のみを返還する、とい

う事態が生じうるからである。 

また、所得に応じて設定された額よりも多い額

を払って、早期に返還を済ませたいと考える人が

存在することも十分に考えられる。よって本提言

では、現行の繰上返還制度と同様に、毎月の返還

額の増額を願い出ることによってそれを可能とす

ることとする。この増額申請制度は、本人の所得

に応じて返還額を設定すると額が低くなるが、配

偶者の高所得により生計を立てておりその必要が

なく、返還の長期化を望まない場合などにおいて

有用な制度となる。 

返還額と所得を連動させて奨学金を返還すると

いうシステムは、現在文部科学省の『所得連動返

還型奨学金制度有識者会議』においても検討され

ている。文部科学省へのヒアリングの結果、

JASSO はこの所得連動返還型奨学金制度だけで

はなく、所得返還期限猶予制度の申請や返還残高

の通知の送付など奨学金制度全般において利用し

ようと計画している、という回答が得られた。現



66 

 

在検討中の事案であるため、今後どのように結論

が出されるかは知りようもないことではあるが、

本稿では、分析結果や有識者会議の内容、JASSO

や文部科学省の方針を踏まえて、我々が考える政

策をここで提言する。 

マイナンバーの登録範囲は、本制度では本人の

みを想定する。もちろん、形式的な所得額が同じ

であっても、家族構成や世帯の中に収入がある人

が何人いるか、その収入額はいくらか、などのさ

まざまな事情で実質的な所得額は変わってくる。

これらの点を踏まえると本人のみならず家族のマ

イナンバーを把握し彼らの所得を取得する必要が

あることは十分に考えられる。しかし、我々が提

言を行う制度においては、先述の通り配偶者の所

得により生計を立てている等の場合は願い出によ

って返還額の増額を可能とする制度を併せて提言

している。そのため、実質的な所得がある返還者

が返還期間の延長によって利子が蓄積し、最終的

な返済額が増える猶予制度を利用するとは通常は

考えにくい。よって我々が提言する制度において

は、マイナンバーで所得を把握する範囲を本人以

外に拡大して実質的な所得を考慮する必要はない。

実際に文部科学省にヒアリングを行ったところ、

将来的には拡大される可能性もあるが、現在検討

されている内容としては原則として本人のみであ

るということであった。 

また、確実に資金回収を行う手段として変動さ

せた返還額を源泉徴収から引き落とすという手段

が考えられる。この問題についてはまさに現在有

識者会議において検討されている議題であり、実

際に源泉徴収を行うか口座振替を続けるかという

議論がなされる予定である。源泉徴収による引き

落としを採用した場合、さまざまな問題が生じる

可能性がある。例えば、返還義務のある者が専業

主婦または主夫であり、本人の所得が 0 円で配偶

者の扶養に入っている場合には、配偶者の源泉徴

収から返還額が引き落とされることになるが、必

ずしも扶養者が返還者であるというわけではない、

という場合が挙げられる。また、文部科学省への

ヒアリングの結果、源泉徴収から引き落とす方式

とした場合、遺産や資産等で生計を立てている比

較的裕福な者からの返還が困難になり、また実際

の制度導入には「国税庁等との調整が必要であり、

国として大きな議論が必要になると考えられる」

ということがわかった。以上のように、源泉徴収

を今回の減額返還制度に導入するには解決すべき

課題が多くあり、また実務上の難点も存在してい

る。よって源泉徴収を導入するには多くの時間を

要することが想像されるが、先述した財政投融資

分科会などにおいても奨学金返還延滞問題の早期

解決が望まれている。したがって現段階では、

JASSO がマイナンバーを利用して所得を把握し

た上で返還額を増減させ、返還者が口座振替にて

返還する、という方式をとることが最適な方法で

ある。 

２ 学校に対する意識改革 

（１） 分析結果及び現状を踏まえた考察 

本稿の分析から、大学が学生への関与を積極的

に行っているほど延滞の可能性が下がるという結

果を得た。また、返還を訴えるチラシを作ったり

個別指導したりするなど、広報や奨学生支援を充

実させたことで実際に延滞率が改善した学校もあ

る23。以上のことから、奨学金の延滞に関して大

学等もある程度責任を負うと考えられる。このよ

うに JASSO と奨学生をつなぐ大学の役割は重要

であるが、JASSO が主催する大学の奨学金担当者

への説明会出席率が 6 割程度であることからもわ

かる通り、大学の取組が十分に積極的であるとは

言えない。Flint（1997）、Hillman（2014）おい

ても、奨学金の延滞を減らすための施策として在

学中の大学等からの情報提供、カウンセリングな

どのサポートの重要性が指摘されている。これら

を踏まえると、大学側の学生への関与を促進する

政策が延滞の確率を下げると考えることができる。

よって第 2 の政策提言として、卒業生の延滞率が

一定の値を超えた大学等を改善指定校として設定

                                                   
23 大西史晃「奨学金の延滞率、学校別に公表へ」『朝日新

聞』2014 年 11 月 14 日、 
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し、改善計画を提出させることを義務づけて、大

学に対する意識改革を促す政策を提言する。 

（２） 提言内容 

昨年 JASSO は、2016 年度より奨学金の返還を

延滞している人の割合を学校別に公表する方針を

発表した。延滞率を公表する狙いの 1 つに学校側

に奨学金の返還促進に力を入れてもらうことが挙

げられているが、罰則的意味は持たないとしてい

る。しかし、罰則的意味を持たないとすると、実

際に積極的な改善が見込まれない。実際に JASSO

は各大学等に協力の要請を行っているが、現状分

析でも述べた通り、大学等の姿勢は十分に積極的

であるとは言えない状態である。そこで今回の提

言では、公表された延滞率に基づき高いと判断さ

れる数値を超えた大学を改善指定校として指定し、

それらの学校に対し、延滞率を改善する計画を立

てそれに沿った改善を実行することを義務付ける。

その経過に基づき、改善状況が好ましくない場合

は JASSO からの指導が入り、改善を目指す。返

還義務が発生する前に、返還の重要性や返還の方

法、延滞した場合の措置などについて理解を深め、

計画的に返還するよう大学等が奨学生支援を積極

的に行うことが延滞予防に効果的であると考えら

れる。また指定校を設定することは、現時点では

規定延滞率を超過していない学校に対しても抑止

的効果を持つと考えられる。 

現在、JASSO は在学中の奨学生に対しては大学

等の奨学金担当オフィスを通じて事務手続きや情

報提供を行っている。事務手続きに関する通告、

資料の配布など奨学金オフィスの基本的な業務に

関しては大学等によって大きな差異はないが、奨

学生に対して具体的にどのように情報提供をする

かは大学等に委ねられており、学校によってその

方法はまちまちである。在学中の奨学生に対して

直接連絡を取ることができるのが大学等であり、

大学の広報の取組の差異は大学毎の延滞率に影響

を与えると考えられることから、学校毎の延滞状

況に応じて広報活動、サポートの充実を図る必要

がある。文部科学省へヒアリングを行ったところ、

異常に延滞率が高い学校に対しては何が原因なの

かを調査し、改善を行うよう指導することもある、

ということがわかった。また、実際に奨学生に対

する説明会を複数回開催するようにして、欠席者

には資料を手渡しするような改善をした学校は飛

躍的に状況が改善したという成功事例もあるとい

う回答も得られた。そのほかにも、奨学金担当ス

タッフを置くなど、学生への働きかけをしっかり

行っている学校は、延滞率の改善において成果が

出ている24という報道も存在する。このような成

功事例や改善に成功した学校の報告書を JASSO

が取りまとめ、新たに報告書を提出することが必

要となった大学に対して成功事例として紹介し、

各大学等が抱える現状の課題に合わせて、よりこ

まめな情報提供、きめ細やかな返還サポートの充

実を促進する。 

これらを通して大学への意識改革を図り、大学

等の奨学金担当オフィスが広報・サポートを充実

させることで奨学生の強力なサポーターとなり、

延滞率の改善を目指す。 

 

Ⅴ おわりに 

最後に、今回の研究では解消できなかった今後

の研究課題を挙げる。 

問題意識の節及び理論・分析の章において述べ

た通り、本稿において、我々は問題意識を「貸与

金の回収が制度維持のために重要である貸与型奨

学金制度において、延滞者が存在するのは問題で

ある」と設定し、リサーチクエスチョンを「奨学

金返還延滞者の特徴がどのようなものであるか」

と設定した。したがって本来ならば被説明変数に

「奨学金を延滞しているかどうか」のダミー変数

を置くべきであるが、該当する質問項目を含む個

票データを入手することはできなかった。よって

本稿では「高校生の進路に関する追跡調査」にお

ける「奨学金の返還が負担になりそうか」という

質問項目で代用した。これに関する妥当性の説明

は分析の章で述べた通りであるが、そうはいって

                                                   
24大西史晃「奨学金の延滞率、学校別に公表へ」『朝日新聞』

2014 年 11 月 14 日 

http://www.asahi.com/topics/word/%E5%A5%A8%E5%AD%A6%E9%87%91.html
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もやはり実際に「奨学金を延滞しているかどうか」

のデータを用いる場合と比べると正確性に欠ける。 

JASSO における奨学金延滞者の特徴に関して

現在公開されているデータは本稿でも使用した

「奨学金の延滞者に関する属性調査結果」のみで

ある。ホームページで公開されていることもあり、

もちろん個票データではない。しかしながら、こ

の調査の質問項目及び結果のみで延滞者の特徴を

断定することができないということは既に述べた

通りである。さらに、奨学金の延滞に関する問題

を解決する上で延滞者の特徴を明らかにすること

は重要であり、それによって効果的な政策を実施

することができると考えられる。 

よって今後、奨学金延滞者に関する詳細な個票

データが研究目的で利用できるレベルまで整備さ

れ、さらなる正確な研究が行われることで、ひい

ては奨学金返還延滞問題の解決につながることを

期待する。 
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図表 

表 1 奨学金の種類 

区分 
第一種奨学金（無利子） 

第二種奨学金（有利子） 
（一般） （所得連動返還型） 

対象学種 

大学院、大学、短

期大学、高等専門

学校、専修学校専

門課程 

大学、短期大学、高

等専門学校、専修学

校専門課程 

大学院、大学、短期大学、高等専門学校

（4・5 年生）、専修学校専門課程 

貸与月額 

2 段階から学生が選択 

※私大・自宅通学の場合 

 3 万円/5 万 4 千円 

5 段階から学生が選択 

※大学の場合 

3 万円/5 万円/8 万円/10 万円/12 万円 

貸

与

基

準 

学力 

①高校成績が 3.5 以上 

または 

②大学成績が学部内で上位 1/3 以上 

①平均以上の成績の学生 

②特定の分野において特に優秀な能力

を有すると認め得られる学生 

③勉学意欲のある学生 

家計 
854 万円 300 万円 1,170 万円 

※私大・自宅通学・4 人世帯で主たる家計支持者が給与所得者の場合の目安 

返還方法 卒業後 20 年以内 

JASSO が定める一

定額の収入を得る

までの間、返還期限

が猶予される 

卒業後 20 年以内の元利均等返還 

返還率・ 

返還利息 
－ 

上限金利 3%（在学中は無利子） 

平成 19 年度採用者から①利率固定方式

②利率見直し方式の選択制 

（表は JASSO「奨学金ガイドブック 2015」, 文部科学省「（独）日本学生支援機構（JASSO）奨学金貸与事業の概要」

より筆者作成） 
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図 1 奨学金貸与人数の推移 

 

（グラフは日本学生支援機構「日本学生支援機構事業報告書」（平成 14 年度～26 年度）より筆者作成） 

図 2 奨学金事業費の推移 

 

（グラフは日本学生支援機構「日本学生支援機構事業報告書」（平成 14 年度～26 年度）より筆者作成） 
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図 3 貸与率の推移 

 

（グラフは日本学生支援機構「日本学生支援機構事業報告書」（平成 14 年度～26 年度）と「政府年次統計学校調査」

より筆者作成） 

 

 

表 2 奨学金の財源 

（単位：億円） 

区分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

第

一

種

奨

学

金 

政府貸付金 757  718  676 748  

政府貸付金（復旧・復興枠） 33  57  49 45 

返還金等 1,884 2,034 2285 2,380 

（第一種奨学金計に対する構成

比） 
70.4% 72.4% 75.9% 75.0% 

計  2,674 2,809 3010 3,173  

第

二

種

奨

学

金 

財政融資資金 8,203 8,487 8296 7,797 

財投機関債 1,800 1,800 1800 1,200 

財政融資資金等償還金 △ 9,906 △ 10,330 -10345 △ 9,590 

返還金 3,576 4,033 4415 4,796 

（第二種奨学金計に対する構成

比） 
44.0% 49.7% 56.6% 60.2% 

民間資金借入金 4,466 4,132 3628 3,763 

計 10,003 10,287 7794 7,966 

合計 12,677 13,096 10,804 11,139 

（合計に対する返還金の構成比） 50.5% 55.5% 62.0% 64.4% 

（表は日本学生支援機構「平成 26 年度事業報告書」、「JASSO 日本学生支援機構概要 2015」より筆者作成） 
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図 4 貸与人員及び延滞債権数の推移 

 

（図は日本学生支援機構「日本学生支援機構奨学金の貸与と返還の現状」、「JASSO 日本学生支援機構概要 2015」よ

り筆者作成） 

図 5 貸与額及び延滞額の推移 

 

（図は日本学生支援機構「日本学生支援機構奨学金の貸与と返還の現状」より筆者作成） 
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表 3 返還金の当年度回収率、延滞分回収率及び総回収率の推移 

区分 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 
平成 25 年 

（見込み） 

当年度回収率 93.7% 94.0% 94.1% 94.7% 96.2% 95.6% 95.7% 

延滞分回収率 14.2% 14.2% 13.9% 14.6% 14.5% 13.8% 13.9% 

総回収率 79.2% 79.7% 80.0% 80.6% 81.5% 82.2% 82.4% 

 （表は日本学生支援機構「平成 25 年度債権管理・回収等検証委員会報告書」より筆者作成） 

 

表 4 本人の職業（択一） 

区分 
延滞者 無延滞者 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

常勤社（職）員 1,475 36.2 1,708 67.9 

任期付常勤社（職員）25（※1） 343 8.4 141 5.6 

非常勤社（職）員26（※2） 598 14.7 187 7.4 

派遣社員 269 6.6 74 2.9 

自営/家業 273 6.7 63 2.5 

学生（留学を含む） 30 0.7 31 1.2 

専業主婦（夫） 311 7.6 153 6.1 

無職･失業中/休職中 642 15.8 134 5.3 

その他 132 3.2 23 0.9 

計 4,073 100 2,514 100 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

 

                                                   
25任期付常勤社（職）員：「常勤社（職）員（雇用期限がある）」の略。 
26非常勤社（職）員：「非常勤社（職）員（週あたりの勤務時間が短く、雇用期限がある）」の略。 
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図 6 本人の年収 

  

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

 

 

表 5 延滞が始まった理由（複数選択（2 つまで）） 

区分 人数（人） 割合（％）27 

忙しかった（金融機関に行くことができなかったなど） 332 8.2 

返還を忘れていた、口座残高をまちがえていたなどのミス 295 7.3 

家計の収入が減った 2,948 72.9 

家計の支出が増えた 1.397 34.5 

入院、事故、災害等にあったため 732 18.1 

返還するものだとは思っていなかった 110 2.7 

その他 1,146 28.3 

回答者数 4,046 -28 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

  

                                                   
27回答者数に対する割合である。 
28延滞が始まった理由は 2 つまで回答のため、合計は 100％にならない。 
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表 6 延滞が継続している理由（複数選択（2 つまで）） 

区分 人数（人） 割合（％）29 

本人の低所得 2,049 51.1 

本人が失業中（無職） 605 15.1 

本人が学生（留学を含む） 30 0.7 

本人が病気療養中 212 5.3 

本人の借入金の返済 796 19.8 

親の経済困難（本人が親への経済援助をしており支出が多い） 758 18.9 

親の経済困難（本人親が返還する約束） 710 17.7 

配偶者の経済困難 218 5.4 

家族の病気療養 230 5.7 

忙しい（金融機関にいけない等） 139 3.5 

奨学金の延滞額の増加 1,201 29.9 

返還するものだとは思っていない 19 0.5 

その他 262 6.5 

回答者数 4,013 -30 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

  

                                                   
29回答者数に対する割合である。 
30延滞が継続している理由は 2 つまで回答のため、合計は 100％にならない。 



77 

 

表 7 現在における返還の見通し 

区分 人数（人） 割合（％） 

決められた月額等を返還できると思う 1,292 32.6 

決められた月額等の半額程度より多く返還できると思う 330 8.3 

決められた月額等の半額程度返還できると思う 698 17.6 

決められた月額等の半額程度より少ないが返還できると思う 976 24.6 

返還できないと思う 291 7.3 

わからない 382 9.6 

計 3,969 100 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成）  

 

表 8 2～3 年から数年以上経過した時点における返還の見通し 

区分 人数（人） 割合（％） 

決められた月額等を返還できると思う 1,525 39.8 

決められた月額等の半額程度より多く返還できると思う 411 10.7 

決められた月額等の半額程度返還できると思う 437 11.4 

決められた月額等の半額程度より少ないが返還できると思う 463 12.1 

返還できないと思う 99 2.6 

わからない 892 23.3 

計 3,827 100 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

 

表 9 猶予制度の認知状況 

区分 
延滞者 無延滞者 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

知っている 1,873 46.4 1,159 46.2 

知らなかった 2,161 53.6 1,349 53.8 

計 4,034 100 2,508 100 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 
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表 10 猶予制度の申請状況 

区分 人数（人） 割合（％） 

現在申請している 198 11.6 

申請準備または検討中 146 8.6 

過去に申請していたが今は申請していない 835 48.9 

一度も利用したことがない 437 25.6 

その他 91 5.3 

計 1,707 100 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

 

表 11 減額返還制度の認知状況 

区分 
延滞者 無延滞者 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

よく知っている 173 4.3 104 4.1 

だいたい知っている 700 17.4 750 29.9 

あまり知らない 962 23.9 659 26.3 

知らない 2193 54.4 994 39.6 

計 4028 100.0 2,507 100.0 

（表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 

 

表 12 現在奨学金の返還を負担に感じているか 

区分 
延滞者 無延滞者 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

とてもそう思う 1,743 43.8 349 13.9 

そう思う 1,478 37.1 588 23.4 

どちらとも言えない 610 15.3 627 25.0 

そう思わない 132 3.3 710 28.3 

全くそう思わない 20 0.5 234 9.3 

合計 3,983 100.0 2,508 100.0 

 （表は日本学生支援機構「平成 25 年度奨学金の延滞者に関する属性調査結果」より筆者作成） 
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表 13 説明変数と検証仮説 

変数 仮説 

学校種 
学費の差や教育の質、卒業後の進路が異なることから、奨学金の返還に関し

ても差が見られる。 

男性 男性であることが、奨学金の延滞を招く。 

出身家計年収 
出身家計所得が低いほど、親の援助に頼れないことなどから奨学金を延滞し

やすい。 

成績 A 以上割合 成績が良いほど、奨学金を延滞しにくい。 

本人収入 収入があれば、奨学金を延滞しにくい。 

就職支援 

就職による支援に対する充実度が高い大学ほど、学生への大学側の関与が強

く、奨学金に関しても何らかの措置を取っている可能性が高いと仮定する。

大学側の奨学金返還に関する情報提供があれば奨学金を延滞しにくい。 
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表 14 変数の定義 

変数 定義 

延滞可能性 
「奨学金の返還が負担になりそうだ」に当てはまるなら 1、 

そうでないなら 0 

私立 4 大 私立 4 年制大学なら 1、それ以外は 0 

公立短大 公立短大なら 1、それ以外なら 0 

私立短大 私立短大なら 1、それ以外なら 0 

男性 男性なら 1、女性は 0 

出身家計年収 

（単位は全て 

万円） 

アンケート上の項目 
分析に用いた数値 

（各カテゴリの中央値を取った） 

0. なし 0 

1. 100 以下 50 

2. 100 から 300 200 

3. 300 から 500 400 

4. 500 から 700 600 

5. 700 から 900 800 

6. 900 から 1100 1000 

7. 1100 から 1500 1300 

8．1500 以上 2000 

成績 A 以上割合 全成績に占める A の割合、0 から 10 の値を取る。 

本人所得（月収） 

主に働いていると回答した者に関しては、所得の実数で回答されているのでそのままの数

値、主にアルバイトなどをしていると回答した者のアルバイトでの収入は出身家計年収と

同じく回答の中央値を取った。また、学生の収入は 0 とした。 

就職支援 「就職までのサポートがしっかりしている」に当てはまるほど、3 に近づく。 

表 15 記述統計量 

変数 サンプル数 平均 標準誤差 最小値 最大値 

延滞可能性 1657 0.170 0.375 0 1 

私立 4 大 3493 0.378 0.485 0 1 

公立短大 3493 0.008 0.091 0 1 

私立短大 3493 0.082 0.275 0 1 

男性 4000 0.500 0.500 0 1 

出身家計年収 3893 776.355 417.265 0 4000 

成績 A 以上割合 938 4.533 2.483 0 10 

本人所得 1540 12.298 7.842 0 40 

就職支援 2178 2.017 0.715 0 3 
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表 16 分析結果 

変数 係数 標準誤差 オッズ比 P 値 有意性 

私立 4 大 0.125 0.245 1.134 0.608   

公立短大 0.614 0.895 1.847 0.493   

私立短大 -0.346 0.396 0.708 0.382   

男性 -0.041 0.219 0.960 0.850   

出身家計年収 -0.002 0.000 0.998 0.000 *** 

成績 A 以上割合 -0.047 0.042 0.954 0.265   

本人収入 -0.030 0.013 0.971 0.023 ** 

就職支援 -0.282 0.145 0.754 0.051 * 

定数項 1.072 0.492   

サンプル数 621 

疑似決定係数 0.0669 

※***が 1%水準、**が 5%水準、*が 10%水準でそれぞれ有意なことを表す。 

 

図 7 所得連動型奨学金返還制度の返還額イメージ 

 

毎月の 

返還額 

返還者の所得 

制度のイメージ 
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